
分類
事項

事項
番号 事　　　　　　　項

専決者 合議者

1 　質問主意書の答弁書の延期について閣議に提出する事項 部局長 大臣官房総務課長
2 　組閣時における国会審議中の法案の取扱いについて閣議に提出する事

項
事務次官

3 　閣議提出案の正誤訂正に関する事項 事務次官
4 　政令の制定、改正及び廃止に関する事項（制定し、改正し、又は廃止

しようとする政令（要綱を含む。）を審議会等に対して諮問する場合に
おける当該諮問に関する事項に限る。次号において同じ。）（重要なも
の及び軽易なものを除く。）

事務次官

5 　政令の制定、改正及び廃止に関する事項で、軽易なもの 部局長 大臣官房総務課長
6 　省令の制定、改正及び廃止に関する事項（制定し、改正し、又は廃止

しようとする省令（要綱を含む。）を審議会等に対して諮問する場合に
あっては、当該諮問に関する事項を含む。次号において同じ。）（重要
なもの及び軽易なものを除く。）

事務次官

7 　省令の制定、改正及び廃止に関する事項で、軽易なもの 部局長 大臣官房総務課長
8 　法規的性質を有する告示の制定、改正及び廃止に関する事項（制定

し、改正し、又は廃止しようとする告示（要綱を含む。）を審議会等に
対して諮問する場合にあっては、当該諮問に関する事項を含む。次号に
おいて同じ。）（重要なもの及び軽易なものを除く。）

事務次官

9 　法規的性質を有する告示の制定、改正及び廃止に関する事項で、軽易
なもの

部局長 大臣官房総務課長

10 　法規的性質を有しない告示の制定、改正及び廃止に関する事項（制定
し、改正し、又は廃止しようとする告示（要綱を含む。）を審議会等に
対して諮問する場合にあっては、当該諮問に関する事項を含む。次号及
び第１２号において同じ。）で、重要なもの

事務次官

11 　法規的性質を有しない告示の制定、改正及び廃止に関する事項（重要
なもの及び軽易なものを除く。）

部局長

12 　法規的性質を有しない告示の制定、改正及び廃止に関する事項で、軽
易なもの

課長 庶務課長

13 　職務執行における一般的基準を定める訓令の制定、改正及び廃止に関
する事項で、軽易なもの（次号に掲げる事項を除く。）

事務次官

14 　職務執行における一般的基準を定める訓令の改正に関する事項で、特
に軽易なもの

部局長 大臣官房総務課長

15 　職務執行における一般的基準を定める訓令以外の訓令の制定、改正及
び廃止に関する事項で、重要なもの

事務次官

16 　職務執行における一般的基準を定める訓令以外の訓令の制定、改正及
び廃止に関する事項（重要なものを除く。）

部局長 大臣官房総務課長

17 　第４号から第１２号までに定めるもののほか、審議会等に対する諮問
に関する事項（重要なもの及び軽易なものを除く。）

事務次官

18 　第４号から第１２号までに定めるもののほか、審議会等に対する諮問
に関する事項で、軽易なもの

部局長

19 　公益信託の引受の許可、特定公益信託の証明等に関する事項 事務次官
20 　解散したものとみなされた特例民法法人に係る解散の登記の嘱託に関

する事項
本省の部局長

21 　定款に定款の変更に関する定めがない特例財団法人の吸収合併契約の
手続の承認に関する事項

本省の部局長

22 　特例民法法人の合併の認可に関する事項 事務次官
23 　特例民法法人の定款及び寄附行為並びに公益信託の信託行為の変更の

認可に関する事項で、重要なもの
事務次官

24 　特例民法法人の定款及び公益信託の信託行為の変更の認可に関する事
項（重要なもの及び軽易なものを除く。）

本省の部局長 大臣官房総務課長

25 　特例民法法人の定款及び公益信託の信託行為の変更の認可に関する事
項で、軽易なもの

本省の部局長

26 　特例民法法人の定款又は公益信託の信託行為の規定に基づく大臣の認
可（定款又は信託行為の変更の認可を除く。）、承認等に関する事項
で、重要なもの

本省の部局長 大臣官房総務課長

27 　特例民法法人の定款又は公益信託の信託行為の規定に基づく大臣の認
可（定款又は信託行為の変更の認可を除く。）、承認等に関する事項
（重要なものを除く。）

本省の部局長

28 　特例財団法人の最初の評議員の選任に関する特則の認可に関する事項
で、重要なもの

本省の部局長 大臣官房総務課長

29 　特例財団法人の最初の評議員の選任に関する特則の認可に関する事項
（重要なものを除く。）

本省の部局長

30 　特例民法法人又は公益信託に対する監督上の命令に関する事項 本省の部局長
31 　特例民法法人に対する措置命令に関する事項 本省の部局長
32 　特例民法法人に対する解散命令に関する事項 事務次官
33 　解散した特例民法法人の残余財産の処分の許可に関する事項 事務次官
34 　信託財産を固有財産とすることの許可に関する事項 本省の部局長
35 　公益信託の受託者の解任に関する事項 事務次官
36 　公益信託の受託者の辞任の許可、信託財産の管理人の選任及び新受託

者の選任に関する事項
本省の部局長
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37 　大臣伺い定めに関する事項で、重要なもの 事務次官 大臣官房人事課長
38 　大臣伺い定めに関する事項（重要なものを除く。） 部局長 大臣官房人事課長

及び大臣官房総務
課長

39 　大臣訓示に関する事項で、軽易なもの 事務次官
40 　大臣祝辞及び大臣表彰（職員の表彰を除く。）並びにこれらに準ずる

ものに関する事項で、重要なもの
事務次官

41 　大臣祝辞及び大臣表彰（職員の表彰を除く。）並びにこれらに準ずる
ものに関する事項（重要なものを除く。）

部局長

42 　職員の表彰に関する事項で、重要なもの 事務次官
43 　職員の表彰に関する事項（重要なものを除く。） 大臣官房人事課長
44 　栄典に関する事項（重要なもの及び軽易なものを除く。） 事務次官 大臣官房人事課長
45 　栄典に関する事項で、軽易なもの 大臣官房人事課長

（社会・援護局の
所管に係るものに
ついては、社会・
援護局長）

46 　儀式典礼に関する事項（重要なもの及び軽易なものを除く。） 事務次官
47 　儀式典礼に関する事項で、軽易なもの 大臣官房人事課長
48 　職員の人事に関する事項（本省の課長相当職以上の者及びこれに準ず

る者（検疫所、国立ハンセン病療養所及び国立児童自立支援施設の長並
びに国立障害者リハビリテーションセンターに属する自立支援局長、病
院長及び研究所長を除く。）の人事に関する事項、次号から第５２号に
掲げる事項並びに人事院規則１１―４第７条第３項の医師の指定に関す
る事項及び国家公務員法第７８条第１号又は第３号の規定による職員の
降任又は免職に関する警告書の交付に係るものを除く。）

事務次官

49 　職員の人事に関する事項（大臣官房の課長補佐相当職の者及びこれに
準ずる者の人事に関する事項に限るものとし、第５２号に掲げる事項及
び人事院規則１１―４第７条第３項の医師の指定に関する事項及び国家
公務員法第７８条第１号又は第３号の規定による職員の降任又は免職に
関する警告書の交付に係るものを除く。）

官房長

50 　職員の人事に関する事項（本省室長相当職以上に準ずる者（地方支分
局に属する職員、施設等機関の長、国立障害者リハビリテーションセン
ターに属する自立支援局長、病院長及び研究所長を除く。）並びに本省
課長補佐相当職以下の者及びこれに準ずる者の人事に関する事項に限る
ものとし、前号に掲げる事項及び人事院規則１１―４第７条第３項の医
師の指定に関する事項及び国家公務員法第７８条第１号又は第３号の規
定による職員の降任又は免職に関する警告書の交付に係るものを除
く。）

大臣官房人事課長

51 　職員の人事に関する事項（一般職の職員の給与に関する法律（昭和２
５年法律第９５号）第６条第１項に規定する俸給表の適用を受ける職員
で、国家公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１０９号）
第７条に基づく任期付採用職員及び臨時的任用職員、同法第２３条に基
づく任期付短時間勤務職員、人事院規則８－１２第３９条第１項第２号
に基づく臨時的任用職員、同規則第４２条第２項第３号に基づく任期付
採用職員並びに臨時的任用職員並びに非常勤職員（別に定めのあるもの
を除く。）の人事に関する事項に限るものとし、人事院規則１１―４第
７条第３項の医師の指定に関する事項及び国家公務員法第７８条第１号
又は第３号の規定による職員の降任又は免職に関する警告書の交付に係
るものを除く。）

局長、人材開発統
括官、政策統括官
又は大臣官房の課
長

52 　職員の人事に関する事項で、軽易なもの 大臣官房人事課長
53 　審議会等の委員の任免に関する事項（国会の同意を得て行う任免に関

する事項を除く。）
事務次官

54 　審議会等の委員等の任免に関する事項（前号に掲げる事項を除く。） 大臣官房人事課長

55 　特別の機関の委員等の指定に関する事項 事務次官
56 　特別の機関の委員等の任免に関する事項 事務次官
57 　特別の機関の幹事等の任免に関する事項 大臣官房人事課長
58 　独立行政法人等の役員の任免に関する事項 大臣官房人事課長
59 　内部部局の課長補佐相当職以下の者及びこれに準ずる者（人材開発統

括官及び政策統括官の下に置かれる者を含む。）の名称及び定数並びに
これらの者の事務分掌に係る承認に関する事項

大臣官房人事課長

60 　不服の申立ての裁決並びに執行停止及びその取消しに関する事項（重
要なもの及び軽易なものを除く。）

事務次官

61 　不服の申立ての裁決並びに執行停止及びその取消しに関する事項で、
軽易なもの

部局長 審議会その他の合
議制の行政機関の
答申等に基づいて
なされるもの以外
のものについて
は、大臣官房総務
課長
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62 　不服の申立てに関する事項（前２号に掲げる事項及び軽易なものを除
く。）

部局長

63 　不服の申立てに関する事項で、軽易なもの（第６０号及び第６１号に
掲げる事項を除く。）

課長

64 　公告及び公示に関する事項 部局長
65 　法令等に基づき大臣が行う協議、同意、協定、通知、報告、進達、証

明等に関する事項で、重要なもの
事務次官

66 　法令等に基づき大臣が行う協議、同意、協定、通知、報告、進達、証
明等に関する事項（重要なもの及び軽易なものを除く。）

部局長

67 　法令等に基づき大臣が行う協議、同意、協定、通知、報告、進達、証
明等に関する事項で、軽易なもの

課長

68 　本省で行う施設、事業、業務等についての報告徴収、検査、実地調
査、収去等に関する事項（重要なもの及び軽易なものを除く。）

事務次官

69 　本省で行う施設、事業、業務等についての報告徴収、検査、実地調
査、収去等に関する事項で、軽易なもの

部局長

70 　地方厚生局で行う施設、事業、業務等についての報告徴収、検査、実
地調査、収去等に関する事項

地方厚生局長（所
管補助施設災害復
旧費実地調査につ
いては、大臣官房
会計課長）

71 　聴聞、弁明の機会の付与等に関する事項 部局長
72 　聴聞の主宰者の指名に関する事項 部局長
73 　通達、通知等に基づき大臣が行う許可、認可、承認等に関する事項 部局長

74 　訴訟代理人の指定に関する事項 部局長
75 　免許証、許可証等の交付、再交付、書換交付等に関する事項 課長
76 　職員の特別の事情による勤務時間の変更に関する事項 部局長

1 　人事院規則１１―４第７条第３項の医師の指定に関する事項（大臣官
房の課長及び参事官に係るものに限る。）

官房長

2 　国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）第７８条第１号又は第３
号の規定による職員の降任又は免職に関する警告書の交付に関する事項
（大臣官房の課長及び参事官に係るものに限る。）

官房長

3 　人事院規則１１―４第７条第３項の医師の指定に関する事項（地方支
分局の長に係るものに限る。）

大臣官房地方課長

4 　国家公務員法第７８条第１号又は第３号の規定による職員の降任又は
免職に関する警告書の交付に関する事項（地方支分局の長に係るものに
限る。）

大臣官房地方課長

5 　人事院規則１１―４第７条第３項の医師の指定に関する事項（施設等
機関及び地方支分局に属する職員（施設等機関及び地方支分局の長を除
く。）に係るものに限る。）

施設等機関及び地
方支分部局の長

6 　国家公務員法第７８条第１号又は第３号の規定による職員の降任又は
免職に関する警告書の交付に関する事項（施設等機関及び地方支分局に
属する職員（施設等機関及び地方支分局の長を除く。）に係るものに限
る。）

施設等機関及び地
方支分部局の長

7 　人事院規則１１―４第７条第３項の医師の指定に関する事項（本省の
各部長以上の者（施設等機関の長を除く。）に対する医師の指定に関す
る事項並びに第１号、第３号及び第５号に掲げる事項を除く。）

部局長

8 　国家公務員法第７８条第１号又は第３号の規定による職員の降任又は
免職に関する警告書の交付に関する事項（本省の各部長以上の者（施設
等機関の長を除く。）に対する職員の降任又は免職に関する警告書の交
付に関する事項並びに第２号、第４号及び第６号に掲げる事項を除
く。）

部局長

1 　設立委員の任命に関する事項 事務次官
2 　業務方法書の認可に関する事項 事務次官
3 　業務方法書の変更の認可に関する事項で、重要なもの 事務次官
4 　業務方法書の変更の認可に関する事項で、重要なもの以外のもの 部局長
5 　中期目標又は中長期目標の策定に関する事項 事務次官 政策統括官及び大

臣官房会計課長

6 　中期目標又は中長期目標の変更に関する事項で、重要なもの 事務次官 政策統括官及び大
臣官房会計課長

7 　中期目標又は中長期目標の変更に関する事項で、重要なもの以外のも
の

部局長

8 　中期計画又は中長期計画の認可に関する事項 事務次官 政策統括官及び大
臣官房会計課長

9 　中期計画又は中長期計画の変更の認可に関する事項で、重要なもの 事務次官 政策統括官及び大
臣官房会計課長

10 　中期計画又は中長期計画の変更の認可に関する事項で、重要なもの以
外のもの

部局長

11 　業務の実績に係る評価に関する事項 部局長 政策統括官
12 　違法行為等の是正等に関する事項（重要なものを除く。） 事務次官
13 　財務諸表の承認に関する事項 部局長 大臣官房会計課長
14 　会計監査人の選任に関する事項 部局長
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15 　剰余金の使途の承認に関する事項 部局長 大臣官房会計課長
16 　短期借入金の認可に関する事項 部局長 大臣官房会計課長
17 　短期借入金の借換えの認可に関する事項 部局長 大臣官房会計課長
18 　不要財産に係る国庫納付等に関する事項 部局長 大臣官房会計課長
19 　余裕金に係る有価証券及び金融機関の指定に関する事項 部局長 大臣官房会計課長
20 　財産を処分又は担保する場合の認可に関する事項 部局長 大臣官房会計課長
21 　役員の私企業への就職及び兼職に関する事項 部局長 大臣官房人事課長
22 　報告の徴収及び立入検査に関する事項 部局長
23 　役員の退職金に係る業務勘案率に関する事項 部局長 政策統括官

1 　特定保険業の認可に関する事項 部局長 大臣官房総務課長
2 　保険契約管理業者に係る業務及び財産の管理を行う期限の延長の承認

に関する事項
部局長

3   一般社団法人又は一般財団法人以外の者に係る保険契約の移転の認可
に関する事項

部局長 大臣官房総務課長

4 　認可特定保険業者の資産の運用方法の承認に関する事項 部局長 大臣官房総務課長
5 　認可特定保険業者の業務報告書の提出期限の延期に係る承認に関する

事項
部局長

6 　認可特定保険業者の業務及び財務の状況を記載した説明書類の縦覧開
始期限の延長に係る承認に関する事項

部局長

7   認可特定保険業者の価格変動準備金の不積立て・取崩しの認可に関す
る事項

部局長

8   認可特定保険業者の事業方法書等の変更の認可に関する事項 部局長
9 　認可特定保険業者に対する業務の全部又は一部の停止命令に関する事

項
部局長 大臣官房総務課長

10 　認可特定保険業者に対する監督上の命令（業務の停止命令を除く。）
に関する事項

部局長

11 　認可特定保険業者の特定保険業の認可の取消等に関する事項 部局長 大臣官房総務課長
12   認可特定保険業者の他業の承認に関する事項 部局長
13 　認可特定保険業者の子会社の保有の承認に関する事項 部局長
14 　認可特定保険業者の区分経理に係る禁止行為の解除の承認に関する事

項
部局長 大臣官房総務課長

15 　認可特定保険業者の定款の変更についての社員総会等の決議に対する
認可に関する事項で、重要なもの

部局長 大臣官房総務課長

16 　認可特定保険業者の定款の変更についての社員総会等の決議に対する
認可に関する事項（重要なものを除く。）

部局長

17 　認可特定保険業者等の保険契約の移転の認可に関する事項 部局長 大臣官房総務課長
18 　認可特定保険業者等の事業譲渡・譲受けの認可に関する事項 部局長 大臣官房総務課長
19 　認可特定保険業者等の業務及び財産の管理の委託の認可に関する事項 部局長 大臣官房総務課長

20 　認可特定保険業者等の管理委託契約の変更・解除の認可に関する事項 部局長 大臣官房総務課長

21 　認可特定保険業者の解散等の認可に関する事項 部局長 大臣官房総務課長
22 　認可特定保険業者の合併の認可に関する事項 部局長 大臣官房総務課長
23 　認可特定保険業者の精算に係る債務の弁済の許可に関する事項 部局長
24 　認可特定保険業者の特定保険業の開始の延期に係る承認に関する事項 部局長

1 　開示請求書の補正の求めに関する事項 課長
2 　開示決定若しくは開示の実施の停止若しくはその取消し又は不開示決

定に関する事項で、重要なもの
事務次官

3 　開示決定若しくは開示の実施の停止若しくはその取消し又は不開示決
定に関する事項（重要なもの及び軽易なものを除く。）

部局長 大臣官房総務課長

4 　開示決定若しくは開示の実施の停止若しくはその取消し及び不開示決
定に関する事項で、軽易なもの

課長 大臣官房総務課公
文書監理・情報公
開室長

5 　開示決定又は不開示決定の期限の延長に関する事項 課長 大臣官房総務課公
文書監理・情報公
開室長

6 　事案の移送に関する事項 課長 大臣官房総務課公
文書監理・情報公
開室長

7 　第三者に対する意見書提出の機会の付与に関する事項 課長
8 　開示実施手数料の減額又は免除に関する事項 課長 大臣官房総務課公

文書監理・情報公
開室長

9 　情報公開・個人情報保護審査会への諮問に関する事項で、重要なもの 事務次官

10 　情報公開・個人情報保護審査会への諮問に関する事項（重要なもの及
び軽易なものを除く。）

部局長 大臣官房総務課長

11 　情報公開・個人情報保護審査会への諮問に関する事項で、軽易なもの 課長 大臣官房総務課公
文書監理・情報公
開室長
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12 　開示決定若しくは不開示決定又は開示請求に係る不作為に対する審査
請求の裁決に関する事項（重要なもの及び軽易なものを除く。）

事務次官

13 　開示決定若しくは不開示決定又は開示請求に係る不作為に対する審査
請求の裁決に関する事項で、軽易なもの

部局長 大臣官房総務課長

14 　保存期間が満了する前の行政文書の廃棄に関する事項 官房長

1 　個人情報取扱事業者に対する報告の徴収に関する事項 本省の部局長
2 　個人情報取扱事業者に対する助言に関する事項 本省の部局長
3 　個人情報取扱事業者に対する勧告に関する事項 本省の部局長
4 　個人情報取扱事業者に対する命令に関する事項 事務次官
5 　認定個人情報保護団体の認定に関する事項で、重要なもの 事務次官
6 　認定個人情報保護団体の認定に関する事項（重要なものを除く。） 本省の部局長

7 　認定個人情報保護団体の認定の取消しに関する事項 事務次官
8 　認定個人情報保護団体に対する報告の徴収に関する事項 本省の部局長
9 　認定個人情報保護団体に対する命令に関する事項 事務次官
10 　開示請求書、訂正請求書又は利用停止請求書の補正の求めに関する事

項
課長

11 　開示決定、訂正決定若しくは利用停止決定（以下「開示決定等」とい
う。）若しくは開示、訂正若しくは利用停止（以下「開示等」とい
う。）の実施の停止若しくはその取消し又は不開示決定、不訂正決定若
しくは不停止決定（以下「不開示決定等」という。）に関する事項で、
重要なもの

事務次官

12 　開示決定等若しくは開示等の実施の停止若しくはその取消し又は不開
示決定等に関する事項（重要なもの及び軽易なものを除く。）

部局長 大臣官房総務課長

13 　開示決定等若しくは開示等の実施の停止若しくはその取消し又は不開
示決定等に関する事項で、軽易なもの

課長 大臣官房総務課公
文書監理・情報公
開室長

14 　開示決定等又は不開示決定等の期限の延長に関する事項 課長 大臣官房総務課公
文書監理・情報公
開室長

15 　事案の移送に関する事項 課長 大臣官房総務課公
文書監理・情報公
開室長

16 　第三者に対する意見書提出の機会の付与に関する事項 課長 大臣官房総務課公
文書監理・情報公
開室長

17 　情報公開・個人情報保護審査会への諮問に関する事項で、重要なもの 事務次官

18 　情報公開・個人情報保護審査会への諮問に関する事項（重要なもの及
び軽易なものを除く。）

部局長 大臣官房総務課長

19 　情報公開・個人情報保護審査会への諮問に関する事項で、軽易なもの 課長 大臣官房総務課公
文書監理・情報公
開室長

20 　開示決定等、不開示決定等又は開示等請求に係る不作為に対する審査
請求の裁決に関する事項（重要なもの及び軽易なものを除く。）

事務次官

21 　開示決定等、不開示決定等又は開示等請求に係る不作為に対する審査
請求の裁決に関する事項で、軽易なもの

部局長 大臣官房総務課長

22 　行政機関匿名加工情報に関する提案の募集に関する事項 課長
23 　行政機関匿名加工情報に関する提案の審査結果の通知に関する事項

（軽易なものを除く。）
部局長 大臣官房総務課長

24 　行政機関匿名加工情報に関する提案の審査結果の通知に関する事項
で、軽易なもの

課長 大臣官房総務課公
文書監理・情報公
開室長

25 　行政機関匿名加工情報の利用に関する契約及び契約の解除に関する事
項（軽易なものを除く。）

部局長 大臣官房総務課長

26 　行政機関匿名加工情報の利用に関する契約及び契約の解除に関する事
項で、軽易なもの

課長 大臣官房総務課公
文書監理・情報公
開室長

1 　法第６条第２項の特定秘密を提供する際の協議に関する事項（重要な
ものを除く。）

官房長

2 　法第６条第３項の特定秘密の提供を受ける際の協議に関する事項（重
要なものを除く。）

官房長

3 　令第１６条の規定に基づく通知に関する事項 官房長
4 　令第８条第１項第２号ロの規定に基づく通知に関する事項 官房長
5 　令第９条第１号ロの規定に基づく通知に関する事項 官房長
6 　令第１１条第１項第２号ロの規定に基づく通知に関する事項 官房長
7 　内閣府独立公文書管理監への特定秘密指定管理簿の写しの提供に関す

る事項
官房長

8 　内閣府独立公文書管理監への特定行政文書ファイルの管理状況の報告
に関する事項

官房長
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9 　法第１８条第３項等に基づく内閣保全監視委員会及び内閣府独立公文
書管理監への報告に関する事項

官房長

10 　内閣府独立公文書管理監への特定秘密の提供に関する事項 官房長
11   法第１２条第３項の適性評価の実施の際の告知に関する事項 大臣官房人事課長
12 　法第１２条第３項の適性評価の実施の承認及び評価の実施に関する事

項
事務次官

1   法第７条第１項ただし書の数量の指定に関する事項 官房長
2 　法第７条第４項の公表に関する事項 官房長

1 　予定経費要求書等に関する事項 事務次官
2 　歳出予算の移用及び流用の承認要求に関する事項 大臣官房会計課長
3 　支払計画に関する事項 大臣官房会計課長
4 　支出負担行為の実施計画に関する事項 大臣官房会計課長
5 　決算報告書等に関する事項 事務次官
6 　歳出予算繰越しの承認要求に関する事項 大臣官房会計課長
7 　繰越明許費の翌年度にわたる債務負担の承認要求に関する事項 大臣官房会計課長
8 　法附則第１条の２の目の区分に関する事項 大臣官房会計課長

1 　歳入徴収事務、支出負担行為事務、支出負担行為認証事務、支出事
務、契約事務及び繰越手続事務の委任等に関する事項（厚生労働省所管
会計事務取扱規程に定めるものを除く。）

大臣官房会計課長

2   年度開始前の支出の承認要求に関する事項 大臣官房会計課長
3   現金を亡失した出納官吏に対する弁償命令に関する事項 事務次官
4   既納弁償金の還付に関する事項 大臣官房会計課長

1   予定経費要求書等の各目の明細に関する事項 大臣官房会計課長
2   歳出予算及び継続費の目の区分等に関する事項 大臣官房会計課長
3   徴収総報告書及び支出総報告書に関する事項 大臣官房会計課長

（特別会計に係る
ものについては、
主管部局長）

特別会計に係るも
のについては、大
臣官房会計課長

4   支出負担行為計画の示達に関する事項 大臣官房会計課長
（特別会計に係る
ものについては、
主管部局長）

5   支出負担行為認証官の審査基準の特例に関する事項 大臣官房会計課長
6   支払計画の示達に関する事項 大臣官房会計課長

（特別会計に関す
るものについて
は、主管部局長）

7   前渡資金の繰替使用手続に関する事項 大臣官房会計課長
（特別会計に関す
るものについて
は、主管部局長）

8   補助金、負担金、交付金等の前金払及び概算払に関する事項 大臣官房会計課長
（特別会計に関す
るものについて
は、主管部局長）

9   一般競争又は指名競争の参加者に必要な資格に関する事項 大臣官房会計課長
10   令第８５条の基準に関する事項 大臣官房会計課長
11   指名競争参加者の指名基準に関する事項 大臣官房会計課長
12   監督及び検査を行わせる職員の任命に関する事項 大臣官房会計課長

（国立ハンセン病
療養所に係る契約
については、医政
局長）

13   会計検査院に提出する出納計算書等の経由職員の指定に関する事項 大臣官房会計課長

14   分任出納官吏等に対する出納報告書等の提出命令に関する事項 大臣官房会計課長
（特別会計に係る
ものについては、
主管部局長）

1   歳入歳出予定計算書等に関する事項 事務次官 大臣官房会計課長
2 　歳入歳出決定計算書に関する事項 事務次官 大臣官房会計課長
3 　繰越使用に関する事項 主管部局長 大臣官房会計課長
4 　繰替使用に関する事項 主管部局長 大臣官房会計課長
5 　歳入歳出予定額各目明細書に関する事項 主管部局長 大臣官房会計課長
6 　歳入歳出金額の目の区分等に関する事項 主管部局長 大臣官房会計課長
7 　損益計算書、貸借対照表及び財産目録の様式の決定に関する事項 主管部局長 大臣官房会計課長
8 　財務情報の開示に関する事項 主管部局長 大臣官房会計課長
9   令第１２条の職員の指定に関する事項 事務次官 大臣官房会計課長
10 　令第１７条第３項の職員の指定に関する事項 事務次官 大臣官房会計課長
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1 　過年度支出の指示に関する事項 大臣官房会計課長
（特別会計に係る
ものについては、
主管部局長）

2   随意契約、せり売及び延納の特約の承認に関する事項 大臣官房会計課長

歳
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関
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件
関
係

1   令第６条の制限に関する事項 大臣官房会計課長
（特別会計に係る
ものについては、
主管部局長）

特別会計に係るも
のについては、大
臣官房会計課長

1   債権の管理に関する事務の委任に関する事項（厚生労働省所管債権管
理事務取扱規程に定めるものを除く。）

大臣官房会計課長

2 　債権の管理に関する事務の引継ぎに関する事項 大臣官房会計課長
3   契約の定めに基づく貸付金の他用途使用、貸付事業等の内容の変更等

の承認及び貸付事業等が予定の期間内に完了しない場合等の指示に関す
る事項

大臣官房会計課長

4   債権の徴収停止、履行延期の特約等、利率の引下げ及び債権の免除の
承認に関する事項

大臣官房会計課長

5   相殺等を要しない場合の決定に関する事項 大臣官房会計課長
6   令第１０条第１項第９号に掲げる事項の決定に関する事項 大臣官房会計課長
7   令第２５条第２項第８号に掲げる事項の決定に関する事項 大臣官房会計課長
8   厚生労働省所管債権管理事務取扱規程第１７条の指示に関する事項 大臣官房会計課長

1   補助金等の交付の決定に関する事項 部局長 大臣官房会計課長
2   補助事業等に要する経費の配分の変更、補助事業等の内容の変更等の

承認に関する事項
部局長 大臣官房会計課長

3   補助事業等が予定の期間内に完了しない場合等の指示に関する事項 部局長 大臣官房会計課長

4   法第１０条の交付決定の取消し等及び取消しに伴う補助金等の返還命
令に関する事項

部局長 大臣官房会計課長

5   補助事業等の遂行命令及び遂行の一時停止命令に関する事項 部局長 大臣官房会計課長
6   補助金等の交付額の確定及び確定額を超える補助金等の返還命令に関

する事項
部局長 大臣官房会計課長

7   補助事業等の是正措置の命令に関する事項 部局長 大臣官房会計課長
8   法第１７条の交付決定の取消し及びこれに伴う補助金等の返還命令等

に関する事項
部局長 大臣官房会計課長

9   加算金又は延滞金の免除に関する事項 部局長 大臣官房会計課長
10   他の補助金等の一時停止等に関する事項 部局長 大臣官房会計課長
11   補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分の承認に関

する事項
部局長 大臣官房会計課長

12 　法第２３条の立入検査等に関する事項 部局長 大臣官房会計課長
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13   補助金等の交付に関する事務の実施に関する事項 部局長 大臣官房会計課長

1 　厚生労働省所管旅費取扱規程第３条第２項の命令に関する事項（本省
の課長相当職以上の者（事務次官、厚生労働審議官、医務技監、官房
長、本省の各局長、人材開発統括官及び政策統括官を除く。）並びに施
設等機関及び地方支分部局の長に対する旅行命令に関する事項に限
る。）

事務次官

2 　厚生労働省所管旅費取扱規程第３条第２項の命令に関する事項（事務
次官、厚生労働審議官、医務技監、官房長、本省の各局長、人材開発統
括官及び政策統括官に対する旅行命令に関する事項及び前号に掲げる事
項を除く。）

各局長若しくは人
材開発統括官若し
くは政策統括官、
各部長若しくは医
薬産業振興・医療
情報審議官、高
齢・障害者雇用開
発審議官、年金管
理審議官若しくは
大臣官房審議官
（労災、建設・自
動車運送分野担
当）又は大臣官房
各課長若しくは大
臣官房参事官（情
報化担当）

大臣官房人事課長

3   厚生労働省所管旅費取扱規程第５条の承認に関する事項 大臣官房会計課長

1   弁償命令に関する事項 事務次官
2   既納弁償金の還付に関する事項 大臣官房会計課長
3   弁償責任の再審の請求等に関する事項 事務次官

1   会計事務職員に対する弁償命令に関する事項 事務次官
2   審査請求書の会計検査院への審査附託に関する事項 部局長 大臣官房会計課長
3   計算証明規則第２条の計算書に関する事項 大臣官房会計課長

（特別会計に係る
ものについては、
主管部局長）

4   計算証明規則第３条ただし書の証明責任者の指名に関する事項 大臣官房会計課長
（特別会計に係る
ものについては、
主管部局長）

5   計算証明規則第３２条、第３６条、第４９条及び第６０条の指示に関
する事項

大臣官房会計課長
（特別会計に係る
ものについては、
主管部局長）

1   契約解除の場合の補償請求についての措置等に関する事項 大臣官房会計課長
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2   用途指定の売払契約解除の場合の損害補償に関する事項 大臣官房会計課長
3   売払代金等の延納の特約に関する事項 大臣官房会計課長
4   厚生労働省所管国有財産取扱規程による承認、認可及び指示に関する

事項
大臣官房会計課長

1   物品の分類及び細分類に関する事項 大臣官房会計課長
2   物品の分類換又は管理換に関する事項 大臣官房会計課長
3   物品の管理事務、出納及び保管事務又は供用事務の委任に関する事項

（厚生労働省所管物品管理取扱規程に定めるものを除く。）
大臣官房会計課長

4   物品の不用の決定に関する事項 大臣官房会計課長
5   物品管理職員に対する弁償命令に関する事項 事務次官
6   物品管理職員に対する既納弁償金の還付に関する事項 大臣官房会計課長
7   物品関係職員の譲受を制限しない物品の指定に関する事項 大臣官房会計課長
8   物品を使用する職員に対する弁償命令に関する事項（厚生労働省所管

物品管理取扱規程により部局長に委任しているものを除く。）
事務次官

9   物品管理簿等の様式及び記入方法の特例に関する事項 大臣官房会計課長
10   物品管理簿に価格の記載を要しない物品の指定に関する事項 大臣官房会計課長
11   適用除外官署の指定に関する事項 大臣官房会計課長
12   物品の管理の特例に関する事項 大臣官房会計課長

1   法第３条の庁舎等使用現況及び見込報告書に関する事項 大臣官房会計課長
2   施行令第５条の特定国有財産整備計画要求書に関する事項 大臣官房会計課長

1   法第５条の申出に関する事項 大臣官房会計課長
2   法第８条の勧告を受けた場合の措置に関する事項 大臣官房会計課長
3   営繕計画書に関する事項 大臣官房会計課長
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1   法第１条の２又は第２条の売払代金の延納の特約及び第３条の担保提
供の免除に関する事項

大臣官房会計課長

1   宿舎の事務の委任に関する事項 大臣官房会計課長
2   宿舎設置の要求及び宿舎設置計画の変更要求に関する事項 大臣官房会計課長
3   宿舎を貸与する臨時職員の指定に関する事項 大臣官房会計課長
4   無料宿舎を貸与する者の指定に関する事項 大臣官房会計課長

1 　積立金の処分の承認に関する事項 大臣官房厚生科学
課長

大臣官房会計課長

2 　緊急の必要がある場合の厚生労働大臣の要求に関する事項 大臣官房厚生科学
課長
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3 　独立行政法人通則法第８条第３項の重要な財産の指定に関する事項 大臣官房厚生科学
課長

大臣官房会計課長

4 　償却資産の指定に関する事項 大臣官房厚生科学
課長

大臣官房会計課長

5 　譲渡差額を損益計算上の損益に計上しない譲渡取引の指定に関する事
項

大臣官房厚生科学
課長

大臣官房会計課長

6 　対応する収益の獲得が予定されない資産除去債務に係る除去費用等の
指定に関する事項

大臣官房厚生科学
課長

大臣官房会計課長

7 　独立行政法人通則法第４８条の重要な財産の指定に関する事項 大臣官房厚生科学
課長

大臣官房会計課長

8 　共通経費の配賦基準の承認に関する事項 大臣官房厚生科学
課長

大臣官房会計課長

9 　納付算定対象額の計算に当たって控除する額の決定に関する事項 大臣官房厚生科学
課長

大臣官房会計課長

1 　法第１１条第１項の認定に関する事項 大臣官房厚生科学
課長

2   法第１１条第２項の認定の取消しに関する事項 事務次官

1 　国から国立研究開発法人日本医療研究開発機構が承継する権利及び義
務の決定に関する事項

大臣官房厚生科学
課長

大臣官房会計課長

2 　国から国立研究開発法人日本医療研究開発機構に対し出資があったも
のとされる財産の決定に関する事項

大臣官房厚生科学
課長

大臣官房会計課長

3 　国から国立研究開発法人日本医療研究開発機構が承継する資産に係る
評価委員の任命に関する事項

大臣官房厚生科学
課長

4 　独立行政法人医薬基盤研究所から国立研究開発法人日本医療研究開発
機構が承継する権利及び義務の決定に関する事項

大臣官房厚生科学
課長

大臣官房会計課長

5 　国立行政法人医薬基盤研究所から国立研究開発法人日本医療研究開発
機構が承継する資産に係る評価委員の任命に関する事項

大臣官房厚生科学
課長

6 　国から国立研究開発法人日本医療研究開発機構に対し出資があったも
のとされた額に対応する額の決定に関する事項

大臣官房厚生科学
課長

大臣官房会計課長

1   法第２６条の公共サービス実施民間事業者に対する報告の徴収及び立
入検査等に関する事項

主管部局長

2   法第２７条の公共サービス実施民間事業者に対する指示に関する事項 主管部局長

1 　基幹統計及び一般統計調査の結果の公表等に関する事項 部局長
2 　総務大臣に対する基幹統計調査及び一般統計調査の承認及び変更の承

認の申請、基幹統計調査の中止の承認の申請並びに一般統計調査の中止
の通知に関する事項

政策統括官（統
計・情報システム
管理、労使関係担
当）

3 　基幹統計調査の立入検査等に関する事項 部局長
4 　調査票情報を利用した統計の作成等又は調査票情報を加工して作成し

た匿名データの提供に係る事務の委託に関する事項
部局長

5 　人口動態調査票に記入すべき市町村符号及び保健所符号の設定に関す
る事項

政策統括官付参事
官（企画調整担
当）

6   人口動態調査票の送付期限の特例の設定に関する事項 政策統括官（統
計・情報システム
管理、労使関係担
当）
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7 　人口動態調査票等を電子情報処理組織を使用して送付しようとする者
に対する送付者コードの付与に関する事項

政策統括官付参事
官（企画調整担
当）

8   患者調査の調査対象となる医療施設の指定に関する事項 政策統括官付参事
官（企画調整担
当）

9 　国民生活基礎調査の調査地区の指定及び調査世帯の選定方法に関する
事項

政策統括官付参事
官（企画調整担
当）

10   国民生活基礎調査の調査世帯名簿の様式の定めに関する事項 政策統括官付参事
官（企画調整担
当）

11 　毎月勤労統計調査の全国調査又は地方調査の調査対象となる事業所の
指定に関する事項

政策統括官付参事
官（企画調整担
当）

12 　毎月勤労統計調査の特別調査の調査地域の指定に関する事項 政策統括官付参事
官（企画調整担
当）

13 　毎月勤労統計調査の調査票を電子情報処理組織を使用して報告する事
業所に対する提出者コードの付与に関する事項

統計管理官（雇
用・賃金福祉統計
担当）

14   賃金構造基本統計調査の一括調査企業の指定に関する事項 政策統括官付参事
官（企画調整担
当）

15 　賃金構造基本統計調査の都道府県労働局長が厚生労働大臣に提出する
調査票の提出期限の指定に関する事項

政策統括官付参事
官（企画調整担
当）

16 　薬事工業生産動態統計調査の特掲医薬品及び特掲医薬部外品に関する
事項

医薬産業振興・医
療情報審議官

1 　組合の設立の認可に関する事項 主管部局長 大臣官房総務課長
2 　組合の定款変更の認可に関する事項で、重要なもの 主管部局長 大臣官房総務課長
3 　組合の定款変更の認可に関する事項（重要なものを除く。） 主管課長
4   組合員の臨時総会の招集の承認に関する事項 主管部局長
5 　組織変更の認可に関する事項 主管部局長 大臣官房総務課長
6 　吸収合併の認可に関する事項 主管部局長 大臣官房総務課長
7 　新設合併の認可に関する事項 主管部局長 大臣官房総務課長
8 　新設分割の認可に関する事項 主管部局長 大臣官房総務課長
9 　組合の業務又は会計の状況の検査に関する事項 主管部局長 大臣官房総務課長
10 　組合に対する措置命令に関する事項 事務次官
11 　組合に対する解散命令に関する事項 事務次官

1 　特定機能病院の名称の承認に関する事項 医政局長
2 　臨床研究中核病院の名称の承認に関する事項 医薬産業振興・医

療情報審議官

3 　医師少数区域等での勤務の認定に関する事項 地方厚生局長
4 　広告の制限に関する法第６条の５第２項の診療に関する学識経験者に

対する意見照会に関する事項
医政局長

5 　法第６条の６第１項の特殊診療科名の許可に関する事項 医政局長
6 　医療事故調査・支援センターの指定に関する事項 医政局長
7 　医療事故調査・支援センターの業務規程の認可に関する事項 医政局長
8 　医療事故調査・支援センターの事業計画等の認可に関する事項 医政局長
9 　医療事故調査・支援センターの調査等業務の休廃止の許可に関する事

項
医政局長

10 　医療事故調査・支援センターに対する監督命令に関する事項 医政局長
11 　医療事故調査・支援センターの指定の取消しに関する事項 事務次官
12 　病床許可に関する法第７条の２第７項の協議に関する事項 医政局長
13 　特定機能病院についての法第１２条の３第２項の公表に関する事項 医政局長

14 　臨床研究中核病院についての法第１２条の４第２項の公表に関する事
項

医薬産業振興・医
療情報審議官

15 　特定機能病院又は臨床研究中核病院（国の開設するものを除く。）に
対する法第２４条第２項の命令に関する事項

医政局長又は医薬
産業振興・医療情
報審議官

16 　特定機能病院又は臨床研究中核病院に対する法第２５条の立入検査等
に関する事項

医政局長又は医薬
産業振興・医療情
報審議官

17 　特定機能病院についての法第２９条第４項の承認の取消しに関する事
項

事務次官

18 　臨床研究中核病院についての法第２９条第５項の承認の取消しに関す
る事項

事務次官

19 　緊急時における法第２９条の２の指示に関する事項 事務次官
20 　基準病床数の算定に係る施行令第５条の２第２項、第５条の３第２項

及び第５条の４第２項の協議に関する事項
医政局長
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21 　災害・感染症医療業務従事者の登録に係る研修の実施に関する事項 医政局長

22 　施行規則第３０条の１４の２第１項の診療用放射線同位元素等の廃棄
の委託に関する事項

医政局長

23 　医療法第三十条の二十三第二項第五号に規定する取組を定める省令第
１号の将来において医師の数が少ないことが見込まれる法第３０条の４
第２項第１４号に規定する区域及び同令第２号の将来において医師の数
が少ないことが見込まれる都道府県に関する事項

医政局医事課長

24 　公的医療機関に対する命令及び指示に関する事項 事務次官
25 　都道府県知事に対する医療法人の設立認可取消処分等指示に関する事

項
事務次官

26 　法第７１条の３の緊急命令に関する事項 事務次官
27 　医療機関勤務環境評価センターの指定に関する事項 医政局長
28 　医療機関勤務環境評価センターによる医療機関の評価に係る手数料の

認可に関する事項
医政局長

29 　医療機関勤務環境評価センターの業務規程の認可に関する事項 医政局長
30 　医療機関勤務環境評価センターの事業計画等の認可に関する事項 医政局長
31 　医療機関勤務環境評価センターの評価等業務の休廃止の許可に関する

事項
医政局長

32 　医療機関勤務環境評価センターの評価等業務の委託の承認に関する事
項

医政局長

33 　医療機関勤務環境評価センターの評価等業務諮問委員会の委員の任命
の認可に関する事項

医政局長

34 　医療機関勤務環境評価センターに対する監督命令に関する事項 医政局長
35 　医療機関勤務環境評価センターの指定の取消しに関する事項 事務次官
36 　病院又は診療所の特定分野における高度な技能の修得のための研修の

能力の確認に関する事項
医政局長

37 　医師の技能研修計画の確認に関する事項 医政局長
38 　法第６９条の２第４項に規定する都道府県知事に対する情報提供の求

めに関する事項
医政局医療経営支
援課長

法
人
税

法
関
係

1 　施行規則第６条第４号の証明に関する事項 地方厚生局長

1 　施行令第３９条の２５第１項第１号の証明書に関する事項 地方厚生局長
2 　施行規則第３０条の４第１項又は第２項の証明書に関する事項 地方厚生局長等

1 　移行計画の認定に関する事項 医政局長
2 　認定移行計画の変更の認定に関する事項 医政局長
3 　認定移行計画の認定の取消しに関する事項 事務次官

1 　新たな規制の特例措置の内容の公表に関する事項 主管部局長
2 　新たな規制の特例措置が必要でないとき又は適当でないときの通知に

関する事項
主管部局長

3 　新技術等効果評価委員会の意見の聴取に関する事項 主管部局長
4 　解釈及び適用の確認の求めをした者又は当該求めを受けた主務大臣に

対する回答に関する事項で、重要なもの
事務次官

5 　解釈及び適用の確認の求めをした者又は当該求めを受けた主務大臣に
対する回答に関する事項（重要なもの及び軽易なものを除く。）

主管部局長

6 　解釈及び適用の確認の求めをした者又は当該求めを受けた主務大臣に
対する回答に関する事項で、軽易なもの

主管課長

7 　新技術等実証計画の認定に関する事項 主管部局長
8 　新技術等実証計画の内容の公表に関する事項 主管部局長
9 　新技術等実証計画の認定の取消しに関する事項 事務次官
10 　新技術等実証計画の変更の指示に関する事項 事務次官
11 　新技術等実証計画の認定の取消しの公表に関する事項 主管部局長
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12 　新技術等実証計画の変更の認定に関する事項 主管部局長
13 　新技術等実証計画の変更の認定の公表に関する事項 主管部局長
14 　新事業活動計画の認定に関する事項 主管部局長
15 　新事業活動計画の内容の公表に関する事項 主管部局長
16 　新事業活動計画の認定の取消しに関する事項 事務次官
17 　新事業活動計画の変更の指示に関する事項 事務次官
18 　新事業活動計画の認定の取消しの公表に関する事項 主管部局長
19 　新事業活動計画の変更の認定に関する事項 主管部局長
20 　新事業活動計画の変更の認定の公表に関する事項 主管部局長
21 　認定新技術等実証実施者又は認定新事業活動実施者に対する必要な情

報の提供及び助言に関する事項
主管課長

22 　認定新事業活動実施者又は認定新事業活動計画の公示に関する事項 主管課長

23 　事業適応計画の認定に関する事項 主管部局長
24 　事業適応計画の内容の公表に関する事項 主管部局長
25 　事業適応計画の変更の認定に関する事項 主管部局長
26 　事業適応計画の認定の取消しに関する事項 事務次官
27 　事業適応計画の変更の指示に関する事項 事務次官
28 　事業適応計画の認定の取消しの公表に関する事項 主管部局長
29 　事業再編計画の認定に関する事項 主管部局長
30 　事業再編計画の内容の公表に関する事項 主管部局長
31 　事業再編計画の変更の認定に関する事項 主管部局長
32 　事業再編計画の認定の取消しに関する事項 事務次官
33 　事業再編計画の変更の指示に関する事項 事務次官
34 　事業再編計画の認定の取消しの公表に関する事項 主管部局長
35 　認定技術等情報漏えい防止措置認証機関の認定に関する事項 主管部局長
36 　認定技術等情報漏えい防止措置認証機関の認定の公表に関する事項 主管部局長

37 　認定技術等情報漏えい防止措置認証機関の変更の認定に関する事項 主管部局長

38 　認定技術等情報漏えい防止措置認証機関の変更の認定の公表に関する
事項

主管部局長

39 　認定技術等情報漏えい防止措置認証機関の認定の取消しに関する事項 事務次官

40 　認定技術等情報漏えい防止措置認証機関の認定の取消しの公表に関す
る事項

主管部局長

41 　創業支援事業計画の認定に関する事項 主管部局長
42 　創業支援事業計画の内容の公表に関する事項 主管部局長
43 　創業支援事業計画の変更の認定に関する事項 主管部局長
44 　創業支援事業計画の認定の取消しに関する事項 事務次官
45 　創業支援事業計画の変更の指示に関する事項 事務次官
46 　創業支援事業計画の認定の取消しの公表に関する事項 主管部局長
47 　認定新技術等実証実施者、認定新事業活動実施者、認定事業適応事業

者、認定事業再編事業者又は認定市町村に対する報告の徴収に関する事
項

主管部局長

1 　法第５条第１項の基本方針に関する事項で、重要なもの 事務次官
2 　法第５条第１項の基本方針に関する事項（重要なものを除く。） 医薬産業振興・医

療情報審議官

3 　法第９条第３項（法第４０条、第４４条又は第５１条において準用す
る場合を含む。）の匿名加工医療情報作成事業者等の認定に関する事項

医薬産業振興・医
療情報審議官

4 　法第１０条第１項（法第４０条、第４４条又は第５１条において準用
する場合を含む。）の匿名加工医療情報作成事業者等の事業に係る事項
の変更の認定に関する事項

医薬産業振興・医
療情報審議官

5 　法第１１条第４項から第６項まで（法第４０条、第４４条若しくは第
５１条において準用する場合を含む。）の匿名加工医療情報作成事業等
の承継の認可に関する事項

医薬産業振興・医
療情報審議官

6 　法第１２条第３項（法第４０条、第４４条又は第５１条において準用
する場合を含む。）の匿名加工医療情報作成事業者等の廃止の届出等に
関する事項

医薬産業振興・医
療情報審議官

7 　法第１３条第３項（法第４０条、第４４条又は第５１条において準用
する場合を含む。）の匿名加工医療情報作成事業者等の解散の届出等に
関する事項

医薬産業振興・医
療情報審議官

8 　法第１６条第１項又は第１７条第１項（法第４０条、第４４条又は第
５１条において準用する場合を含む。）の匿名加工医療情報作成事業者
等の認定の取消しに関する事項

事務次官

9 　法第３１条第２項又は第３項の連結可能匿名加工医療情報の提供に係
る事務に関する事項

医薬産業振興・医
療情報審議官

保険局長又は老健
局長

10 　法第３１条第４項の連結可能匿名加工医療情報の提供に係る事務の委
託に関する事項

保険局長 医薬産業振興・医
療情報審議官及び
老健局長
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11 　法第５９条第１項の認定匿名加工医療情報作成事業者、認定仮名加工
医療情報作成事業者、認定仮名加工医療情報利用事業者若しくは認定医
療情報等取扱受託事業者又は匿名加工医療情報取扱事業者、連結可能匿
名加工医療情報利用者若しくは医療情報取扱事業者等に対する報告の徴
収及び立入検査に関する事項

医薬産業振興・医
療情報審議官

12 　法第６０条の認定匿名加工医療情報作成事業者、認定仮名加工医療情
報作成事業者、認定仮名加工医療情報利用事業者又は認定医療情報等取
扱受託事業者に対する指導及び助言に関する事項

医政局参事官（特
定医薬品開発支
援・医療情報担
当）

13 　法第６１条第１項から第８項までの認定匿名加工医療情報作成事業
者、認定仮名加工医療情報作成事業者、認定仮名加工医療情報利用事業
者若しくは認定医療情報等取扱受託事業者又は匿名加工医療情報取扱事
業者、連結可能匿名加工医療情報利用者若しくは医療情報取扱事業者に
対する是正命令及び請求に関する事項

医薬産業振興・医
療情報審議官

1 　免許に関する事項（法第４条各号に該当しないことが明らかである場
合を除く。）

医政局長

2 　免許に関する事項（法第４条各号に該当しないことが明らかである場
合に限る。）

医政局地域医療計
画課長

3 　免許の拒否に関する事項 事務次官
4 　法第９条第１項の規定に基づく処分に関する事項（重要なものを除

く。）
事務次官

5 　再免許に関する事項（重要なものを除く。） 事務次官
6 　指定登録機関及び指定試験機関の指定に関する事項 医政局長
7 　指定登録機関及び指定試験機関の役員の選任又は解任の認可に関する

事項
医政局長

8 　指定登録機関及び指定試験機関の役員の解任命令に関する事項 事務次官
9 　指定登録機関及び指定試験機関の事業計画等の認可に関する事項 医政局長
10 　指定登録機関の登録事務規程の認可に関する事項 医政局長
11 　指定試験機関の試験事務規程の認可に関する事項 医政局長
12 　指定登録機関及び指定試験機関に対する監督命令に関する事項 医政局長
13 　指定登録機関の登録事務の休廃止の許可に関する事項 医政局長
14 　指定試験機関の試験事務の休廃止の許可に関する事項 医政局長
15 　指定登録機関の指定の取消し及び登録事務の停止に関する事項 事務次官
16 　指定試験機関の指定の取消し及び試験事務の停止に関する事項 事務次官
17 　法第３４条第２号及び第３号の科目の指定に関する事項 医政局長
18 　試験の受験資格の認定に関する事項 医政局長
19 　試験の不正受験者に対する措置に関する事項 医政局長
20 　名簿の訂正に関する事項 医政局地域医療計

画課長

21 　名簿の登録の消除に関する事項 医政局長
22 　施行規則附則第３項第１２号の学力を有する者の指定に関する事項 医政局地域医療計

画課長
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1 　助成金交付事業を行う法人の登録に関する事項 医政局長

1 　免許に関する事項（法第４条各号に該当しないことが明らかである場
合を除く。）

医政局長

2 　免許に関する事項（法第４条各号に該当しないことが明らかである場
合に限る。）

医政局医事課長

3 　免許の拒否に関する事項 事務次官
4 　法第７条第１項の処分に関する事項（重要なものを除く。） 事務次官
5 　再免許に関する事項（重要なものを除く。） 事務次官
6 　医師届出票情報の提供に関する事項 医政局長
7 　再教育研修に関する事項 医政局長
8 　個別研修計画書に関する事項 地方厚生局長等
9 　個別研修修了報告書に関する事項 地方厚生局長等
10 　個別研修修了証の交付に関する事項 地方厚生局長等
11 　法第７条の３第１項の報告の徴収、物件提出又は立入検査に関する事

項
医政局長

救
急
救
命
士
法
関
係

医
師
法
関
係

医
療
分
野
の
研
究
開
発
に
資
す
る
た
め
の
匿
名
加
工
医
療
情
報
及
び
仮
名
加
工
医
療
情
報
に
関
す
る
法
律
関
係



12 　試験及び予備試験の受験資格の認定に関する事項 医政局長
13 　試験及び予備試験の受験の拒否に関する事項 事務次官
14 　試験及び予備試験の不正受験者に対する措置に関する事項 医政局長
15 　臨床研修を行う病院の指定に関する事項 医政局長
16 　法第１６条の２第３項の病院の認定に関する事項 医政局長
17 　法第２４条の２第１項の医師に対する指示に関する事項 医政局長
18 　医籍の訂正に関する事項 医政局医事課長
19 　医籍の登録の抹消に関する事項 医政局長
20 　実施修練を行う病院又は施設の指定に関する事項 医政局長
21 　施行規則第１１条第２項の病院の認定に関する事項 医政局長
22 　条件に適合しなくなった場合における臨床研修を行う病院の指定の取

消しに関する事項
事務次官

23 　開設者の申請による臨床研修を行う病院の指定の取消しに関する事項 医政局医事課長

24 　共用試験実施機関の指定に関する事項 医政局長
25 　共用試験実施機関に対する報告の徴収に関する事項 医政局長
26 　共用試験実施機関に対する指示に関する事項 医政局長
27 　共用試験実施機関の指定の取消しに関する事項 事務次官

1 　免許に関する事項（法第３条各号に該当しないことが明らかである場
合を除く。）

医政局長

2 　免許に関する事項（法第３条各号に該当しないことが明らかである場
合に限る。）

医政局医事課長

3 　免許の拒否に関する事項 事務次官
4 　法第９条第１項の規定に基づく処分に関する事項（重要なものを除

く。）
事務次官

5 　再免許に関する事項（重要なものを除く。） 事務次官
6 　養成施設の認定の拒否に関する事項（あん摩マッサージ指圧師に係る

ものに限る。）
事務次官

7 　養成施設の生徒の定員の増加の承認の拒否に関する事項（あん摩マッ
サージ指圧師に係るものに限る。）

事務次官

8 　試験の不正受験者に対する措置に関する事項 医政局長
9 　指定試験機関及び指定登録機関の指定に関する事項 医政局長
10 　指定試験機関及び指定登録機関の役員の選任又は解任の認可に関する

事項
医政局長

11 　指定試験機関及び指定登録機関の役員の解任命令に関する事項 事務次官
12 　指定試験機関及び指定登録機関の事業計画等の認可に関する事項 医政局長
13 　指定試験機関の試験事務規程の認可に関する事項 医政局長
14 　指定登録機関の登録事務規程の認可に関する事項 医政局長
15 　指定試験機関及び指定登録機関に対する監督命令に関する事項 医政局長
16 　指定試験機関の試験事務の休廃止の許可に関する事項 医政局長
17 　指定登録機関の登録事務の休廃止の許可に関する事項 医政局長
18 　指定試験機関の指定の取消し及び試験事務の停止に関する事項 事務次官
19 　指定登録機関の指定の取消し及び登録事務の停止に関する事項 事務次官
20 　名簿の訂正に関する事項 医政局医事課長
21 　名簿の登録の消除に関する事項 医政局長
22 　基準に適合しなくなった場合等における養成施設の認定の取消しに関

する事項（あん摩マッサージ指圧師に係るものに限る。）
事務次官

23 　養成施設の教員の養成機関の指定に関する事項 医政局長
24 　養成施設の教員の講習会の指定に関する事項 医政局長

1 　診療放射線技師免許に関する事項（法第４条各号に該当しないことが
明らかである場合を除く。）

医政局長

2 　診療放射線技師免許に関する事項（法第４条各号に該当しないことが
明らかである場合に限る。）

医政局医事課長

3 　診療放射線技師免許の拒否に関する事項 事務次官
4 　法第９条第１項の規定に基づく処分に関する事項（重要なものを除

く。）
事務次官

5 　再免許に関する事項（重要なものを除く。） 事務次官
6 　診療放射線技師籍の訂正に関する事項 医政局医事課長
7 　試験の受験資格の認定に関する事項 医政局長
8 　試験の不正受験者に対する措置に関する事項 医政局長
9 　診療放射線技師籍の登録の消除に関する事項 医政局長

1 　免許に関する事項（法第４条各号に該当しないことが明らかである場
合を除く。）

医政局長

2 　免許に関する事項（法第４条各号に該当しないことが明らかである場
合に限る。）

医政局医事課長

3 　免許の拒否に関する事項 事務次官
4 　法第８条第１項の規定に基づく処分に関する事項（重要なものを除

く。）
事務次官

5 　再免許に関する事項（重要なものを除く。） 事務次官
6 　試験の受験資格の認定に関する事項 医政局長
7 　試験の不正受験者に対する措置に関する事項 医政局長
8 　衛生検査所の登録が必要ない施設の指定に関する事項 医政局長
9 　施行令第１８条第３号の科目の指定に関する事項 医政局長
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10 　名簿の訂正に関する事項 医政局医事課長
11 　名簿の登録の消除に関する事項 医政局長

1 　免許に関する事項（法第４条各号に該当しないことが明らかである場
合を除く。）

医政局長

2 　免許に関する事項（法第４条各号に該当しないことが明らかである場
合に限る。）

医政局医事課長

3 　免許の拒否に関する事項 事務次官
4 　法第７条第１項の規定に基づく処分に関する事項（重要なものを除

く。）
事務次官

5 　再免許に関する事項（重要なものを除く。） 事務次官
6 　試験の受験資格の認定に関する事項 医政局長
7 　試験の不正受験者に対する措置に関する事項 医政局長
8 　法附則第２項の免許資格の認定に関する事項 医政局長
9 　名簿の訂正に関する事項 医政局医事課長
10 　名簿の登録の消除に関する事項 医政局長
11 　試験の受験又は養成施設の入所に関し中等学校の卒業者と同等以上の

学力を有するものの指定に関する事項
医政局医事課長

1 　免許に関する事項（法第４条各号に該当しないことが明らかである場
合を除く。）

医政局長

2 　免許に関する事項（法第４条各号に該当しないことが明らかである場
合に限る。）

医政局医事課長

3 　免許の拒否に関する事項 事務次官
4 　法第８条第１項の規定に基づく処分に関する事項（重要なものを除

く。）
事務次官

5 　再免許に関する事項（重要なものを除く。） 事務次官
6 　指定登録機関及び指定試験機関の指定に関する事項 医政局長
7 　指定登録機関及び指定試験機関の役員の選任又は解任の許可に関する

事項
医政局長

8 　指定登録機関及び指定試験機関の役員の解任命令に関する事項 事務次官
9 　指定登録機関及び指定試験機関の事業計画等の認可に関する事項 医政局長
10 　指定登録機関の登録事務規程の認可に関する事項 医政局長
11 　指定試験機関の試験事務規程の認可に関する事項 医政局長
12 　指定登録機関及び指定試験機関に対する監督命令に関する事項 医政局長
13 　指定登録機関の登録事務の休廃止の許可に関する事項 医政局長
14 　指定試験機関の試験事務の休廃止の許可に関する事項 医政局長
15 　指定登録機関の指定の取消し及び登録事務の停止に関する事項 事務次官
16 　指定試験機関の指定の取消し及び試験事務の停止に関する事項 事務次官
17 　試験の不正受験者に対する措置に関する事項 医政局長
18 　名簿の訂正に関する事項 医政局医事課長
19 　名簿の登録の消除に関する事項 医政局長
20 　施行規則附則第４項第12号の学力を有する者の指定に関する事項 医政局医事課長
21 　養成施設の教員の講習会の指定に関する事項 医政局長

1 　免許に関する事項（法第４条各号に該当しないことが明らかである場
合を除く。）

医政局長

2 　免許に関する事項（法第４条各号に該当しないことが明らかである場
合に限る。）

医政局医事課長

3 　免許の拒否に関する事項 事務次官
4 　法第８条第１項の規定に基づく処分に関する事項（重要なものを除

く。）
事務次官

5 　再免許に関する事項（重要なものを除く。） 事務次官
6 　法第１４条第２号の科目の指定に関する事項 医政局長
7 　試験の受験資格の認定に関する事項 医政局長
8 　試験の不正受験者に対する措置に関する事項 医政局長
9 　名簿の訂正に関する事項 医政局医事課長
10 　名簿の登録の消除に関する事項 医政局長
11 　試験の受験又は養成所の入所に関し中等学校の卒業者と同等以上の学

力を有するものの指定に関する事項
医政局医事課長

1 　法第２条第１項第１号の死体解剖についての認定に関する事項 医政局長
2 　法第３条の死体解剖についての認定の取消しに関する事項 事務次官

1 　病院及び診療所の指定に関する事項 医政局長
2 　条件に適合しなくなった場合等における病院及び診療所の指定の取消

しに関する事項
事務次官

3 　開設者の申請による病院及び診療所の指定の取消しに関する事項 医政局医事課長
4 　臨床修練及び臨床教授等の許可に関する事項 医政局長
5 　基準に適合しなくなった場合等における臨床修練及び臨床教授等の許

可の取消しに関する事項
事務次官

6 　許可を受けた者の申請による臨床修練及び臨床教授等の許可の取消し
に関する事項

医政局医事課長、
歯科保健課長、地
域医療計画課長又
は看護課長
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7 　臨床修練及び臨床教授等の許可に係る有効期間の更新に関する事項 医政局長

8   臨床修練証明書の発行に関する事項 医政局長

1 　免許に関する事項（法第４条各号に該当しないことが明らかである場
合を除く。）

医政局長

2 　免許に関する事項（法第４条各号に該当しないことが明らかである場
合に限る。）

医政局医事課長

3 　免許の拒否に関する事項 事務次官
4 　法第８条第１項の規定に基づく処分に関する事項（重要なものを除

く。）
事務次官

5 　再免許に関する事項（重要なものを除く。） 事務次官
6 　法第１４条第２号から第４号までの科目の指定に関する事項 医政局長
7 　試験の受験資格の認定に関する事項 医政局長
8 　試験の不正受験者に対する措置に関する事項 医政局長
9 　指定試験機関の指定に関する事項 医政局長
10 　指定試験機関の役員の選任又は解任の認可に関する事項 医政局長
11 　指定試験機関の役員の解任命令に関する事項 事務次官
12 　指定試験機関の事業計画等の認可に関する事項 医政局長
13 　指定試験機関の試験事務規程の認可に関する事項 医政局長
14 　指定試験機関に対する監督命令に関する事項 医政局長
15 　指定試験機関の試験事務の休廃止の許可に関する事項 医政局長
16 　指定試験機関の指定の取消し及び試験事務の停止に関する事項 事務次官
17 　名簿の訂正に関する事項 医政局医事課長
18 　名簿の登録の消除に関する事項 医政局長
19 　試験の受験又は養成所の入所に関し中等学校の卒業者と同等以上の学

力を有するものの指定に関する事項
医政局医事課長

1 　免許に関する事項（法第４条各号に該当しないことが明らかである場
合を除く。）

医政局長

2 　免許に関する事項（法第４条各号に該当しないことが明らかである場
合に限る。）

医政局医事課長

3 　免許の拒否に関する事項 事務次官
4 　法第８条第１項の規定に基づく処分に関する事項（重要なものを除

く。）
事務次官

5 　再免許に関する事項（重要なものを除く。） 事務次官
6 　法第１４条第２号の科目の指定に関する事項 医政局長
7 　試験の受験資格の認定に関する事項 医政局長
8 　試験の不正受験者に対する措置に関する事項 医政局長
9 　指定試験機関の指定に関する事項 医政局長
10 　指定試験機関の役員の選任又は解任の認可に関する事項 医政局長
11 　指定試験機関の役員の解任命令に関する事項 事務次官
12 　指定試験機関の事業計画等の認可に関する事項 医政局長
13 　指定試験機関の試験事務規程の認可に関する事項 医政局長
14 　指定試験機関に対する監督命令に関する事項 医政局長
15 　指定試験機関の試験事務の休廃止の許可に関する事項 医政局長
16 　指定試験機関の指定の取消し及び試験事務の停止に関する事項 事務次官
17 　名簿の訂正に関する事項 医政局医事課長
18 　名簿の登録の消除に関する事項 医政局長
19 　試験の受験又は養成所の入所に関し中等学校の卒業者と同等以上の学

力を有するものの指定に関する事項
医政局医事課長

1 　免許に関する事項（法第４条各号に該当しないことが明らかである場
合を除く。）

医政局長

2 　免許に関する事項（法第４条各号に該当しないことが明らかである場
合に限る。）

医政局医事課長

3 　免許の拒否に関する事項 事務次官
4 　法第９条第１項の規定に基づく処分に関する事項（重要なものを除

く。）
事務次官

5 　再免許に関する事項（重要なものを除く。） 事務次官
6 　指定登録機関及び指定試験機関の指定に関する事項 医政局長
7 　指定登録機関及び指定試験機関の役員の選任又は解任の認可に関する

事項
医政局長

8 　指定登録機関及び指定試験機関の役員の解任命令に関する事項 事務次官
9 　指定登録機関及び指定試験機関の事務計画等の認可に関する事項 医政局長
10 　指定登録機関の登録事務規程の認可に関する事項 医政局長
11 　指定試験機関の試験事務規程の認可に関する事項 医政局長
12 　指定登録機関及び指定試験機関に対する監督命令に関する事項 医政局長
13 　指定登録機関の登録事務の休廃止の許可に関する事項 医政局長
14 　指定試験機関の試験事務の休廃止の許可に関する事項 医政局長
15 　指定登録機関の指定の取消し及び登録事務の停止に関する事項 事務次官
16 　指定試験機関の指定の取消し及び試験事務の停止に関する事項 事務次官
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17 　法第３３条第２号、第３号又は第４号の科目の指定に関する事項 医政局長
18 　試験の受験資格の認定に関する事項 医政局長
19 　試験の不正受験者に対する措置に関する事項 医政局長
20 　名簿の訂正に関する事項 医政局医事課長
21 　名簿の登録の消除に関する事項 医政局長
22 　施行規則第１３条第１３号の大学に入学できる者に準ずるものの認定

に関する事項
医政局医事課長

23 　指定登録機関が登録事務を行う際の報告に関する事項 医政局医事課長

1 　免許に関する事項（法第４条各号に該当しないことが明らかである場
合を除く。）

医政局長

2 　免許に関する事項（法第４条各号に該当しないことが明らかである場
合に限る。）

医政局歯科保健課
長

3 　免許の拒否に関する事項 事務次官
4 　法第７条第１項の規定に基づく処分に関する事項（重要なものを除

く。）
事務次官

5 　再免許に関する事項（重要なものを除く。） 事務次官
6 　歯科医師届出票情報の提供に関する事項 医政局長
7 　再教育研修に関する事項 医政局長
8 　個別研修計画書に関する事項 地方厚生局長等
9 　個別研修修了報告書に関する事項 地方厚生局長等
10 　個別研修修了証の交付に関する事項 地方厚生局長等
11 　法第７条の３第１項の報告徴収、物件提出又は立入検査に関する事項 医政局長

12 　試験及び予備試験の受験資格の認定に関する事項 医政局長
13 　試験及び予備試験の受験の拒否に関する事項 事務次官
14 　試験及び予備試験の不正受験者に対する措置に関する事項 医政局長
15 　臨床研修を行う病院等の指定に関する事項 医政局長
16 　法第１６条の２第３項の病院等の認定に関する事項 医政局長
17 　法第２３条の２の歯科医師に対する指示に関する事項 医政局長
18 　歯科医籍の訂正に関する事項 医政局歯科保健課

長

19 　歯科医籍の登録の抹消に関する事項 医政局長
20 　実地修練を行う病院又は診療所指定に関する事項 医政局長
21 　施行規則第１１条第２項の病院又は診療所の認定に関する事項 医政局長
22 　条件に適合しなくなった場合における臨床研修を行う病院等の指定の

取消しに関する事項
事務次官

23 　開設者の申請による臨床研修を行う病院等の指定の取消しに関する事
項

医政局歯科保健課
長

1 　免許に関する事項（法第４条各号に該当しないことが明らかである場
合を除く。）

医政局長

2 　免許に関する事項（法第４条各号に該当しないことが明らかである場
合に限る。）

医政局歯科保健課
長

3 　免許の拒否に関する事項 事務次官
4 　法第８条第１項の規定に基づく処分に関する事項（重要なものを除

く。）
事務次官

5 　再免許に関する事項（重要なものを除く。） 事務次官
6 　指定登録機関及び指定試験機関の指定に関する事項 医政局長
7 　指定登録機関及び指定試験機関の役員の選任又は解任の認可に関する

事項
医政局長

8 　指定登録機関及び指定試験機関の役員の解任命令に関する事項 事務次官
9 　指定登録機関及び指定試験機関の事業計画等の認可に関する事項 医政局長
10 　指定登録機関の登録事務規程の認可に関する事項 医政局長
11 　指定試験機関の試験事務規程の認可に関する事項 医政局長
12 　指定試験機関及び指定登録機関に対する監督命令に関する事項 医政局長
13 　指定登録機関の登録事務の休廃止の許可に関する事項 医政局長
14 　指定試験機関の試験事務の休廃止の許可に関する事項 医政局長
15 　指定登録機関の指定の取消し及び登録事務の停止に関する事項 事務次官
16 　指定試験機関の指定の取消し及び試験事務の停止に関する事項 事務次官
17 　試験の受験資格の認定に関する事項 医政局長
18 　試験の不正受験者に対する措置に関する事項 医政局長

1 　免許に関する事項（法第４条各号に該当しないことが明らかである場
合を除く。）

医政局長

2 　免許に関する事項（法第４条各号に該当しないことが明らかである場
合に限る。）

医政局歯科保健課
長

3 　免許の拒否に関する事項 事務次官
4 　法第８条第１項の処分に関する事項（重要なものを除く。） 事務次官
5 　再免許に関する事項（重要なものを除く。） 事務次官
6 　指定登録機関及び指定試験機関の指定に関する事項 医政局長
7 　指定登録機関及び指定試験機関の役員の選任又は解任の認可に関する

事項
医政局長

8 　指定登録機関及び指定試験機関の役員の解任命令に関する事項 事務次官
9 　指定登録機関及び指定試験機関の事業計画等の認可に関する事項 医政局長
10 　指定登録機関の登録事務規程の認可に関する事項 医政局長
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11 　指定試験機関の試験事務規程の認可に関する事項 医政局長
12 　指定登録機関及び指定試験機関に対する監督命令に関する事項 医政局長
13 　指定登録機関の登録事務の休廃止の許可に関する事項 医政局長
14 　指定試験機関の試験事務の休廃止の許可に関する事項 医政局長
15 　指定登録機関の指定の取消し及び登録事務の停止に関する事項 事務次官
16 　指定試験機関の指定の取消し及び試験事務の停止に関する事項 事務次官
17 　試験の受験資格の認定に関する事項 医政局長
18 　名簿の訂正に関する事項 医政局歯科保健課

長

19 　名簿の登録の消除に関する事項 医政局長

1 　免許に関する事項（法第９条各号に該当しないことが明らかである場
合を除く。）

医政局長

2 　免許に関する事項（法第９条各号に該当しないことが明らかである場
合に限る。）

医政局看護課長

3 　免許の拒否に関する事項 事務次官
4 　法第１４条第１項の処分に関する事項（重要なものを除く。） 事務次官
5 　再免許に関する事項（重要なものを除く。） 事務次官
6 　試験の不正受験者に対する措置に関する事項 医政局長
7 　再教育研修に関する事項 医政局長
8 　国家試験の受験資格の認定に関する事項 医政局長
9 　准看護師試験に関する指示又は指導に関する事項 医政局長
10 　保健師籍、助産師籍及び看護師籍の訂正に関する事項 医政局看護課長
11 　保健師籍、助産師籍及び看護師籍の登録の抹消に関する事項 医政局長
12 　指定研修機関の指定に関する事項 医政局長
13 　保健師助産師看護師法第三十七条の二第二項第一号に規定する特定行

為及び同項第四号に規定する特定行為研修に関する省令第１３条第１号
から第４号までの規定による取消しに関する事項

事務次官

14 　保健師助産師看護師法第三十七条の二第二項第一号に規定する特定行
為及び同項第四号に規定する特定行為研修に関する省令第１３条第５号
による取消しに関する事項

医政局看護課長

15 　指定研修機関に対する報告徴収又は立入検査に関する事項 医政局長
16 　指定研修機関が実施する特定行為研修に係る特定行為区分を変更しよ

うとするとき（新たな特定行為区分に係る特定行為研修の開始を伴うと
きに限る。）の承認に関する事項

医政局長

17 　指定研修機関に対する指示に関する事項 医政局長
18 　特定行為研修の免除に関する事項 医政局長
19 　沖縄の復帰に伴う特別措置に関する法律（昭和４６年法律第１２９

号）第１０２条第３項ただし書の講習会の指定に関する事項
医政局長

1 　国の開設する病院についての法第１２条第５項の申出に関する事項 医政局長

2 　中央ナースセンターの指定に関する事項 医政局長
3 　中央ナースセンターに対する監督命令に関する事項 医政局長
4 　中央ナースセンターの指定の取消しに関する事項 事務次官

1 　安定供給確保取組方針の制定に関する事項 事務次官
2 　安定供給確保取組方針に係る協議に関する事項 主管部局長
3 　安定供給確保取組方針の公表に関する事項 主管部局長
4 　供給確保計画の認定に関する事項 主管部局長
5 　供給確保計画の変更の認定に関する事項 主管部局長
6 　供給確保計画の認定の取消しに関する事項 事務次官
7 　法第２９条第１項の規定に基づく公正取引委員会への意見照会に関す

る事項
主管課長

8 　法第３０条第１項から第３項までの規定に基づく調査の求めに関する
事項

主管部局長

9 　安定供給確保支援独立行政法人の指定に関する事項 事務次官
10 　安定供給確保支援独立行政法人の指定に係る公示に関する事項 主管部局長
11 　法第４６条の規定に基づく資料の提出等の求めに関する事項 主管部局長
12 　法第４８条第１項、第２項又は第４項の規定に基づく資料の提出等の

求めに関する事項
主管部局長

13 　法第５０条第１項の規定に基づく特定社会基盤事業者の指定に関する
事項

雇用環境・均等局
長

14 　法第５０条第２項の規定に基づく特定社会基盤事業者の指定に係る公
示に関する事項

雇用環境・均等局
長

15 　法第５１条の規定に基づく指定の解除等に関する事項 雇用環境・均等局
長

16 　法第５２条第３項、第４項及び第５項の規定に基づく特定重要設備の
導入等の期間の短縮等に関する事項

雇用環境・均等局
長

17 　法第５２条第６項の規定に基づく勧告に関する事項 雇用環境・均等局
長
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18 　法第５２条第１０項の規定に基づく命令に関する事項 事務次官
19 　法第５５条の規定に基づく勧告に関する事項 雇用環境・均等局

長

20 　法第５６条第１項の規定に基づく協議に関する事項 雇用環境・均等局
長

21 　法第５８条第１項又は第２項の規定に基づく報告等の求めに関する事
項

雇用環境・均等局
長

22 　法第５９条の規定に基づく資料の提供等の求めに関する事項 雇用環境・均等局
長

1 　法第９条の２の２第２項のあっせん又は調停に関する事項 主管部局長
2 　法第９条の２の３の組合員以外の者の事業の利用の特例の認可に関す

る事項
主管部局長

3 　法第９条の６の２第１項及び第３項の共済規程の認可に関する事項
（法第９条の９第５項において準用する場合を含む。）

主管部局長

4 　組合の設立の認可に関する事項 主管部局長
5 　組合の総会及び総代会の召集の承認に関する事項 主管部局長
6 　組合の定款変更の認可に関する事項で、重要なもの 主管部局長
7 　組合の定款変更の認可に関する事項（重要なものを除く。） 主管課長
8 　法第５７条の５の余裕金運用の制限の認可に関する事項 主管部局長
9 　組合の解散の認可に関する事項 主管部局長
10 　組合の合併の認可に関する事項 主管部局長
11 　組合の解散の登記の申請に関する事項 主管部局長
12 　法第１０４条第２項の不服の申出に関する事項 主管部局長
13 　法第１０５条第２項の検査の請求に関する事項 主管部局長
14 　法第１０５条の３の報告の徴収に関する事項 主管部局長
15 　法第１０５条の４の検査等に関する事項 主管部局長
16 　法第１０５条の５の行政庁の監督上の命令に関する事項 事務次官
17 　法第１０６条の法令等の違反に対する行政庁の措置に関する事項 事務次官
18 　法第１０６条の２第１項の解散の命令の通知の特例に関する事項 主管部局長

1 　対内直接投資等又は特定取得を行ってはならない期間の延長に関する
事項

医薬産業振興・医
療情報審議官

2 　対内直接投資等又は特定取得に係る内容の変更若しくは中止の勧告又
は命令及び当該勧告又は命令の取消しに関する事項

事務次官

3 　対内直接投資等又は特定取得を行つた外国投資家に対する措置命令に
関する事項

事務次官

4 　法第６８条の立入検査に関する事項 主管部局長  
5 　輸入の承認を要しない場合に該当する旨の確認に関する事項 医政局医薬産業振

興・医療情報企画
課長

1 　目標原単位の公表に関する事項 医薬産業振興・医
療情報審議官

2 　原単位の改善に関する指導勧奨に関する事項 医薬産業振興・医
療情報審議官

3 　施行規則第９条第１項の試験研究計画の変更の承認に関する事項 医薬産業振興・医
療情報審議官

大臣官房会計課長

4 　施行規則第１５条第１項の補助金償還指令に関する事項 医薬産業振興・医
療情報審議官

大臣官房会計課長

5 　施行規則第１５条第２項の補助金償還計画の承認に関する事項 医薬産業振興・医
療情報審議官

大臣官房会計課長

1 　協業組合の事業転換の認可に関する事項 主管部局長
2 　協業組合の設立の認可に関する事項 主管部局長
3 　法第５条の２２の公正取引委員会の請求に関する事項 主管部局長
4 　協業組合の解散の登記の申請に関する事項 主管部局長
5 　中小企業等協同組合法第１０４条から第１０５条の３まで及び第１０

５条の４第１項の規定に関する事項
主管部局長

6 　中小企業等協同組合法第１０６条第１項及び第４項の規定に関する事
項

事務次官

7 　中小企業等協同組合法第１０６条の２の規定に関する事項 主管部局長
8 　法第９条の地区の特例の承認に関する事項 主管部局長
9 　法第１７条の２の組合員以外の者の事業の利用の特例の認可及び認可

の取消しに関する事項（法第３３条において準用する場合を含む。）
主管部局長

10 　商工組合及び商工組合連合会の設立の認可に関する事項 主管部局長
11 　商工組合及び商工組合連合会の解散の登記の申請に関する事項 主管部局長
12 　中小企業等協同組合法第１０４条から第１０５条の２までの規定に関

する事項
主管部局長

13 　法第６７条の主務大臣の命令に関する事項 事務次官
14 　法第６９条の商工組合等に対する解散の命令に関する事項 事務次官
15 　法第９２条の報告の徴収に関する事項 主管部局長
16 　法第９３条の立入検査に関する事項 主管部局長
17 　協業組合、商工組合及び商工組合連合会の総会の招集の承認に関する

事項
主管部局長
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18 　協業組合、商工組合及び商工組合連合会の定款変更の認可に関する事
項で、重要なもの

主管部局長

19 　協業組合、商工組合及び商工組合連合会の定款変更の認可に関する事
項（重要なものを除く。）

主管課長

20 　協業組合、商工組合及び商工組合連合会の合併の認可に関する事項 主管部局長

21 　協業組合、事業協同組合及び商工組合への組織変更の認可に関する事
項

主管部局長

22 　法第１０１条の２第２項及び第３項の経済産業大臣への通知及び協議
に関する事項

主管部局長

1 　工場立地に関する準則等の公表に関する事項 医薬産業振興・医
療情報審議官

2 　工場立地に関し事業者の判断の基準となるべき事項の公表に関する事
項

医薬産業振興・医
療情報審議官
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1 　法第１８条第１項の紛争の解決の勧告に関する事項 医薬産業振興・医
療情報審議官

割
賦
販
売

法
関
係

1 　法第１０条第１項の割賦販売業者に対する勧告に関する事項 医薬産業振興・医
療情報審議官

1 　下請事業者又は親事業者に対する指導及び助言に関する事項 主管課長
2 　振興事業計画の承認に関する事項 主管部局長
3 　振興事業計画の変更の承認に関する事項 主管部局長
4 　振興事業計画の承認の取消しに関する事項 事務次官
5 　特定下請連携事業計画の認定に関する事項 主管部局長
6 　特定下請連携事業計画の変更の認定に関する事項 主管部局長
7 　特定下請連携事業計画の認定の取消しに関する事項 事務次官
8 　親事業者若しくは特定下請組合等又は特定下請連携事業を行う者に対

する報告の徴収に関する事項
主管部局長
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1 　施行規則別表第１及び第２の学力の認定に関する事項 医政局医薬産業振
興・医療情報企画
課長

1 　連鎖化事業計画の認定に関する事項 主管部局長
2 　連鎖化事業計画の変更の認定に関する事項 主管部局長
3 　連鎖化事業計画の認定の取消しに関する事項 事務次官
4 　法第４条第８項及び第１１条第２項の協議に関する事項 主管部局長
5 　法第１２条第１項の勧告に関する事項 主管部局長
6 　法第１２条第２項の公表に関する事項 主管部局長
7 　特定連鎖化事業を行う者に対する報告徴収に関する事項 主管部局長

1 　資料の提出の求めに関する事項 主管部局長
2 　販売業者に対する指示に関する事項 事務次官
3 　販売業者に対する報告徴収及び立入検査に関する事項 主管部局長

1 　指定再利用推進事業者に対する指導及び助言に関する事項 医政局医薬産業振
興・医療情報企画
課長

2 　指定再利用促進事業者に対する勧告に関する事項 医薬産業振興・医
療情報審議官

3 　勧告に従わない指定再利用促進事業者の公表に関する事項 医薬産業振興・医
療情報審議官

大臣官房総務課長

4 　指定再利用促進事業者に対する措置命令に関する事項 事務次官
5 　指定表示事業者に対する勧告に関する事項 医薬産業振興・医

療情報審議官
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6 　勧告に従わない指定表示事業者の公表に関する事項 医薬産業振興・医
療情報審議官

大臣官房総務課長

7 　指定表示事業者に対する措置命令に関する事項 事務次官
8 　指定再資源化事業者の自主回収及び再資源化の認定に関する事項 医薬産業振興・医

療情報審議官

9 　指定再資源化事業者の自主回収及び再資源化の変更の認定に関する事
項

医薬産業振興・医
療情報審議官

10 　指定再資源化事業者の自主回収及び再資源化の認定の取消しに関する
事項

事務次官

11 　指定再資源化事業者の自主回収及び再資源化の認定に係る公正取引委
員会への意見照会に関する事項

医政局医薬産業振
興・医療情報企画
課長

12 　指定再資源化事業者に対する指導及び助言に関する事項 医政局医薬産業振
興・医療情報企画
課長

13 　指定再資源化事業者に対する勧告に関する事項 医薬産業振興・医
療情報審議官

14 　勧告に従わない指定再資源化事業者の公表に関する事項 医薬産業振興・医
療情報審議官

15 　指定再資源化事業者に対する措置命令に関する事項 事務次官
16 　指定再資源化事業者、指定表示事業者及び指定再利用促進事業者に対

する報告徴収及び立入検査に関する事項
医薬産業振興・医
療情報審議官

1 　保管施設の指定に関する事項 主管部局長
2 　再商品化の認定に関する事項 主管部局長
3 　再商品化の認定に係る事項の変更の認定に関する事項 主管部局長
4 　再商品化の認定の取消しに関する事項 事務次官
5 　特定容器又は特定包装の回収方法の認定に関する事項 主管部局長
6 　特定容器又は特定包装の回収方法の認定の取消しに関する事項 事務次官
7 　特定事業者に対する指導及び助言に関する事項 主管課長
8 　特定事業者に対する勧告に関する事項 主管部局長
9 　勧告に従わない特定事業者の公表に関する事項 主管部局長 大臣官房総務課長
10 　特定事業者に対する措置命令に関する事項 事務次官
11 　指定法人の指定に関する事項 主管部局長
12 　指定法人の業務委託の認可に関する事項 主管部局長
13 　指定法人の再商品化業務規程の認可に関する事項 主管部局長
14 　指定法人の再商品化業務規程の変更命令に関する事項 主管部局長
15 　指定法人の事業計画等の認可に関する事項 主管部局長
16 　指定法人の再商品化義務の休廃止の許可に関する事項 主管部局長
17 　指定法人に対する監督命令に関する事項 主管部局長
18 　指定法人の指定の取消しに関する事項 事務次官
19 　特定事業者に対する報告徴収及び立入検査に関する事項 主管部局長

1 　社外高度人材活用新事業分野開拓計画の認定に関する事項 主管部局長
2 　社外高度人材活用新事業分野開拓計画の変更の認定に関する事項 主管部局長
3 　社外高度人材活用新事業分野開拓計画の認定の取消しに関する事項 事務次官

4 　経営革新計画の承認に関する事項 主管部局長
5 　経営革新計画の変更の承認に関する事項 主管部局長
6 　経営革新計画の承認の取消しに関する事項 事務次官
7 　異分野連携新事業分野開拓計画の認定に関する事項 主管部局長
8 　異分野連携新事業分野開拓計画の変更の認定に関する事項 主管部局長
9 　異分野連携新事業分野開拓計画の取消しに関する事項 事務次官
10 　経営力向上計画の認定に関する事項 主管部局長
11 　経営力向上計画の変更の認定に関する事項 主管部局長
12 　経営力向上計画の認定の取消しに関する事項 事務次官
13 　認定事業分野別経営力向上推進機関に対する協力の求めに関する事項 主管部局長

14 　認定事業分野別経営力向上推進機関の認定に関する事項 主管部局長
15 　認定事業分野別経営力向上推進機関に対する改善命令に関する事項 主管部局長

16 　認定事業分野別経営力向上推進機関の認定の取消しに関する事項 事務次官
17 　承認経営革新事業を行う中小企業者についての調査に関する事項 主管部局長
18 　認定異分野連携新事業分野開拓事業を行う中小企業者についての調査

に関する事項
主管部局長

19 　認定経営力向上事業を行う中小企業者等についての調査に関する事項 主管部局長

20 　承認経営革新事業の実施に必要な指導及び助言に関する事項 主管課長
21 　認定異分野連携新事業分野開拓事業の実施に必要な指導及び助言に関

する事項
主管課長

22 　認定経営力向上事業の実施に必要な指導及び助言に関する事項 主管課長
23 　承認経営革新事業等を行う者に対する報告徴収に関する事項 主管部局長
24 　適用の確認の求めをした者に対する回答に関する事項で、重要なもの 事務次官
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25 　適用の確認の求めをした者に対する回答に関する事項（重要なもの及
び軽易なものを除く。）

主管部局長

26 　適用の確認の求めをした者に対する回答に関する事項で、軽易なもの 主管課長

27 　事業承継等事前調査の報告の確認に関する事項 主管課長

1 　基本計画の同意に関する事項 主管部局長
2 　基本計画の変更の同意に関する事項 主管部局長
3 　基本計画の進捗及び実施の状況に係る市町村及び都道府県に対する報

告徴収に関する事項
主管部局長

4 　地域経済牽引事業計画の承認に関する事項（法第１４条第３項におい
て準用する場合を含む。）

主管部局長

5 　地域経済牽引事業計画の承認に係る協議に関する事項（法第１４条第
３項において準用する場合を含む。）

主管部局長

6 　地域経済牽引事業計画の承認に係る関係市町村長及び都道府県知事に
対する通知に関する事項（法第１４条第３項において準用する場合を含
む。）

主管部局長

7 　解釈の確認の求めをした地方公共団体の長に対する回答に関する事項
で、重要なもの

事務次官

8 　解釈の確認の求めをした地方公共団体の長に対する回答に関する事項
（重要なもの及び軽易なものを除く。）

主管部局長

9 　解釈の確認の求めをした地方公共団体の長に対する回答に関する事項
で、軽易なもの

主管課長

10 　関係行政機関の長に対する確認の求めに関する事項 主管部局長
11 　解釈の確認の求めをした地方公共団体の長に対する通知に関する事項 主管部局長

12 　課税の特例の適用に係る主務大臣が定める基準に適合することについ
ての確認に関する事項

主管部局長

13 　連携支援計画の承認に関する事項 主管部局長
14 　連携支援計画の承認に係る関係行政機関の長に対する協議に関する事

項（法第２８条第１項において準用する場合を含む。）
主管部局長

15 　連携支援計画の内容の公表に関する事項（法第２８条第１項において
準用する場合を含む。）

主管部局長

16 　連携支援計画の変更の承認に関する事項 主管部局長
17 　連携支援計画の承認の取消しに関する事項 事務次官
18 　承認地域経済牽引支援機関に対する報告徴収に関する事項 主管部局長

1 　農商工連携事業計画の認定に関する事項 主管部局長
2 　農商工連携事業計画の変更の認定に関する事項 主管部局長
3 　農商工連携事業計画の認定の取消しに関する事項 事務次官
4 　農商工連携支援事業計画の認定に関する事項 主管部局長
5 　農商工連携支援事業計画の変更の認定に関する事項 主管部局長
6 　農商工連携支援事業計画認定の取消しに関する事項 事務次官
7 　農商工連携事業者又は農商工連携支援事業者に対する指導及び助言に

関する事項
主管課長

8 　農商工連携事業者又は農商工連携支援事業者に対する報告徴収に関す
る事項

主管部局長

1 　研究開発・成果利用事業計画の認定に関する事項 主管部局長
2 　研究開発・成果利用事業計画の変更の認定に関する事項 主管部局長
3 　研究開発・成果利用事業計画の認定の取消しに関する事項 事務次官
4 　認定研究開発・成果利用事業計画に従って行われる研究開発・成果利

用事業の実施に必要な指導及び助言に関する事項
主管課長
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5 　研究開発・成果利用事業者に対する報告徴収に関する事項 主管部局長

1 　研究開発事業計画の認定に関する事項 主管部局長
2 　研究開発事業計画の変更の認定に関する事項 主管部局長
3 　研究開発事業計画の認定の取消しに関する事項 事務次官
4 　統括事業計画の認定に関する事項 主管部局長
5 　統括事業計画の変更の認定に関する事項 主管部局長
6 　統括事業計画の認定の取消しに関する事項 事務次官
7 　認定研究開発事業者又は認定統括事業者に対する指導及び助言に関す

る事項
主管課長

8 　認定研究開発事業者又は認定統括事業者に対する報告徴収に関する事
項

主管部局長

1 　特定水銀使用製品の製造の許可に関する事項 主管部局長
2 　特定水銀使用製品の用途の変更の許可に関する事項 主管部局長
3 　特定水銀使用製品の製造の許可の取消しに関する事項 事務次官
4 　新用途水銀使用製品に係る勧告に関する事項 主管部局長
5 　水銀等貯蔵者に対する勧告に関する事項 主管部局長
6 　水銀含有再生資源管理者に対する勧告に関する事項 主管部局長
7 　法第２２条第２項（法第２４条第２項において準用する場合を含

む。）の報告に係る書類の写しの送付に関する事項
主管課長

8 　法第２５条の報告徴収に関する事項 主管部局長
9 　法第２６条第１項の立入検査に関する事項 主管部局長
10 　法第２７条の資料の提出及び説明の求めに関する事項 主管部局長

1 　プラスチック使用製品設計の認定に関する事項 主管部局長
2 　プラスチック使用製品設計の変更の認定に関する事項 主管部局長
3 　プラスチック使用製品設計事業者等に対する改善指示に関する事項 事務次官

4 　プラスチック使用製品設計の認定の取消しに関する事項 事務次官
5 　指定調査機関による調査に関する事項 主管部局長
6 　指定調査機関の指定に関する事項 主管部局長
7 　指定調査機関の氏名又は住所等の変更に関する事項 主管部局長
8 　指定調査機関の業務規程の認可に関する事項 主管部局長
9 　指定調査機関の業務規程の変更命令に関する事項 主管部局長
10 　指定調査機関の業務の休止又は廃止の許可に関する事項 主管部局長
11 　指定調査機関に対する適合命令及び改善命令に関する事項 主管部局長
12 　指定調査機関の指定の取消し及び設計調査の業務の停止に関する事項 事務次官

13   特定プラスチック使用製品提供事業者に対する指導及び助言に関する
事項

主管課長

14 　特定プラスチック使用製品多量提供事業者に対する勧告に関する事項 主管部局長

15 　勧告に従わない特定プラスチック使用製品多量提供事業者の公表に関
する事項

主管部局長

16 　特定プラスチック使用製品多量提供事業者に対する命令に関する事項 事務次官

17 　排出事業者への指導及び助言に関する事項 主管課長
18 　多量排出事業者に対する勧告に関する事項 主管部局長
19 　勧告に従わない多量排出事業者の公表に関する事項 主管部局長
20 　多量排出事業者に対する命令に関する事項 事務次官
21 　報告の徴収及び立入検査に関する事項 主管部局長
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22 　関係行政機関又は関係地方公共団体に対する照会及び協力の求めに関
する事項

主管課長

1 　基盤確立事業実施計画の認定に関する事項 主管部局長
2 　基盤確立事業実施計画の内容の公表に関する事項 主管部局長
3 　基盤確立事業実施計画の変更の認定に関する事項 主管部局長
4 　基盤確立事業実施計画の認定の取消しに関する事項 事務次官
5 　認定基盤確立事業者に対する報告の徴収に関する事項 主管部局長

1 　法第１１０条第１項第１０号に掲げる業務のうち出資に関するものの
認可に関する事項

医薬産業振興・医
療情報審議官

2 　中期目標の策定に関する事項 事務次官 大臣官房会計課長
3 　中期目標の変更に関する事項で、重要なもの 事務次官 大臣官房会計課長
4 　中期目標の変更に関する事項で、重要なもの以外のもの 医薬産業振興・医

療情報審議官

5 　中期計画の認可に関する事項 事務次官 大臣官房会計課長
6 　中期計画の変更の認可又は命令に関する事項で、重要なもの 事務次官 大臣官房会計課長
7 　中期計画の変更の認可又は命令に関する事項で、重要なもの以外のも

の
医薬産業振興・医
療情報審議官

8 　業務の実績に係る評価に関する事項 医薬産業振興・医
療情報審議官

9 　中期目標の期間の終了時の検討に関する事項（重要なものを除く。） 事務次官

10 　助成等業務実施計画の認可に関する事項 事務次官 大臣官房会計課長
11 　助成等業務実施計画の変更の認可に関する事項で、重要なもの 事務次官 大臣官房会計課長
12 　助成等業務実施計画の変更の認可に関する事項で、重要なもの以外の

もの
医薬産業振興・医
療情報審議官

13 　監督命令に関する事項（重要なものを除く。） 事務次官
14 　報告の徴収及び立入検査に関する事項 医薬産業振興・医

療情報審議官

15 　業務方法書の認可に関する事項 事務次官
16 　業務方法書の変更の認可に関する事項で、重要なもの 事務次官
17 　業務方法書の変更の認可に関する事項で、重要なもの以外のもの 医薬産業振興・医

療情報審議官

1 　第一種再生医療等提供計画の変更命令等に関する事項（法第８条第２
項及び第３項に関する事項を除く。）

医薬産業振興・医
療情報審議官

2 　法第８条第２項及び第３項に関する通知に関する事項 医政局研究開発政
策課長

3 　法第２１条第２項の定期報告の概要の公表に関する事項 医薬産業振興・医
療情報審議官

4 　法第２２条の緊急命令に関する事項 事務次官
5 　法第２３条の改善命令等に関する事項 事務次官
6 　法第２４条第１項及び第２項の報告の徴収及び立入検査に関する事項 医薬産業振興・医

療情報審議官

7 　再生医療等委員会の認定に関する事項 医政局研究開発政
策課長

8 　認定再生医療等委員会の変更の認定に関する事項 医政局研究開発政
策課長

9 　認定の有効期間の更新に関する事項 医政局研究開発政
策課長

10 　認定再生医療等委員会の設置者に対する報告の徴収に関する事項 医薬産業振興・医
療情報審議官

11 　認定再生医療等委員会の設置者に対する適合命令及び改善命令に関す
る事項

医薬産業振興・医
療情報審議官

12 　認定再生医療等委員会の認定の取消しに関する事項 事務次官
13 　特定細胞加工物の製造の許可及びその更新に関する事項 医政局研究開発政

策課長
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14 　外国製造業者の特定細胞加工物の製造の認定及びその更新に関する事
項

医政局研究開発政
策課長

15 　法第４７条の緊急命令に関する事項 事務次官
16 　法第４８条の改善命令等に関する事項 事務次官
17 　法第４９条の許可事業者に対する許可の取消し等に関する事項 事務次官
18 　法第５０条の認定事業者に対する認定の取消し等に関する事項 事務次官
19 　法第５１条の届出事業者に対する停止命令に関する事項 事務次官
20 　許可事業者又は届出事業者に対する報告の徴収及び細胞培養加工施設

又は事務所への立入検査等に関する事項
医薬産業振興・医
療情報審議官

21 　施行規則第３１条の３の情報の公表に関する事項 医薬産業振興・医
療情報審議官

1 　法第１５条第１項の保健衛生上の危害の発生又は拡大を防止するため
の必要な措置に関する事項

事務次官

2 　法第１６条第２項（同条第６項において準用する場合を含む。）の独
立行政法人医薬品医療機器総合機構への情報の提供に関する事項

医政局研究開発政
策課長

3 　法第１６条第６項において準用する同条第１項に基づく独立行政法人
医薬品医療機器総合機構による調査に関する事項

医薬産業振興・医
療情報審議官

4 　法第１９条の緊急命令に関する事項 事務次官
5 　法第２０条の特定臨床研究を実施する者に対する改善命令等に関する

事項
事務次官

6 　法第３０条の認定委員会設置者に対する適合命令及び改善命令に関す
る事項

医薬産業振興・医
療情報審議官

7 　法第３１条第１項の認定臨床研究審査委員会の認定の取消しに関する
事項

事務次官

8 　法第３４条第１項の勧告に関する事項 医薬産業振興・医
療情報審議官

9 　法第３４条第２項の公表に関する事項 医薬産業振興・医
療情報審議官

大臣官房総務課長

10 　法第３５条第１項の報告徴収、物件提出及び立入検査に関する事項 医薬産業振興・医
療情報審議官

1 　積立金の処分の承認に関する事項 医政局長 大臣官房会計課長
2 　長期借入金及び債券の発行の認可に関する事項 医政局長 大臣官房会計課長
3 　債券の発行に関する事務の委託の認可に関する事項 医政局長 大臣官房会計課長
4 　償還計画の認可に関する事項 医政局長 大臣官房会計課長
5 　緊急の必要がある場合の厚生労働大臣の要求に関する事項 医政局長
6 　独立行政法人通則法第８条第３項の重要な財産の指定に関する事項 医政局長 大臣官房会計課長

7 　償却資産の指定に関する事項 医政局長 大臣官房会計課長
8 　償却資産の指定の解除に関する事項 医政局長 大臣官房会計課長
9 　譲渡差額を損益計算上の損益に計上しない譲渡取引の指定に関する事

項
医政局長 大臣官房会計課長

10 　対応する収益の獲得が予定されない資産除去債務に係る除去費用等の
指定に関する事項

医政局長 大臣官房会計課長

11 　独立行政法人通則法第４８条の重要な財産の指定に関する事項 医政局長 大臣官房会計課長
12 　納付算定対象額の計算に当たって控除する額の決定に関する事項 医政局長 大臣官房会計課長

1 　積立金の処分の承認に関する事項 医政局長 大臣官房会計課長
2 　長期借入金及び債券の発行の認可に関する事項 医政局長 大臣官房会計課長
3 　債券の発行に関する事務の委託の認可に関する事項 医政局長 大臣官房会計課長
4 　償還計画の認可に関する事項 医政局長 大臣官房会計課長
5 　緊急の必要がある場合の厚生労働大臣の要求に関する事項 医政局長
6 　独立行政法人通則法第８条第３項の重要な財産の指定に関する事項 医政局長 大臣官房会計課長

7 　償却資産の指定に関する事項 医政局長 大臣官房会計課長
8 　償却資産の指定の解除に関する事項 医政局長 大臣官房会計課長
9 　譲渡差額を損益計算上の損益に計上しない譲渡取引の指定に関する事

項
医政局長 大臣官房会計課長

10 　対応する収益の獲得が予定されない資産除去債務に係る除去費用等の
指定に関する事項

医政局長 大臣官房会計課長

11 　独立行政法人通則法第４８条の重要な財産の指定に関する事項 医政局長 大臣官房会計課長
12 　納付算定対象額の計算に当たって控除する額の決定に関する事項 医政局長 大臣官房会計課長
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1 　法第１２条の清算人の選任に関する事項 医政局長

1 　積立金の処分の承認に関する事項 大臣官房厚生科学
課長

大臣官房会計課長

2 　長期借入金及び債権の発行の認可に関する事項 大臣官房厚生科学
課長

大臣官房会計課長

3 　債権の発行に関する事務の委託の認可に関する事項 大臣官房厚生科学
課長

大臣官房会計課長

4 　償還計画の認可に関する事項 大臣官房厚生科学
課長

大臣官房会計課長

5 　緊急の必要がある場合の要求に関する事項 大臣官房厚生科学
課長

大臣官房会計課長

6 　独立行政法人通則法第８条第３項の重要な財産の指定に関する事項 大臣官房厚生科学
課長

大臣官房会計課長

7 　償却資産の指定に関する事項 大臣官房厚生科学
課長

大臣官房会計課長

8 　譲渡差額を損益計算上の損益に計上しない譲渡取引の指定に関する事
項

大臣官房厚生科学
課長

大臣官房会計課長

9 　対応する収益の獲得が予定されない資産除去債務に係る除去費用等の
指定に関する事項

大臣官房厚生科学
課長

大臣官房会計課長

10 　独立行政法人通則法第４８条の重要な財産の指定に関する事項 大臣官房厚生科学
課長

大臣官房会計課長

11 　納付算定対象額の計算に当たって控除する額の決定に関する事項 大臣官房厚生科学
課長

大臣官房会計課長

1 　法第１１条第１項の認定に関する事項 健康・生活衛生局
長

2 　診療報酬の支払の一時差止めに関する事項 事務次官
3 　医療費及び一般疾病医療費の支給の決定に関する事項 健康・生活衛生局

長

4 　被爆者健康手帳の交付に関する処分に対する不服の申立ての裁決に関
する事項（重要なもの及び軽易なものを除く。）

事務次官

5 　被爆者健康手帳の交付に関する処分に対する不服の申立ての裁決に関
する事項で、軽易なもの

健康・生活衛生局
長
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1 　法第９条第２項及び第１７条第１項の医師の指定に関する事項 健康・生活衛生局
長

地
域
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健

法
関
係

1 　保健所長の資格の認定に関する事項 健康・生活衛生局
長

1 　管理栄養士の免許に関する事項 健康・生活衛生局
長

2 　管理栄養士の免許の拒否に関する事項 事務次官
3 　法第５条第２項の規定に基づく処分に関する事項（重要なものを除

く。）
事務次官

4 　管理栄養士名簿の訂正に関する事項 健康・生活衛生局
健康課長

5 　管理栄養士名簿の登録の抹消に関する事項 健康・生活衛生局
長

6 　養成施設の指定の取消しに関する事項 事務次官

1 　受託団体による技術審査試験の実施に係る委託に関する事項 健康・生活衛生局
長

2   技術審査試験の不正受験者に対する措置に関する事項 健康・生活衛生局
長
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3 　受託団体の試験事務規程の承認に関する事項（軽易なものを除く。） 健康・生活衛生局
長

4 　受託団体の試験事務規程の承認に関する事項で、軽易なもの 健康・生活衛生局
健康課長

5   受託団体による技術審査試験の試験問題及び試験実施要領の承認に関
する事項

健康・生活衛生局
健康課長

6   受託団体による技術審査試験の手数料の承認に関する事項 健康・生活衛生局
長

7 　指定試験機関の指定に関する事項 健康・生活衛生局
長

8 　指定試験機関の試験事務規程の承認に関する事項（軽易なものを除
く。）

健康・生活衛生局
長

9 　指定試験機関の試験事務規程の承認に関する事項で、軽易なもの 健康・生活衛生局
健康課長

10 　指定試験機関の指定の取消しに関する事項 事務次官

1 　国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所に行わせる国民健康・
栄養調査の事務に関する事項

健康・生活衛生局
長

2 　国民健康・栄養調査調査地区の決定に関する事項 健康・生活衛生局
長

1   臓器のあっせん業の許可に関する事項 健康・生活衛生局
長

2   臓器あっせん機関に対する指示に関する事項 健康・生活衛生局
長

3 　臓器のあっせん業の許可の取消しに関する事項 事務次官

1 　骨髄・末梢血幹細胞提供あっせん事業の許可に関する事項 健康・生活衛生局
長

2 　骨髄・末梢血幹細胞提供あっせん事業者に対する報告の徴収及び立入
検査に関する事項

健康・生活衛生局
長

3 　骨髄・末梢血幹細胞提供あっせん事業者に対する改善命令に関する事
項

健康・生活衛生局
長

4 　骨髄・末梢血幹細胞提供あっせん事業の許可の取消し及び事業の停止
に関する事項

事務次官

5 　骨髄・末梢血幹細胞提供あっせん事業者に対する助言、指導その他の
援助に関する事項

健康・生活衛生局
難病対策課移植医
療対策推進室長

6 　臍帯血供給事業の許可に関する事項 健康・生活衛生局
長

7 　臍帯血供給事業者に対する報告の徴収及び立入検査に関する事項 健康・生活衛生局
長

8 　臍帯血供給事業者に対する改善命令に関する事項 健康・生活衛生局
長

9 　臍帯血供給事業の許可の取消し及び事業の停止に関する事項 事務次官

10 　臍帯血供給事業者に対する助言、指導その他の援助に関する事項 健康・生活衛生局
難病対策課移植医
療対策推進室長

11 　造血幹細胞提供支援機関の指定に関する事項 健康・生活衛生局
長

12 　造血幹細胞提供支援機関に対する報告の徴収及び立入検査に関する事
項

健康・生活衛生局
長

13 　造血幹細胞提供支援機関に対する監督命令に関する事項 健康・生活衛生局
長

14 　造血幹細胞提供支援機関に対する業務の休廃止の許可に関する事項 健康・生活衛生局
長

15 　造血幹細胞提供支援機関の指定の取消しに関する事項 事務次官

1 　法第１３条第１項に基づく定期の予防接種等の適正な実施のための必
要な措置に関する事項

事務次官

2 　法第１４条第１項及び第２項に基づく独立行政法人医薬品医療機器総
合機構による情報の整理及び調査に関する事項

感染症対策部長

3 　法第１５条第１項及び予防接種法及び結核予防法の一部を改正する法
律（昭和５１年法律第６９号）附則第３条第１項の認定に関する事項
で、重要なもの

感染症対策部長

4 　法第１５条第１項及び予防接種法及び結核予防法の一部を改正する法
律附則第３条第１項の認定に関する事項（重要なものを除く。）

感染症対策部予防
接種課長

5 　法第２４条の厚生科学審議会への諮問に関する事項 感染症対策部長
6 　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等の一部を

改正する法律（令和４年法律第９６号）第５条の規定による改正前の法
附則第７条第１項の指示に関する事項

感染症対策部長

1 　法第２５条第６項（法第２６条において準用する場合を含む。）の疾
病・障害認定審査会への諮問に関する事項

感染症対策部長
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2 　流行初期医療確保拠出金等の納付の猶予の承認に関する事項 医政局長
3 　基金の業務の委託の認可に関する事項 医政局長
4 　基金の業務方法書の認可に関する事項 事務次官
5 　基金の業務方法書の変更の認可に関する事項で、重要なもの 事務次官
6 　基金の業務方法書の変更の認可に関する事項（重要なものを除く｡） 医政局長

7 　基金の予算、事業計画及び資金計画の認可に関する事項 医政局長 大臣官房会計課長
8 　基金の財務諸表の承認に関する事項 医政局長 大臣官房会計課長
9 　基金の借入金の認可に関する事項 医政局長 大臣官房会計課長
10 　基金の債券の発行の認可に関する事項 医政局長 大臣官房会計課長
11 　基金の債権の発行に関する事務の委託の認可に関する事項 医政局長 大臣官房会計課長
12 　基金の予備費の使用の承認に関する事項 医政局長 大臣官房会計課長
13 　基金の予算の流用の承認に関する事項 医政局長 大臣官房会計課長
14 　基金の予算の繰越しの承認に関する事項 医政局長 大臣官房会計課長
15 　基金の会計規程の基本的事項の承認に関する事項 医政局長
16 　施行規則第１９条の９第１号イ及びロによる承認に関する事項 医政局長
17   特定感染症指定医療機関の指定に関する事項 感染症対策部長
18   診療報酬の支払の差止めに関する事項 事務次官
19   新感染症に係る健康診断及び消毒その他の措置（法第３２条の建物に

関する措置及び法第３３条の交通の制限又は遮断を除く。）に係る法第
５１条の技術的指導及び助言に関する事項

感染症対策部長

20   法第５１条第３項の厚生科学審議会への諮問に関する事項 感染症対策部長
21 　指定動物の輸入の許可に関する事項 感染症対策部感染

症対策課長

22 　施行規則第２９条第１項の規定による検疫所の指定に関する事項 感染症対策部感染
症対策課長

23 　施行規則第２９条第２項第１５号の規定による認定に関する事項 感染症対策部感染
症対策課長

24 　施行規則第３０条第２項の規定による認定に関する事項 感染症対策部感染
症対策課長

25 　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第五十四条
第一号の輸入禁止地域等を定める省令（平成１１年厚生省・農林水産省
令第２号）第１条の表サルの項の規定による指定に関する事項

感染症対策部感染
症対策課長

26 　二種病原体等の所持の許可及び許可事項の変更の許可に関する事項 感染症対策部感染
症対策課長

27   二種病原体等の輸入の許可に関する事項 感染症対策部感染
症対策課長

28   法第５６条の３２の改善命令に関する事項 事務次官
29   感染症発生予防規程の変更命令に関する事項 感染症対策部長
30   病原体等取扱主任者の解任命令に関する事項 感染症対策部長
31   二種病原体等許可所持者の許可の取消し及び効力の停止に関する事項 事務次官

32   法第５６条の３６の措置命令に関する事項で、重要なもの 事務次官
33   法第５６条の３６の措置命令に関する事項（重要なものを除く。） 感染症対策部長

34   法第５６条の３７の措置命令に関する事項で、重要なもの 事務次官
35   法第５６条の３７の措置命令に関する事項（重要なものを除く。） 感染症対策部長

36   感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等の一部を
改正する法律（平成１８年法律第１０６号）附則第８条第４項の措置命
令に関する事項で、重要なもの

事務次官

37   感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等の一部を
改正する法律附則第８条第４項の措置命令に関する事項（重要なものを
除く。）

感染症対策部長

38 　施行規則第３１条の２第８号の指定製造施設の指定に関する事項 感染症対策部長
39 　匿名感染症関連情報の提供及び厚生科学審議会への意見の聴取に関す

る事項
感染症対策部長

40 　匿名感染症関連情報利用者に対する報告の徴収等に関する事項 感染症対策部長
41 　匿名感染症関連情報利用者に対する是正命令に関する事項 感染症対策部長
42 　法第５６条の４０に規定する調査及び研究並びに匿名感染症関連情報

の利用又は提供に係る事務の委託に関する事項
感染症対策部長

43 　匿名感染症関連情報利用者の提供手数料の減額又は免除に関する事項 感染症対策部感染
症対策課長

1 　法第１７条に基づく全国がん登録情報の提供の決定及び審議会等への
意見の聴取に関する事項

健康・生活衛生局
長

2 　法第２１条第１項から第４項までに基づく全国がん登録情報の提供の
決定に関する事項

健康・生活衛生局
長

3 　法第２１条第７項に基づく審議会等への意見の聴取に関する事項（全
国がん登録情報の提供を行うときに係る部分に限る。）

健康・生活衛生局
長

4 　法第３６条に基づく報告の徴収に関する事項 健康・生活衛生局
長

が
ん
登
録
等
の
推
進
に
関
す
る
法
律
関
係

感
染
症
の
予
防
及
び
感
染
症
の
患
者
に
対
す
る
医
療
に
関
す
る
法
律
関
係



5 　法第３７条に基づく助言に関する事項 健康・生活衛生局
がん・疾病対策課
長

6   法第３８条に基づく勧告及び命令に関する事項 健康・生活衛生局
長

7   法第４２条に基づく状況の公表等に関する事項 健康・生活衛生局
長

8 　施行令附則第２条に基づく認定及び審議会等への意見の聴取に関する
事項

健康・生活衛生局
長

1 　基金の業務方法書の変更の認可に関する事項で、重要なもの 事務次官

2 　基金の業務方法書の変更の認可に関する事項（重要なものを除く｡） 健康・生活衛生局
長

3   基金の予算、事業計画及び資金計画の認可に関する事項 健康・生活衛生局
長

大臣官房会計課長

4   基金の財務諸表の承認に関する事項 健康・生活衛生局
長

大臣官房会計課長

5   基金の借入金の認可に関する事項 健康・生活衛生局
長

大臣官房会計課長

6   基金の予備費の使用の承認に関する事項 健康・生活衛生局
長

大臣官房会計課長

7   基金の予算の流用の承認に関する事項 健康・生活衛生局
長

大臣官房会計課長

8   基金の予算の繰越しの承認に関する事項 健康・生活衛生局
長

大臣官房会計課長

9   基金の会計規程の基本的事項の承認に関する事項 健康・生活衛生局
長

大臣官房会計課長
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1 　ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給に関する事項 健康・生活衛生局
長

1 　ハンセン病療養所退所者給与金の支給に関する事項 健康・生活衛生局
長

2 　ハンセン病療養所非入所者給与金の支給に関する事項 健康・生活衛生局
長

3 　国立ハンセン病療養所等死没者改葬費の支給に関する事項 健康・生活衛生局
長

1 　法第９条第１項の認定に関する事項 健康・生活衛生局
長

2   法第１２条の規定による調査に関する事項 健康・生活衛生局
長
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3 　ハンセン病元患者家族等問題解決促進特別一時金支給規程第４条第１
項の認定に関する事項

健康・生活衛生局
長

1 　匿名指定難病関連情報の提供及び厚生科学審議会への意見の聴取に関
する事項

健康・生活衛生局
長

2 　匿名指定難病関連情報利用者に対する報告の徴収等に関する事項 健康・生活衛生局
長

3 　匿名指定難病関連情報利用者に対する是正命令に関する事項 健康・生活衛生局
長

4 　難病の発病の機構、診断及び治療方法に関する調査及び研究並びに難
病の患者の療養生活の質の維持向上を図るための調査及び研究並びに匿
名指定難病関連情報の利用又は提供に係る事務の委託に関する事項

健康・生活衛生局
長

5 　匿名指定難病関連情報利用者の提供手数料の減額又は免除に関する事
項

健康・生活衛生局
難病対策課長

6 　特定医療費の支給に関する調査等の実施に関する事項 健康・生活衛生局
長

1 　主任児童委員の指名に関する事項 地方厚生局長等
2 　緊急時における指定小児慢性特定疾病医療機関に対する報告の徴収等

に関する事項
健康・生活衛生局
長

3 　診療報酬の支払の差止めに関する事項 事務次官
4 　匿名小児慢性特定疾病関連情報の提供及び社会保障審議会への意見の

聴取に関する事項
健康・生活衛生局
長

5 　匿名小児慢性特定疾病関連情報利用者に対する報告の徴収等に関する
事項

健康・生活衛生局
長

6 　匿名小児慢性特定疾病関連情報利用者に対する是正命令に関する事項 健康・生活衛生局
長

7 　疾病児童等の健全な育成に資する調査及び研究並びに匿名小児慢性特
定疾病関連情報の利用又は提供に係る事務の委託に関する事項

健康・生活衛生局
長

8 　匿名小児慢性特定疾病関連情報利用者の提供手数料の減額又は免除に
関する事項

健康・生活衛生局
難病対策課長

9 　法第５７条の３の３第２項及び第５項の報告の徴収等に関する事項 健康・生活衛生局
長

1 　都道府県知事に対する調査報告の徴収に関する事項 雇用環境・均等局
長

2 　事業主に対する報告の徴収並びに助言、指導及び勧告に関する事項 雇用環境・均等局
長

3 　勧告に従わない事業主の公表に関する事項 雇用環境・均等局
長

大臣官房総務課長

1   認定一般事業主の認定の取消しに関する事項 事務次官
2 　特例認定一般事業主の認定の取消しに関する事項 事務次官
3 　承認中小企業団体の承認に関する事項 雇用環境・均等局

長

4 　承認中小企業団体の承認の取消しに関する事項 事務次官
5 　一般事業主又は認定一般事業主若しくは特例認定一般事業主に対する

報告の徴収並びに助言、指導及び勧告に関する事項
雇用環境・均等局
長

6 　勧告に従わない事業主の公表に関する事項 雇用環境・均等局
長

大臣官房総務課長

7 　厚生労働省における特定事業主行動計画の変更に関する事項（重要な
もの及び軽易なものを除く。）

事務次官

8 　厚生労働省における特定事業主行動計画の変更に関する事項で、軽易
なもの

官房長

1 　認定中小企業団体の認定に関する事項 雇用環境・均等局
長
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2 　認定中小企業団体の認定の取消しに関する事項 事務次官
3 　都道府県知事に対する調査報告の徴収に関する事項 雇用環境・均等局

長

4 　事業主に対する報告の徴収並びに助言、指導及び勧告に関する事項 雇用環境・均等局
長

5 　勧告に従わない事業主の公表に関する事項 雇用環境・均等局
長

大臣官房総務課長

1 　一般事業主に対する届出及び公表をすべき旨の勧告に関する事項 雇用環境・均等局
長

2   一般事業主に対する労働者に周知させるための措置を講ずべき旨の勧
告に関する事項

雇用環境・均等局
長

3 　認定一般事業主の認定の取消しに関する事項 事務次官
4 　特例認定一般事業主に対する実施状況の公表をすべき旨の勧告に関す

る事項
雇用環境・均等局
長

5   特例認定一般事業主の認定の取消しに関する事項 事務次官
6 　承認中小企業団体の承認に関する事項 雇用環境・均等局

長

7 　承認中小企業団体の承認の取消しに関する事項 事務次官
8 　次世代育成支援対策推進センターの指定に関する事項 雇用環境・均等局

長

9 　次世代育成支援対策推進センターに対する改善命令に関する事項 雇用環境・均等局
長

10 　次世代育成支援対策推進センターの指定の取消しに関する事項（厚生
労働大臣の命令に違反した場合に限る。）

事務次官

11 　次世代育成支援対策推進センターの指定の取消しに関する事項（代表
者の申請による場合に限る。）

雇用環境・均等局
長

12 　厚生労働省における特定事業主行動計画の変更に関する事項（重要な
もの及び軽易なものを除く。）

事務次官

13 　厚生労働省における特定事業主行動計画の変更に関する事項で、軽易
なもの

官房長

1 　短時間労働者及び有期雇用労働者を雇用する事業主に対する報告の徴
収並びに助言、指導及び勧告に関する事項

労働基準局長又は
雇用環境・均等局
長

職業安定局長又は
人材開発統括官

2 　勧告に従わない事業主の公表に関する事項 雇用環境・均等局
長

労働基準局長、職
業安定局長、人材
開発統括官又は大
臣官房総務課長

1 　最低工賃の決定、改正及び廃止に関する事項 雇用環境・均等局
長

2 　法第９条第５項の最低工賃の適用猶予又は別段の定めに関する事項 雇用環境・均等局
長

3 　法第１５条第１項の最低工賃に関する職権の指定に関する事項 雇用環境・均等局
長

4 　都道府県労働局長が決定した最低工賃の改正又は廃止の命令に関する
事項

雇用環境・均等局
長

5 　委託者又は家内労働者に対する報告の徴収及び出頭命令に関する事項 雇用環境・均等局
長

1 　権限委任した事務の全部又は一部を厚生労働大臣が自ら実施する場合
に関する事項

年金局事業管理課
長

2 　法第７１条第４項の委任に関する事項 年金局事業管理課
長
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1 　医薬品（体外診断用医薬品を除く。）、医薬部外品、化粧品及び再生
医療等製品に係る外国製造業者の認定に関する事項

医薬局医薬品審査
管理課長又は医療
機器審査管理課長

2 　医薬品、医薬部外品及び医療機器に係る外国製造業者の登録に関する
事項

医薬局医薬品審査
管理課長又は医療
機器審査管理課長

3 　医薬品、医療機器及び再生医療等製品に係る緊急承認に関する事項 医薬局長

4 　医薬品、医療機器及び再生医療等製品に係る特例承認に関する事項 医薬局長

5 　医薬品、医療機器及び再生医療等製品に係る特例承認を受けた者に対
する義務の賦課に関する事項

医薬局長

6 　法第１４条の４第１項第１号に規定する新医薬品、法第２３条の２の
５第１１項に規定する医療機器、法第２３条の２６第１項に規定する再
生医療等製品及び法第２３条の２９第１項第１号に規定する新再生医療
等製品の品目ごとの製造販売の承認並びにその一部変更の承認に関する
事項

医薬局長

7 　医薬品等の品目ごとの製造販売の承認及びその一部変更の承認に関す
る事項（前号に掲げる事項を除く。）

医薬局医薬品審査
管理課長又は医療
機器審査管理課長

麻薬等に係るもの
については、医薬
局監視指導・麻薬
対策課長

8 　新医薬品及び新再生医療等製品等の再審査に関する事項 医薬局医薬品審査
管理課長又は医療
機器審査管理課長

9 　医薬品及び再生医療等製品の再評価に関する事項 医薬局長
10 　医療機器及び体外診断用医薬品の使用成績評価に関する事項 医薬局医療機器審

査管理課長

11 　法第２３条の７第１項の登録認証機関の登録に関する事項 医薬局長
12 　法第２３条の１０第１項の登録認証機関の業務規程の認可に関する事

項
医薬局長

13 　法第２３条の１０第３項の登録認証機関の業務規程の変更の命令に関
する事項

医薬局長

14 　法第２３条の１１の２の登録認証機関の認証取消し等の命令に関する
事項

医薬局長

15 　法第２３条の１２の登録認証機関に対する適合命令に関する事項 医薬局長
16 　法第２３条の１３の登録認証機関に対する改善命令に関する事項 医薬局長
17 　法第２３条の１４第２項及び第３項の命令に関する事項 医薬局長
18 　法第２３条の１６第１項及び第２項の登録認証機関の登録の取消し及

び業務の停止に関する事項
事務次官

19 　法第５６条の２（法第６０条、第６２条、第６４条及び第６５条の４
において準用する場合を含む。）の医薬品等の輸入の確認に関する事項

医薬局監視指導・
麻薬対策課長

20 　法第６８条の１４第２項及び第６８条の２４第２項に基づく保健衛生
上の危害の発生又は拡大を防止するための必要な措置に関する事項

事務次官

21 　法第６８条の８及び第６８条の２３の指導及び助言に関する事項 医薬局医薬安全対
策課長

22 　法第６９条第１項及び第４項から第６項まで（法第７６条の３の２に
おいて準用する場合を含む。）の報告の徴収に関する事項

医薬局長

23 　法第６９条の３の緊急命令に関する事項 事務次官
24 　不良医薬品等の廃棄、回収等の命令に関する事項 事務次官
25 　医薬品等の製造販売業者等に対する検査命令に関する事項 医薬局長
26 　医薬品等の製造販売業者等に対する改善命令等に関する事項 事務次官
27 　法第７２条の５第１項の違反広告に係る措置命令等に関する事項 事務次官
28 　法第７２条の５第２項の要請に関する事項 医薬局監視指導・

麻薬対策課長

29 　医薬品等の総括製造販売責任者等の変更命令に関する事項 事務次官
30 　承認の取消し（法第７４条の２第３項（法第７５条の２の２第２項に

おいて準用する場合を含む。）の規定に基づくものに限る。）に関する
事項

事務次官

31 　承認の一部変更命令に関する事項 事務次官
32 　医薬品等の製造販売業者等に対する許可又は登録の取消し及び業務の

停止に関する事項
事務次官

33 　法第７５条の２の２第１項第２号の報告の徴収に関する事項 医薬局長
34 　医薬品、医療機器及び再生医療等製品に係る特例承認の取消しに関す

る事項
事務次官

35 　法第７５条の４第１項第１号の報告の徴収に関する事項 医薬局長
36 　医薬品等に係る外国製造業者の認定又は登録の取消しに関する事項 事務次官

37 　法第７５条の４第２項において読み替えて準用する第７２条第３項の
医薬品等の外国製造業者に対する構造設備の改善請求に関する事項

事務次官
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38 　法第７５条の５の２から第７５条の５の４までの課徴金納付命令に関
する事項

事務次官

39 　課徴金納付命令に関する事項（前号に掲げる事項を除く。） 医薬局長
40 　法第７６条の６第１項、第２項、第４項及び第６項の命令及び通知に

関する事項
医薬局長

41 　指定薬物の廃棄、回収等の命令に関する事項 事務次官
42 　法第７６条の７の２第１項及び第２項の中止命令等に関する事項 事務次官
43 　法第７６条の７の２第３項の要請に関する事項 医薬局監視指導・

麻薬対策課長

44 　法第７６条の８の報告の徴収に関する事項 医薬局長
45 　希少疾病用医薬品、希少疾病用医療機器及び希少疾病用再生医療等製

品等の指定に関する事項
医薬局医薬品審査
管理課長又は医療
機器審査管理課長

46 　法第７７条の６第１項に基づく希少疾病用医薬品、希少疾病用医療機
器及び希少疾病用再生医療等製品等の指定の取消しに関する事項

医薬局医薬品審査
管理課長又は医療
機器審査管理課長

47 　法第７７条の６第２項に基づく希少疾病用医薬品、希少疾病用医療機
器及び希少疾病用再生医療等製品等の指定の取消しに関する事項

事務次官

48 　法第６８条の６の指導及び助言に関する事項 医薬局医薬安全対
策課長

49 　法第６８条の１２第１項に基づく保健衛生上の危害の発生又は拡大を
防止するための必要な措置に関する事項

事務次官

50 　治験の依頼の取消し、変更等に関する事項 事務次官
51 　法第８１条の２に基づく緊急時における厚生労働大臣の事務執行に関

する事項
事務次官

52 　薬局並びに医薬品及び再生医療等製品の販売業における試験検査機関
の登録に関する事項

医薬局長

53 　薬局並びに医薬品及び再生医療等製品の販売業における試験検査機関
の取消しに関する事項

事務次官

54 　医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器及び再生医療等製品の製造販
売業の総括製造販売責任者の資格の認定に関する事項

医薬局医薬安全対
策課長

55 　医薬品の製造業の製造管理者並びに医薬部外品、化粧品及び医療機器
の製造業の責任技術者の資格の認定に関する事項

医薬局医薬品審査
管理課長又は医療
機器審査管理課長

56 　施行規則第１１４条の５２第１項第３号並びに第１８８条第１号イ及
び第２号イの講習の登録に関する事項

医薬局医療機器審
査管理課長

57 　施行規則第１３８条第１５号の販売等の相手方の認定に関する事項 医薬局長

58 　施行規則第１９６条の３第４号の販売等の相手方の認定に関する事項 医薬局長

59 　施行規則第１６２条第１項第１号及び第２項第１号並びに第１７５条
第１項各号の講習の登録に関する事項

医薬局医療機器審
査管理課長

60 　医療機器の販売管理者及び貸与管理者の資格の認定に関する事項 医薬局医療機器審
査管理課長

61 　医薬品等の表示の省略の許可等に関する事項 医薬局長
62 　放射性医薬品の製造及び取扱規則第３条の放射性医薬品の廃棄の委託

に関する事項
医薬局長

63 　放射性医薬品の製造及び取扱規則第１３条第３項の報告の徴収に関す
る事項

医薬局長

64 　法第７６条の４に規定する医療等の用途の認定に関する事項 医薬局長
65 　薄層クロマトグラフ用標準品を製造する者の登録に関する事項 医薬局長
66 　日本薬局方標準品を製造する者の登録に関する事項 医薬局長

1 　免許に関する事項 医薬局長
2 　免許の拒否に関する事項 事務次官
3 　法第８条第１項の処分に関する事項（重要なものを除く。） 事務次官
4 　再免許に関する事項（重要なものを除く。） 事務次官
5 　再教育研修に関する事項 医薬局長
6 　個別研修計画書に関する事項 医薬局総務課長
7 　個別研修終了報告書に関する事項 医薬局総務課長
8 　個別研修修了証の交付に関する事項 医薬局総務課長
9 　法第８条の３第１項の報告の徴収及び物件提出に関する事項 医薬局長
10 　薬剤師届出票情報の提供に関する事項 医薬局長
11 　試験の不正受験者に対する措置に関する事項 医薬局長
12 　試験の受験資格に関する事項 医薬局総務課長
13 　名簿の訂正に関する事項 医薬局総務課長
14 　登録の消除に関する事項 医薬局長

1 　法第１７条第２項（法第２０条第２項において準用する場合を含
む。）の判定に関する事項

医薬局長

2 　副作用拠出金率、感染拠出金率及び安全対策等拠出金率の認可に関す
る事項

医薬局長 大臣官房会計課長

3 　滞納処分の認可に関する事項 医薬局総務課長
4 　保険契約の認可に関する事項 医薬局長
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5 　法第２９条第２項の資金融通の認可に関する事項 事務次官
6 　積立金の処分の承認に関する事項 医薬局長 大臣官房会計課長
7 　長期借入金の認可に関する事項 医薬局長
8 　法第３５条第１項の規定による審査の申立てに対する裁決に関する事

項（重要なもの及び軽易なものを除く。）
事務次官

9 　法第３５条第１項の規定による審査の申立てに対する裁決に関する事
項で、軽易なもの

医薬局長

10 　法附則第１５条第１項第１号及び第１７条第１項の業務の認可に関す
る事項

医薬局長

11 　法附則第１５条第１項第２号の業務の認可に関する事項 医薬局長 大臣官房会計課長
12 　施行令第１条第４号の手数料を徴収しない業務に関する事項 医薬局長 大臣官房会計課長
13 　施行令第２条第４号の拠出金を徴収しない業務に関する事項 医薬局長 大臣官房会計課長
14 　独立行政法人通則法第８条第３項の重要な財産の指定に関する事項 医薬局長 大臣官房会計課長

15 　共通経費の配賦基準の承認に関する事項 医薬局長 大臣官房会計課長
16 　償却資産の指定に関する事項 医薬局長 大臣官房会計課長
17 　譲渡差額を損益計算上の損益に計上しない譲渡取引の指定に関する事

項
医薬局長 大臣官房会計課長

18 　対応する収益の獲得が予定されない資産除去債務に係る除去費用等の
指定に関する事項

医薬局長 大臣官房会計課長

19 　独立行政法人通則法第４８条の重要な財産の指定に関する事項 医薬局長 大臣官房会計課長
20 　納付算定対象額の計算に当たって控除する額の決定に関する事項 医薬局長 大臣官房会計課長

1 　産業標準の制定、確認、改正及び廃止に関する事項 主管課長
2 　法第２１条の公聴会に関する事項 主管部局長
3 　認定産業標準作成機関の認定に関する事項 主管部局長
4 　認定産業標準作成機関に対する改善命令に関する事項 主管部局長
5 　認定産業標準作成機関に対する報告の徴収に関する事項 主管部局長
6 　認定産業標準作成機関の認定の取消しに関する事項 事務次官
7 　認証製造業者等、認証加工業者、認証電磁的記録作成事業者等及び認

証役務提供事業者に対する報告の徴収に関する事項
主管部局長

8 　法第３６条の表示の除去命令等に関する事項 事務次官
9 　国内登録認証機関及び外国登録認証機関の登録に関する事項 主管部局長
10 　国内登録認証機関及び外国登録認証機関に対する適合命令に関する事

項
主管部局長

11 　国内登録認証機関及び外国登録認証機関に対する改善命令に関する事
項

主管部局長

12 　国内登録認証機関に対する報告の徴収に関する事項 主管部局長
13 　国内登録認証機関及び外国登録認証機関の登録の取消しに関する事項 事務次官

14 　登録試験事業者及び登録外国試験事業者の登録に関する事項 主管課長
15 　登録試験事業者及び登録外国試験事業者の登録の取消しに関する事項 主管部局長

16 　登録試験事業者及び登録外国試験事業者に対する報告の徴収に関する
事項

主管部局長

1 　第一種使用規程の承認に関する事項 医薬局長又は医薬
産業振興・医療情
報審議官

2 　特定遺伝子組換え生物等の指定に関する事項 医薬局長又は医薬
産業振興・医療情
報審議官

3 　第一種使用規程の修正の指示に関する事項 医薬局長又は医薬
産業振興・医療情
報審議官

4 　法第６条第２項（法第９条第４項において準用する場合を含む。）の
規定による情報提供の求めに関する事項

医薬局長又は医薬
産業振興・医療情
報審議官

5 　第一種使用規程の変更又は廃止に関する事項 医薬局長又は医薬
産業振興・医療情
報審議官

6 　第一種使用規程に関する措置命令に関する事項 事務次官
7 　法第１３条第１項の規定による拡散防止措置の確認に関する事項 医薬局長
8 　第二種使用規程に関する措置命令に関する事項 事務次官
9 　法第２６条第２項及び第２９条の規定による措置命令に関する事項 事務次官

10 　報告の徴収に関する事項 医薬局長又は医薬
産業振興・医療情
報審議官

11 　立入検査等に関する事項 医薬局長又は医薬
産業振興・医療情
報審議官
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12 　法第３５条の２の規定による環境大臣との協議に関する事項 医薬局長、医薬産
業振興・医療情報
審議官又は大臣官
房厚生科学課長

13 　施行規則第５条第１号の規定による緊急に遺伝子組換え生物等の第一
種使用等をする必要がある場合の定めに関する事項

医薬局長

14 　施行規則第１０条の規定による専門の学識経験を有する者の選定、名
簿の作成及び公表に関する事項

医薬局長又は医薬
産業振興・医療情
報審議官

15 　施行規則第１６条第１号の規定に基づく緊急に遺伝子組換え生物等の
第二種使用等をする必要がある場合の定めに関する事項

医薬局長

1 　毒劇物の製造業者及び輸入業者に対する設備に関する措置命令及び当
該命令に従わない場合の登録の取消しに関する事項

事務次官

2 　毒劇物の製造業者等に対する毒物劇物取扱責任者の変更命令に関する
事項

事務次官

3 　法第２２条第６項の命令に関する事項 事務次官

1 　法第３条第１項第４号、第５号及び第６号の確認に関する事項 医薬局医薬品審査
管理課長

2 　法第３条第３項、第４項及び第５項の確認の取消しに関する事項 医薬局長
3 　法第４条第１項及び第２項（法第７条第２項において準用する場合を

含む。）並びに法第５条第２項、第３項及び第８項の判定に関する事項
医薬局長

4 　法第５条第４項の確認に関する事項 医薬局医薬品審査
管理課長

5 　法第５条第６項の確認の取消しに関する事項 医薬局長
6 　法第１０条第１項の求めに関する事項 医薬局医薬品審査

管理課長

7 　法第１１条及び第１５条の指定の取消し及び公表に関する事項 医薬局長
8 　法第１０条第２項及び第１４条第１項の指示に関する事項 医薬局長
9 　法第１０条第３項及び第１４条第２項の判定に関する事項 医薬局長
10 　法第３０条第２項及び第３項の改善命令に関する事項 医薬局長
11 　法第３４条の措置命令に関する事項 医薬局長
12 　法第３５条第４項の認定に関する事項 医薬局長
13 　法第３６条第２項の勧告に関する事項 医薬局長
14 　法第３７条第３項の勧告に関する事項 医薬局長
15 　法第３８条の勧告に関する事項 医薬局長
16 　法第３９条の指導及び助言に関する事項 医薬局長 指導又は助言の対

象となる者の行う
事業を所管する部
局の長

17 　法第４２条の取扱いの状況に関する報告に関する事項 医薬局長
18 　法第４３条の報告の徴収に関する事項 医薬局長 報告の徴収の対象

となる者の行う事
業を所管する部局
の長

19 　法第４４条の立入検査等に関する事項 医薬局長
20 　法第４７条の通知に関する事項 医薬局長

1 　基準が定められた家庭用品の回収等の命令に関する事項 事務次官
2 　基準が定められていない家庭用品による健康被害の拡大を防止するた

めの当該家庭用品の回収等の命令に関する事項
事務次官

1 　麻薬輸入業者、麻薬輸出業者、麻薬製造業者及び麻薬製剤業者の免許
に関する事項

医薬局長

2 　麻薬の輸入及び輸出の許可並びに許可事項の変更の許可に関する事項 医薬局監視指導・
麻薬対策課長

3 　麻薬及び家庭麻薬の製造の許可に関する事項（家庭麻薬製造業者に係
るものを除く。）

医薬局監視指導・
麻薬対策課長

4 　麻薬の製剤及び小分けの許可に関する事項 医薬局監視指導・
麻薬対策課長

5 　麻薬輸入業者、麻薬輸出業、麻薬製造業者及び麻薬製剤業者に係る麻
薬の譲渡しの許可に関する事項

医薬局監視指導・
麻薬対策課長

6 　法第５０条の３８の報告の徴収に関する事項 医薬局長
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7 　法第５１条の麻薬取扱者又は向精神薬取扱者の免許の取消し及び業務
等の停止並びに国の設置する向精神薬試験研究施設設置者の登録の取消
しに関する事項

医薬局長

8 　麻薬取締官と麻薬取締員の協力に関する事項 医薬局監視指導・
麻薬対策課長

9 　麻薬取締員の区域外職務執行の許可に関する事項 医薬局監視指導・
麻薬対策課長

10 　麻薬取締官等の麻薬の譲受の許可に関する事項 医薬局監視指導・
麻薬対策課長

11 　麻薬中毒者医療施設に対する都道府県の診療報酬の支払の差止めに関
する事項

医薬局長

12 　法第６０条の国庫に帰属した麻薬及び向精神薬の処分に関する事項 医薬局長

13 　法第６０条の国庫に帰属した麻薬及び向精神薬の処分に関する事項
で、軽易なもの

医薬局監視指導・
麻薬対策課長

14 　法第６０条の２の犯罪鑑識用麻薬又は向精神薬の輸入、製造、輸出等
に関する事項

医薬局長

1 　法第４条の大麻の輸入及び輸出の許可に関する事項 医薬局長
2 　法第２０条の国庫に帰属した大麻の処分に関する事項 医薬局長
3 　法第２０条の国庫に帰属した大麻の処分に関する事項で、軽易なもの 医薬局監視指導・

麻薬対策課長

4 　法第２１条の報告の徴収に関する事項 医薬局長
5 　法第２２条の３の犯罪鑑識用大麻の輸入、製造、輸出等に関する事項 医薬局長

1 　法第６条第１項のあへんの輸入及び輸出の委託に関する事項 医薬局長
2 　法第３０条の納付期限に関する事項 医薬局長
3 　法第３１条の収納価格に関する事項 医薬局長
4 　法第３２条第４項の収納代金の一部支払の決定に関する事項 医薬局長
5 　法第３３条の災害補償金額の決定に関する事項 医薬局長
6 　法第４２条の許可の取消しに関する事項 事務次官
7 　法第４４条の報告の徴収に関する事項 医薬局長
8 　麻薬取締官等のあへん及びけしがらの譲受の許可に関する事項 医薬局監視指導・

麻薬対策課長

9 　法第４８条の国庫に帰属したあへん及びけしがらの処分に関する事項 医薬局長

10 　法第４８条の国庫に帰属したあへん及びけしがらの処分に関する事項
で、軽易なもの

医薬局監視指導・
麻薬対策課長

1 　覚醒剤製造業者の指定に関する事項 医薬局長
2 　覚醒剤製造業者並びに覚醒剤原料輸入業者、覚醒剤原料輸出業者及び

覚醒剤原料製造業者の指定の取消し及び業務等の停止に関する事項
医薬局長

3 　覚醒剤製造業者の氏名又は住所等の変更に関する事項 医薬局長
4 　法第１５条第１項の覚醒剤研究者の覚醒剤製造の許可に関する事項 医薬局監視指導・

麻薬対策課長

5 　法第１５条第３項の覚醒剤製造数量の制限に関する事項 医薬局長
6 　法第２７条の国庫に帰属した覚醒剤及び覚醒剤原料の処分に関する事

項
医薬局長

7 　法第２７条の国庫に帰属した覚醒剤及び覚醒剤原料の処分に関する事
項で、軽易なもの

医薬局監視指導・
麻薬対策課長

8 　法第３１条の報告の徴収に関する事項 医薬局長
9 　法第３３条の覚醒剤監視員の指定に関する事項で、麻薬取締官又は薬

事監視員からの指定に関するもの
医薬局監視指導・
麻薬対策課長

10 　法第３４条の３の犯罪監視用覚醒剤又は覚醒剤原料の輸入、製造、輸
出等に関する事項

医薬局長

11 　国の開設する覚醒剤施用機関の指定に関する事項 医薬局長

1 　献血受入計画の認可に関する事項 医薬局長
2 　献血受入計画の変更の認可に関する事項 医薬局長
3 　法第１３条第６項の通知に関する事項（採血所の構造設備の変更に係

るものを除く。）
医薬局長

4 　法第１３条第６項の通知に関する事項のうち、採血所の構造設備の変
更に係るもの

医薬局血液対策課
長

5 　採血事業の休廃止の許可のうち、法第１４条第２項ただし書に該当す
る事項

医薬局長

6 　法第１５条の採血事業者に対する指示に関する事項で、重要なもの 事務次官

7 　法第１５条の採血事業者に対する指示に関する事項（重要なものを除
く。）

医薬局長

8 　法第１７条第１項の採血事業者の業務規程の認可に関する事項 医薬局長
9 　法第１７条第１項の採血事業者の業務規程の変更の認可に関する事項 医薬局長

10 　法第２０条の改善命令に関する事項 事務次官
11 　法第２２条第２項の改善命令及び業務停止命令に関する事項 事務次官
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12 　法第２３条の採血事業者に対する許可の取消し及び業務の停止に関す
る事項

事務次官

13 　法第２４条第１項の報告の徴収に関する事項 医薬局長
14 　法第２７条第３項の血液製剤の製造業者等に対する勧告に関する事項 事務次官

15 　施行規則第１２条第４項の事業報告書等の提出期限の延期に係る承認
に関する事項

医薬局長

16 　施行規則第１８条第３項の資料の提出及び報告の徴収に関する事項 医薬局長

1 　法第７条の販売等の禁止に関する事項 事務次官
2 　法第７条の販売等の禁止の解除に関する事項 健康・生活衛生局

長

3 　法第９条の食品等の販売等の禁止に関する事項 事務次官
4 　法第９条の食品等の販売等の禁止の解除に関する事項 健康・生活衛生局

長

5 　法第１７条の販売等の禁止に関する事項 事務次官
6 　法第１７条の販売等の禁止の解除に関する事項 健康・生活衛生局

長

7 　法第２１条の３の広域連携協議会の設置に関する事項 健康・生活衛生局
長

8 　法第２６条第２項及び第３項に基づく検査命令に関する事項 検疫所長
9 　法第２８条に基づく営業者その他の関係者に対する報告徴収、臨検検

査又は収去に関する事項（食品等の輸入に係るものに限る。）
検疫所長

10 　登録検査機関の登録及び登録の更新に関する事項 地方厚生局長
11 　登録検査機関の業務規程の認可に関する事項 地方厚生局長
12 　登録検査機関の業務の休廃止の許可に関する事項 地方厚生局長
13 　登録検査機関の登録の取消し及び検査業務の停止に関する事項 事務次官
14 　法第５９条の廃棄処分等に関する事項で、重要なもの 事務次官
15 　法第５９条の廃棄処分等に関する事項（重要なものを除く。） 健康・生活衛生局

長

16 　法第６０条第２項の営業の禁止又は停止処分に関する事項で、重要な
もの

事務次官

17 　法第６０条第２項の営業の禁止又は停止処分に関する事項（重要なも
のを除く。）

健康・生活衛生局
長

18 　法第６５条の食中毒の原因調査等の要請に関する事項 健康・生活衛生局
長

19 　施行規則第４８条第１３号の学力の認定に関する事項 健康・生活衛生局
総務課長

1 　指定試験機関の指定に関する事項 健康・生活衛生局
長

2 　指定試験機関の試験事務規程の承認に関する事項 健康・生活衛生局
長

3 　指定試験機関の指定の取消しに関する事項 事務次官
4 　養成施設の入学資格の認定に関する事項 健康・生活衛生局

総務課長

1 　法第１４条第５項のと畜検査の実施に関する事項 健康・生活衛生局
長

2 　法第２０条の食中毒の原因調査等の要請に関する事項 健康・生活衛生局
長

3 　施行令第６条第４項の都道府県のと畜検査に係る技術的能力の認定に
関する事項

健康・生活衛生局
長

4 　施行規則第４条第９号の学力の認定に関する事項 健康・生活衛生局
食品監視安全課長

1 　法第４０条の食中毒の原因調査等の要請に関する事項 健康・生活衛生局
長

2 　施行規則第６条第９号の学力を有する者の認定 地方厚生局長

1 　法第１５条第１項の輸出証明書の発行に関する事項 健康・生活衛生局
長

2 　法第１７条第１項の適合施設の認定に関する事項 健康・生活衛生局
長

3 　法第１７条第４項の適合施設の確認に関する事項 健康・生活衛生局
長

4 　法第１７条第５項の適合施設の認定の取消し等に関する事項（軽易な
ものを除く。）

事務次官
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5 　法第１７条第５項の適合施設の認定の取消し等に関する事項で、軽易
なもの

健康・生活衛生局
長

6 　法第１７条第７項の適合施設の情報の公表に関する事項 健康・生活衛生局
長

7 　法第３８条第１項の報告の徴収等に関する事項 健康・生活衛生局
長

1 　建築物環境衛生管理技術者免状の交付及び返納命令に関する事項 健康・生活衛生局
長

2 　建築物環境衛生管理技術者免状の拒否に関する事項 事務次官
3 　法第７条第１項第１号の登録講習機関の登録に関する事項 健康・生活衛生局

長

4 　法第７条第１項第１号の講習会の受講資格の認定に関する事項 健康・生活衛生局
生活衛生課長

5 　法第７条の１１の登録講習機関に対する適合命令に関する事項 健康・生活衛生局
長

6 　法第７条の１２の登録講習機関に対する改善命令に関する事項 健康・生活衛生局
長

7 　法第７条の１３の登録講習機関の登録の取消しに関する事項 事務次官
8 　法第８条第３項の指定試験機関の指定に関する事項 健康・生活衛生局

長

9 　法第９条の３第１項の指定試験機関の役員の選任又は解任の認可に関
する事項で、重要なもの

健康・生活衛生局
長

10 　法第９条の３第１項の指定試験機関の役員の選任又は解任の認可に関
する事項（重要なものを除く。）

健康・生活衛生局
生活衛生課長

11 　法第９条の３第２項の指定試験機関の役員の解任命令に関する事項 事務次官

12 　法第９条の５第１項の試験事務規程の認可及び同条第３項の変更命令
に関する事項

健康・生活衛生局
長

13 　法第９条の７の指定試験機関に対する監督命令に関する事項 健康・生活衛生局
長

14 　法第９条の８の試験事務の休廃止に関する事項 健康・生活衛生局
長

15 　法第９条の９の指定試験機関の指定の取消し及び試験事務の停止に関
する事項

事務次官

16 　施行規則第１４条の８の試験事務の範囲に関する事項 健康・生活衛生局
長

17 　施行規則第１９条の１４の事業計画等の認可に関する事項 健康・生活衛生局
長

18 　法第１２条の６第１項の登録業者等の団体の指定に関する事項 健康・生活衛生局
長

19 　法第１２条の６第３項の承認に関する事項 健康・生活衛生局
長

20 　法第１２条の７の改善命令に関する事項 事務次官
21 　法第１２条の８の登録業者等の団体の指定の取消しに関する事項 事務次官
22 　施行規則第３条の２第１号の登録較正機関の登録に関する事項 健康・生活衛生局

長

23 　施行規則第３条の１２の登録較正機関に対する適合命令に関する事項 健康・生活衛生局
長

24 　施行規則第３条の１３の登録較正機関に対する改善命令に関する事項 健康・生活衛生局
長

25 　施行規則第３条の１４の登録較正機関の登録の取消しに関する事項 事務次官

26 　施行規則第２５条第２号イ及びロ並びに第三号ロ（施行規則第２６条
の２第３項、第２６条の４第３項、第２８条の２第３項、第２８条の４
第３項、第２９条の２第３項及び第３０条の２第３項において準用する
場合を含む。）の清掃作業監督者講習等の登録に関する事項

健康・生活衛生局
長

27 　施行規則第２５条の１１（施行規則第２６条の２第３項、第２６条の
４第３項、第２８条の２第３項、第２８条の４第３項、第２９条の２第
３項及び第３０条の２第３項において準用する場合を含む。）の清掃作
業監督者講習等に対する適合命令に関する事項

健康・生活衛生局
長

28 　施行規則第２５条の１２（施行規則第２６条の２第３項、第２６条の
４第３項、第２８条の２第３項、第２８条の４第３項、第２９条の２第
３項及び第３０条の２第３項において準用する場合を含む。）の清掃作
業監督者講習等に対する改善命令に関する事項

健康・生活衛生局
長

29 　施行規則第２５条の１３（施行規則第２６条の２第３項、第２６条の
４第３項、第２８条の２第３項、第２８条の４第３項、第２９条の２第
３項及び第３０条の２第３項において準用する場合を含む。）の清掃作
業監督者講習等に対する登録の取消しに関する事項

健康・生活衛生局
長

1 　指定試験機関の指定に関する事項 健康・生活衛生局
長

2 　指定試験機関の役員の選任又は解任の認可に関する事項 健康・生活衛生局
長
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3 　指定試験機関の役員の解任命令に関する事項 事務次官
4 　指定試験機関の試験事務規程の認可に関する事項 健康・生活衛生局

長

5 　指定試験機関の事業計画等の認可に関する事項 健康・生活衛生局
長

6 　指定試験機関に対する監督命令に関する事項 健康・生活衛生局
長

7 　指定試験機関の試験事務の休廃止の許可に関する事項 健康・生活衛生局
長

8 　指定試験機関の指定の取消し及び試験事務の停止に関する事項 事務次官
9 　養成施設の指定の特別基準の設定に関する事項 健康・生活衛生局

長

10 　免許に関する事項（理容師法第７条各号又は美容師法第３条第２項各
号に該当しないことが明らかである場合を除く。）

健康・生活衛生局
長

11 　免許に関する事項（理容師法第７条各号又は美容師法第３条第２項各
号に該当しないことが明らかである場合に限る。）

健康・生活衛生局
生活衛生課長

12 　免許の拒否に関する事項 事務次官

1 　指定試験機関の指定に関する事項 健康・生活衛生局
長

2 　指定試験機関の役員の選任又は解任の認可に関する事項 健康・生活衛生局
長

3 　指定試験機関の役員の解任命令に関する事項 事務次官
4 　指定試験機関の試験事務規程の認可に関する事項 健康・生活衛生局

長

5 　指定試験機関の事業計画等の認可に関する事項 健康・生活衛生局
長

6 　指定試験機関に対する監督命令に関する事項 健康・生活衛生局
長

7 　指定試験機関の試験事務の休廃止の許可に関する事項 健康・生活衛生局
長

8 　指定試験機関の指定の取消し及び試験事務の停止に関する事項 健康・生活衛生局
長

1 　適正化規程の設定及び変更の認可に関する事項 健康・生活衛生局
長

2 　適正化規程の判断基準の設定に関する事項 事務次官
3 　適正化規程の変更命令及び認可の取消しに関する事項 事務次官
4 　共済規程の設定、変更及び廃止の認可に関する事項 健康・生活衛生局

長

5 　組合協約の締結及び変更の認可に関する事項 事務次官
6 　組合協約のあっせん及び調停に関する事項 健康・生活衛生局

長

7 　連合会の設立の認可に関する事項 事務次官
8 　連合会の定款の変更の認可に関する事項で、重要なもの 事務次官
9 　連合会の定款の変更の認可に関する事項（重要なもの及び軽易なもの

を除く。）
健康・生活衛生局
長

10 　連合会の定款の変更の認可に関する事項で、軽易なもの 健康・生活衛生局
生活衛生課長

11 　組合員による総会の招集に関する事項 健康・生活衛生局
生活衛生課長

12 　連合会の解散の決議の認可に関する事項 健康・生活衛生局
長

13 　連合会の役員の解任の勧告及び解散命令に関する事項 事務次官
14 　適正化基準の設定及び変更の認可に関する事項 事務次官
15 　適正化基準の変更命令及び認可の取消しに関する事項 事務次官
16 　振興指針の設定に関する事項 健康・生活衛生局

長

17 　法第５６条の６の勧告並びに法第５７条及び第５７条の２の命令に関
する事項

事務次官

18 　全国指導センターの役員の解任の勧告、改善命令及び指定の取消しに
関する事項

事務次官

19 　標準営業約款の認可及び取消しに関する事項 事務次官
20 　標準営業約款の変更の認可に関する事項で、重要なもの 事務次官
21 　標準営業約款の変更の認可に関する事項（重要なもの及び軽易なもの

を除く。）
健康・生活衛生局
長

22 　標準営業約款の変更の認可に関する事項で、軽易なもの 健康・生活衛生局
生活衛生課長

23 　登録業務に係る基準の承認に関する事項 健康・生活衛生局
長

1 　業務方法書の変更の認可に関する事項で、重要なもの 事務次官
2 　業務方法書の変更の認可に関する事項（重要なものを除く。） 健康・生活衛生局

長

3 　業務の借入金及び社債の発行の認可に関する事項 健康・生活衛生局
長

大臣官房会計課長
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4 　公庫に対する監督命令に関する事項 事務次官
5 　株式会社日本政策金融公庫の会計に関する省令の定めと異なる会計整

理の承認に関する事項
健康・生活衛生局
長

大臣官房会計課長

6 　共通経費等の配賦基準の承認及びその変更の承認に関する事項 健康・生活衛生局
長

大臣官房会計課長

7 　業務方法書の規定に基づく貸付限度額の特例の承認に関する事項 健康・生活衛生局
長

8 　業務方法書の規定に基づく貸付利率の承認に関する事項 健康・生活衛生局
長

9 　業務方法書の規定に基づく経営多様化設備資金の貸付けに係る施設又
は設備の承認に関する事項

健康・生活衛生局
長

10 　業務方法書の規定に基づく共同利用設備資金の貸付けに係る施設又は
設備の承認に関する事項

健康・生活衛生局
長

11 　株式会社日本政策金融公庫に対する募集株式の引受けの申込みに関す
る事項

健康・生活衛生局
長

1 　法第５条の関係労働者及び関係事業主を代表する者の指名に関する事
項

労働基準局長又は
職業安定局長

大臣官房人事課長

2 　法第７条の２に規定する審査請求に係る標準審理期間の設定に関する
事項

労働基準局長又は
職業安定局長

3 　法第３６条の関係労働者及び関係事業主を代表する者の指名に関する
事項

労働基準局長又は
職業安定局長

大臣官房人事課長

1 　労働時間等設定改善実施計画の承認に関する事項 労働基準局長
2 　労働時間等設定改善実施計画の変更指示及び承認の取消しに関する事

項
事務次官

3 　承認事業主に対する報告の徴収に関する事項 労働基準局長

1 　労働協約の地域的の一般的拘束力の決定に関する事項 事務次官
2 　地方調整委員の任命に関する事項 労働基準局長 大臣官房人事課長
3 　地方調整委員の罷免（心身の故障のために職務の執行ができないと認

める場合）に関する事項
労働基準局長 大臣官房人事課長

4 　地方調整委員の罷免（職務上の義務違反その他委員たるに適しない非
行があると認める場合）に関する事項

事務次官 大臣官房人事課長

1 　調停委員候補者の委嘱及び調停委員候補者名簿の作成に関する事項 労働基準局長 大臣官房人事課長

2 　調停委員候補者の解任に関する事項 労働基準局長 大臣官房人事課長

1 　中央労働委員会に置かれる特別調整委員の任命に関する事項 労働基準局長 大臣官房人事課長
2 　中央労働委員会に置かれる特別調整委員の罷免（心身の故障のため職

務の執行ができないと認める場合）に関する事項
労働基準局長 大臣官房人事課長

3 　中央労働委員会に置かれる特別調整委員の罷免（職務上の義務違反そ
の他特別調整委員たるに適しない非行があると認める場合）に関する事
項

事務次官 大臣官房人事課長

1 　法第１９条第７項の認可に関する事項 労働基準局長
2 　株式会社東日本大震災事業者再生支援機構に対する監督命令に関する

事項
労働基準局長

3 　株式会社東日本大震災事業者再生支援機構に対する報告の徴収及び立
入検査に関する事項

労働基準局長

1 　法第７条第２項に規定する委員任命に関する事項 雇用環境・均等局
長

大臣官房人事課長
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2 　法第１０条第１号に規定する委員解任に関する事項 雇用環境・均等局
長

大臣官房人事課長

3 　法第１０条第２号に規定する委員解任に関する事項 事務次官 大臣官房人事課長

1 　指定資金移動業者の指定に関する事項 労働基準局長
2 　指定資金移動業者に対する賃金の支払に関する業務の実施状況及び財

務状況に関する報告の求めに関する事項
労働基準局賃金課
長

3 　指定資金移動業者に対する必要な措置の求めに関する事項（軽易なも
のを除く。）

労働基準局長

4 　指定資金移動業者に対する必要な措置の求めに関する事項で、軽易な
もの

労働基準局賃金課
長

5 　指定資金移動業者の指定の取消しに関する事項 事務次官
6 　指定資金移動業者の指定の取消しを行った旨の公告に関する事項 労働基準局長
7 　指定の取消しを受けた資金移動業者について、なお指定資金移動業者

とみなすことに関する事項
事務次官

1 　施行規則第１条の特殊法人等の指定に関する事項 労働基準局長
2 　施行規則第４条第１項第４号の事業主の指定に関する事項 労働基準局長

1 　地域別最低賃金の決定に関する事項 労働基準局長
2 　地域別最低賃金の改正又は廃止に関する事項 労働基準局長
3 　特定最低賃金の決定に関する事項 労働基準局長
4 　特定最低賃金の改正又は廃止に関する事項 労働基準局長
5 　使用者又は労働者に対する報告の徴収に関する事項 労働基準局長
6 　都道府県労働局長が決定した最低賃金の改正又は廃止の命令に関する

事項
労働基準局長

1 　法第５条第１項及び第１１条第１項の認定に関する事項 労働基準局長
2 　法第６条第１項及び第２項（法第１１条第２項において準用する場合

を含む。）の規定による調査に関する事項
労働基準局長

3 　法第６条第３項（法第１１条第２項において準用する場合を含む。）
の却下に関する事項

労働基準局長

4 　施行規則第６条の情報提供に関する事項 労働基準局労災管
理課長
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1 　法第１２条第３項の労災保険率に関する事項 労働基準局長

1 　法第９条の勧告又は要請に関する事項 労働基準局長
2 　法第１９条の２第３項の安全管理者等に対する能力向上教育に関する

指針に係る指導等に関する事項
労働基準局長

3 　法第２８条第４項の技術上の指針又は化学物質による労働者の健康障
害を防止するための指針に係る指導等に関する事項

労働基準局長

4 　法第２８条の２第３項の化学物質等による労働者の健康障害を防止す
るため必要な措置に関する指針に係る指導等に関する事項

労働基準局長

5 　法第３８条第１項の登録製造時等検査機関の登録に関する事項 安全衛生部長
6 　法第４１条第２項の登録性能検査機関の登録に関する事項 安全衛生部長
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7 　法第４３条の２の機械等の回収等の命令に関する事項 労働基準局長
8 　法第４４条第１項の登録個別検定機関の登録に関する事項 安全衛生部長
9 　法第４４条の２第１項の登録型式検定機関の登録に関する事項 安全衛生部長
10 　法第４４条の４の型式検定合格証の失効に関する事項 労働基準局長
11 　法第４５条第４項の自主検査指針に係る指導等に関する事項 労働基準局長
12 　法第５２条（法第５３条の３、第５４条及び第５４条の２において準

用する場合を含む。）の適合命令に関する事項
労働基準局長

13 　法第５２条の２（法第５３条の３、第５４条及び第５４条の２におい
て準用する場合を含む。）の改善命令に関する事項

労働基準局長

14 　法第５２条の３において読み替えて準用する法第５２条（法第５３条
の３、第５４条及び第５４条の２において準用する場合を含む。）の適
合請求に関する事項

労働基準局長

15 　法第５２条の３において読み替えて準用する法第５２条の２（法第５
３条の３、第５４条及び第５４条の２において準用する場合を含む。）
の改善請求に関する事項

労働基準局長

16 　法第５３条第１項（法第５３条の３、第５４条及び第５４条の２にお
いて準用する場合を含む。）の登録の取消し及び業務の停止に関する事
項

事務次官

17 　法第５３条第２項（法第５３条の３、第５４条及び第５４条の２にお
いて準用する場合を含む。）の登録の取消しに関する事項

事務次官

18 　法第５３条第２項第３号（法第５３条の３、第５４条及び第５４条の
２において準用する場合を含む。）の業務の停止請求に関する事項

事務次官

19 　法第５３条第２項第４号（法第５３条の３、第５４条及び第５４条の
２において準用する場合を含む。）の立入り検査請求に関する事項

安全衛生部長

20 　法第５３条第２項第５号（法第５３条の３、第５４条及び第５４条の
２において準用する場合を含む。）の報告請求に関する事項

労働基準局長

21 　法第５４条の３第１項の検査業者の登録に関する事項 安全衛生部長
22 　法第５４条の６第１項の検査業者の登録の取消しに関する事項 労働基準局長
23 　法第５４条の６第２項の検査業者の登録の取消し及び業務の停止に関

する事項
事務次官

24 　法第５６条第１項の製造の許可に関する事項 安全衛生部長
25 　法第５６条第５項の適合命令に関する事項 労働基準局長
26 　法第５６条第６項の製造許可の取消しに関する事項 事務次官
27 　法第５７条の３第４項の化学物質等による危険性又は有害性等の調査

等に関する指針に係る指導等に関する事項
労働基準局長

28 　法第５７条の４第１項第１号及び第２号の確認に関する事項 労働基準局長
29 　法第５７条の４第４項の学識経験者に対する意見聴取及び勧告に関す

る事項
安全衛生部長

30 　法第５７条の５の化学物質の有害性の調査に係る指示に関する事項 労働基準局長

31 　法第６０条の２第３項の安全衛生教育に関する指針に係る指導等に関
する事項

労働基準局長

32 　法第６５条第４項の作業環境測定指針に係る指導等に関する事項 労働基準局長
33 　法第６６条の５第３項の健康診断結果に基づき事業者が講ずべき措置

に関する指針に係る指導等に関する事項
労働基準局長

34 　法第６６条の１０第８項の心理的な負担の程度を把握するための検査
及び面接指導の実施並びに面接指導結果に基づき事業者が講ずべき措置
に関する指針に係る指導等に関する事項

労働基準局長

35 　法第７０条の２第２項の健康保持増進のための指針に係る指導等に関
する事項

労働基準局長

36 　法第７１条の３第２項の快適な職場環境の形成のための措置に関する
指針に係る指導等に関する事項

労働基準局長

37 　法第７５条の２第１項の指定試験機関の指定に関する事項 労働基準局長
38 　法第７５条の４第１項（法第８３条の３及び第８５条の３において準

用する場合を含む。）の指定試験機関の役員の選任又は解任の認可に関
する事項

労働基準局長

39 　法第７５条の４第２項（法第８３条の３及び第８５条の３において準
用する場合を含む。）の指定試験機関の役員の解任命令に関する事項

事務次官

40 　法第７５条の５第４項（法第８３条の３において準用する場合を含
む。）の免許試験員の解任命令に関する事項

事務次官

41 　法第７５条の６第１項（法第８３条の３及び第８５条の３において準
用する場合を含む。）の試験事務規程の認可に関する事項

労働基準局長

42 　法第７５条の６第３項（法第８３条の３及び第８５条の３において準
用する場合を含む。）の試験事務規程の変更命令に関する事項

労働基準局長

43 　法第７５条の７第１項（法第８３条の３及び第８５条の３において準
用する場合を含む。）の事業計画等の認可に関する事項

安全衛生部長

44 　法第７５条の９（法第８３条の３及び第８５条の３において準用する
場合を含む。）の指定試験機関に対する監督命令に関する事項

労働基準局長

45 　法第７５条の１０（法第８３条の３及び第８５条の３において準用す
る場合を含む。）の試験事務の休廃止の許可に関する事項

労働基準局長
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46 　法第７５条の１１第１項（法第８３条の３及び第８５条の３において
準用する場合を含む。）の指定の取消しに関する事項

労働基準局長

47 　法第７５条の１１第２項（法第８３条の３及び第８５条の３において
準用する場合を含む。）の指定の取消し及び事務の停止に関する事項

事務次官

48 　法第７８条第１項の特別安全衛生改善計画の作成及び提出指示に関す
る事項

労働基準局長

49 　法第７８条第４項の特別安全衛生改善計画の変更指示に関する事項 労働基準局長

50 　法第７８条第５項の勧告に関する事項 労働基準局長
51 　法第７８条第６項の公表に関する事項 労働基準局長
52 　法第８０条第１項の安全衛生診断の勧奨に関する事項 労働基準局長
53 　法第８２条の労働安全コンサルタント試験の実施に関する事項 労働基準局長
54 　法第８２条第４項（法第８３条第２項において準用する場合を含

む。）の試験の免除に関する事項
労働基準局長

55 　法第８３条の労働衛生コンサルタント試験の実施に関する事項 労働基準局長
56 　法第８３条の２の指定コンサルタント試験機関の指定に関する事項 労働基準局長

57 　法第８４条第１項のコンサルタントの登録に関する事項 安全衛生部長
58 　法第８５条第１項のコンサルタントの登録の取消しに関する事項 労働基準局長
59 　法第８５条第２項のコンサルタントの登録の取消しに関する事項 事務次官
60 　法第８５条の２の指定登録機関の指定に関する事項 労働基準局長
61 　法第８５条の３において準用する法第７５条の１２の登録事務の実施

に関する事項
労働基準局長

62 　法第８８条第６項の工事等の差止め又は計画の変更命令に関する事項 労働基準局長

63 　法第８８条第７項の発注者に対する勧告又は要請に関する事項 労働基準局長
64 　法第８９条第１項の審査に関する事項 安全衛生部長
65 　法第８９条第３項の勧告又は要請に関する事項 労働基準局長
66 　法第９５条第３項の労働衛生指導医の任命に関する事項 安全衛生部長
67 　法第９６条第３項の登録製造時等検査機関等への立入検査等に関する

事項
安全衛生部長

68 　法第９６条の２第１項から第３項までの研究所による労働災害の原因
の調査等の実施に関する事項

労働基準局長

69 　法第１００条の事業者等に対する報告の徴収及び出頭命令に関する事
項

労働基準局長

70 　法第１０８条の２の疫学的調査等の実施に関する事項 労働基準局長
71 　施行令第１８条の４の確認に関する事項 安全衛生部化学物

質対策課長

72 　労働安全衛生規則第１４条第２項第１号又は第２号の指定に関する事
項

労働基準局長

73 　労働安全衛生規則第３４条の７の確認の取消しに関する事項 事務次官
74 　労働安全衛生規則第９３条の審査委員の指名に関する事項 安全衛生部長
75 　労働安全衛生規則別表第９の登録に関する事項 安全衛生部長
76 　外国検査機関の指定に関する事項 安全衛生部長
77 　ボイラー及び圧力容器安全規則第２５条第３項の登録に関する事項 安全衛生部長

78 　電離放射線障害防止規則第９条第２項（同令第６２条において準用す
る場合を含む。）、第５７条又は第６１条の２（同令第６２条において
準用する場合を含む。）の指定に関する事項

労働基準局長

79 　電離放射線障害防止規則第３７条第２項（同令第４１条の９において
準用する場合を含む。）の承認に関する事項

労働基準局長

80 　労働安全衛生法及びこれに基づく命令に係る登録及び指定に関する省
令第１条の２の２２、第１条の２の３７、第２５条の３の９、第２５条
の２６、第１０２条又は第１１６条の勧告に関する事項

労働基準局長

81 　労働安全衛生法及びこれに基づく命令に係る登録及び指定に関する省
令第１条の２の２４第１項、第１条の２の３９第１項、第１条の２３第
１項、第２５条の３の１１第１項、第２５条の２８第１項、第１０４条
第１項又は第１１８条第１項の指定の取消しに関する事項

労働基準局長

82 　労働安全衛生法及びこれに基づく命令に係る登録及び指定に関する省
令第１条の２の２４第２項、第１条の２の３９第２項、第２５条の３の
１１第２項、第２５条の２８第２項、第１０４条第２項又は第１１８条
第２項の指定の取消し及び業務の停止に関する事項

事務次官

83 　労働安全衛生法及びこれに基づく命令に係る登録及び指定に関する省
令第１条の２の２６、第１条の２の４１、第１９条の２４の２の１４、
第１９条の２４の１５、第２５条の３の１３、第２５条の１８、第２５
条の３０、第６６条、第１０６条又は第１２０条の報告の徴収に関する
事項

労働基準局長

84 　労働安全衛生法及びこれに基づく命令に係る登録及び指定に関する省
令第１条の２の３０第１項の承認に関する事項

労働基準局長

85 　労働安全衛生法及びこれに基づく命令に係る登録及び指定に関する省
令第１９条の２４の２の３の登録に関する事項

安全衛生部長
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86 　労働安全衛生法及びこれに基づく命令に係る登録及び指定に関する省
令第１条の２の４４の１２、第１条の２１、第１９条の２４の２の１
０、第１９条の２４の１１、第２５条の１３又は第６２条の適合命令又
は適合請求に関する事項

労働基準局長

87 　労働安全衛生法及びこれに基づく命令に係る登録及び指定に関する省
令第１条の２の４４の１３、第１条の２２、第１９条の２４の２の１
１、第１９条の２４の１２、第２５条の１４又は第６３条の改善命令又
は改善請求に関する事項

労働基準局長

88 　労働安全衛生法及びこれに基づく命令に係る登録及び指定に関する省
令第１条の２の４４の１４、第１９条の２４の２の１２、第１９条の２
４の１３、第２５条の１５又は第６４条の登録の取消し及び業務の停止
に関する事項

事務次官

89 　労働安全衛生法及びこれに基づく命令に係る登録及び指定に関する省
令第１条の２３第２項の指定の取消しに関する事項

事務次官

90 　労働安全衛生法及びこれに基づく命令に係る登録及び指定に関する省
令第１条の２３第２項第６号の業務の停止請求に関する事項

事務次官

91 　労働安全衛生法及びこれに基づく命令に係る登録及び指定に関する省
令第１条の２３第２項第７号の立入り検査請求に関する事項

安全衛生部長

92 　労働安全衛生法及びこれに基づく命令に係る登録及び指定に関する省
令第１条の２３第２項第８号の報告請求に関する事項

労働基準局長

93 　労働安全衛生法及びこれに基づく命令に係る登録及び指定に関する省
令第２５条の３の２の指定に関する事項

労働基準局長

94 　労働安全コンサルタント及び労働衛生コンサルタント規則第２条第７
号又は第１１条第１０号の登録に関する事項

安全衛生部長

95 　労働安全コンサルタント及び労働衛生コンサルタント規則第９条（同
令第１５条において準用する場合を含む。）のコンサルタント試験の合
格の取消し等に関する事項

労働基準局長

96 　労働安全コンサルタント及び労働衛生コンサルタント規則第１３条第
１項の表第十一条第二号又は第三号に掲げる者の項の指定に関する事項

労働基準局長

97 　粉じん障害防止規則第２６条第３項の登録に関する事項 安全衛生部長
98 　東日本大震災により生じた放射性物質により汚染された土壌等を除染

するための業務等に係る電離放射線障害防止規則第６条第２項、第２１
条、第２５条の５第２項、第２５条の９、第２７条第１項又は第２８条
第１項の指定に関する事項

労働基準局長

99 　建築物石綿含有建材調査者講習の登録に関する事項 安全衛生部長
100 　建築物石綿含有建材調査者講習実施機関に対する適合勧告に関する事

項
労働基準局長

101 　建築物石綿含有建材調査者講習実施機関に対する改善勧告に関する事
項

労働基準局長

102 　建築物石綿含有建材調査者講習の登録の取消し及び事務の停止に関す
る事項

事務次官

103 　建築物石綿含有建材調査者講習実施機関に対する報告の徴収に関する
事項

労働基準局長

1 　法第３条第２項ただし書の指定に関する事項 労働基準局長
2 　法第５条又は第４４条の登録講習機関の登録に関する事項 安全衛生部長
3 　法第９条第３項（法第３４条第２項において準用する場合を含む。）

の登録及び登録の拒否に関する事項
労働基準局長

4 　法第１２条第１項の作業環境測定士の登録の取消しに関する事項 労働基準局長
5 　法第１２条第２項（法第３４条第２項において準用する場合を含

む。）の登録の取消し等に関する事項
事務次官

6 　法第１３条（法第３４条第２項において準用する場合を含む。）の登
録の消除に関する事項

労働基準局長

7 　法第１４条の作業環境測定士試験の実施に関する事項 労働基準局長
8 　法第１７条の作業環境測定士試験の合格の取消し又は受験の禁止に関

する事項
労働基準局長

9 　法第２０条第１項の指定試験機関の指定に関する事項 労働基準局長
10 　法第２３条第１項（法第３２条の２第４項において準用する場合を含

む。）の役員の選任又は解任の認可に関する事項
労働基準局長

11 　法第２３条第２項（法第３２条の２第４項において準用する場合を含
む。）の役員の解任命令に関する事項

事務次官

12 　法第２４条第４項の作業環境測定士の解任命令に関する事項 事務次官
13 　法第２５条第１項（法第３２条の２第４項において準用する場合を含

む。）の試験事務規程の認可に関する事項
労働基準局長

14 　法第２５条第２項（法第３２条の２第４項において準用する場合を含
む。）の試験事務規程の変更命令に関する事項

労働基準局長

15 　法第２６条第１項（法第３２条の２第４項において準用する場合を含
む。）の事業計画等の認可に関する事項

安全衛生部長

16 　法第２８条（法第３２条の２第４項において準用する場合を含む。）
の監督命令に関する事項

労働基準局長

17 　法第２９条第１項（法第３２条の２第４項において準用する場合を含
む。）の試験事務の休廃止の許可に関する事項

労働基準局長
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18 　法第３０条第１項（法第３２条の２第４項において準用する場合を含
む。）の指定の取消し及び業務の停止に関する事項

事務次官

19 　法第３２条第３項において準用する労働安全衛生法第５２条の登録講
習機関に対する適合命令に関する事項

労働基準局長

20 　法第３２条第３項において準用する労働安全衛生法第５２条の２の登
録講習機関に対する改善命令に関する事項

労働基準局長

21 　法第３２条第３項において準用する労働安全衛生法第５３条の登録講
習機関の登録の取消し及び業務の停止に関する事項

事務次官

22 　法第３２条の２の指定登録機関の指定に関する事項 労働基準局長
23 　法第３３条第１項の作業環境測定機関の登録に関する事項 安全衛生部長
24 　法第３４条の２第２項の作業環境測定機関の業務規程の変更命令に関

する事項
労働基準局長

25 　法第３５条の３の作業環境測定機関の登録の取消し等に関する事項 労働基準局長

26 　法第４１条の作業環境測定機関等への立入検査等に関する事項 労働基準局長
27 　法第４２条の報告の徴収及び出頭命令に関する事項 労働基準局長
28 　施行規則第２条第３号の機器の認定に関する事項 労働基準局長
29 　施行規則第３条第２項第１号の指定測定機関の指定に関する事項 労働基準局長
30 　施行規則第５条第１項の作業環境測定士の資格の認定に関する事項 労働基準局長

31 　施行規則第５条の２の大学等の登録に関する事項 安全衛生部長
32 　施行規則第５条の１０又は第１７条の１１の適合命令に関する事項 労働基準局長

33 　施行規則第５条の１１又は第１７条の１２の改善命令に関する事項 労働基準局長

34 　施行規則第５条の１２の登録の取消しに関する事項 事務次官
35 　施行規則第５条の１３又は第１７条の１５の報告の徴収に関する事項 労働基準局長

36 　施行規則第１７条第２号又は第１６号の登録に関する事項 安全衛生部長
37 　施行規則第１７条の１３の登録の取消し又は業務の停止に関する事項 事務次官

1 　法第２条第２項の指定業種の指定に関する事項 労働基準局長
2 　法第２１条第２項（法第４６条第２項において準用する場合を含

む。）の中央協会又は協会の定款の変更の認可に関する事項で、重要な
もの

事務次官

3 　法第２１条第２項（法第４６条第２項において準用する場合を含
む。）の中央協会又は協会の定款の変更の認可に関する事項（重要なも
のを除く。）

安全衛生部長

4 　法第３３条（法第５０条において準用する場合を含む。）の中央協会
又は協会が解散した場合の清算人の選任に関する事項

事務次官

5 　法第３４条（法第５０条において準用する場合を含む。）の中央協会
又は協会の解散に伴う財産処分の方法の認可に関する事項

事務次官

6 　法第３６条第３項の要請に関する事項 労働基準局長
7 　法第３８条第１項の労働災害防止規程の認可に関する事項で、重要な

もの
事務次官

8 　法第３８条第１項の労働災害防止規程の認可に関する事項（重要なも
のを除く。）

労働基準局長

9 　法第３８条第３項の労働災害防止規程の変更命令及び認可の取消しに
関する事項で、重要なもの

事務次官

10 　法第３８条第３項の労働災害防止規程の変更命令及び認可の取消しに
関する事項（重要なものを除く。）

労働基準局長

11 　法第５３条第１項の是正勧告に関する事項 事務次官

1 　法第２４条第２項の要請に関する事項 労働基準局長
2 　法第３９条第２項の協会の定款の変更の認可に関する事項で、重要な

もの
事務次官

3 　法第３９条第２項の協会の定款の変更の認可に関する事項（重要なも
のを除く。）

安全衛生部長

4 　法第５２条の協会が解散した場合の清算人の選任に関する事項 事務次官
5 　法第５３条の協会の解散に伴う財産処分の方法の認可に関する事項 事務次官

6 　法第５７条第１項の是正勧告に関する事項 事務次官

1 　法第１３条第２項（法第１５条第３項、第１６条第２項及び第１６条
の２第２項において準用する場合を含む。）のじん肺管理区分の決定処
分に対する不服の申立ての裁決に関する事項（重要なもの及び軽易なも
のを除く。）

事務次官

2 　法第１３条第２項（法第１５条第３項、第１６条第２項及び第１６条
の２第２項において準用する場合を含む。）のじん肺管理区分の決定処
分に対する不服の申立ての裁決に関する事項で、軽易なもの

労働基準局長

3 　法第３３条第２項の粉じん対策指導委員の任命に関する事項 安全衛生部長
4 　法第３９条第４項の中央じん肺診査医の任命に関する事項 安全衛生部長
5 　法第３９条第４項の地方じん肺診査医の任命に関する事項 安全衛生部長
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6 　施行規則第２９条の転換手当の免除に関する事項 労働基準局長
7 　施行規則第３７条第２項の事業者に対する報告の要求に関する事項 労働基準局長

1 　積立金の処分の承認に関する事項 労働基準局長 大臣官房会計課長
2 　長期借入金及び債券の発行の認可に関する事項 労働基準局長 大臣官房会計課長
3 　債券の発行に関する事務の委託の認可に関する事項 労働基準局長 大臣官房会計課長
4 　償還計画の認可に関する事項 労働基準局長 大臣官房会計課長
5   緊急の必要がある場合の要求に関する事項 安全衛生部長
6   貸付・助成業務の金融機関への委託 労働基準局長 大臣官房会計課長
7 　受託機関に対する報告の徴収 安全衛生部長
8 　施設の処分に伴い減資すべき額の定めに関する事項 労働基準局長 大臣官房会計課長
9 　政府から出資された資産についての評価委員の任命に関する事項 安全衛生部長
10 　独立行政法人通則法第８条第３項の重要な財産の指定に関する事項 労働基準局長 大臣官房会計課長

11 　特定償却資産の指定に関する事項 労働基準局長 大臣官房会計課長
12 　譲渡差額を損益計算上の損益に計上しない譲渡取引の指定に関する事

項
労働基準局長 大臣官房会計課長

13 　対応する収益の獲得が予定されない資産除去債務に係る除去費用等の
指定に関する事項

労働基準局長 大臣官房会計課長

14 　独立行政法人通則法第４８条の重要な財産の指定に関する事項 労働基準局長 大臣官房会計課長
15 　納付算定対象額の計算に当たって控除する額の決定に関する事項 労働基準局長 大臣官房会計課長
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1 　厚生労働大臣の所管に属する物品の指定に関する事項 労働基準局長
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1 　損害賠償が行われた際の労災保険給付の支給調整に関する基準に関す
る事項

労働基準局長

1 　法第８条第２項及び第４２条第２項の共済契約者が中小企業者でない
事業主となったときの継続加入の承認に関する事項

雇用環境・均等局
長

2 　法第８条第３項第２号、第４１条第７項及び第４２条第３項第２号の
掛金の納付を継続することが著しく困難であることの認定に関する事項

雇用環境・均等局
長

3 　法第１０条第５項（法第５１条において準用する場合を含む。）の退
職金減額支給の認定に関する事項

雇用環境・均等局
長

4 　法第１８条、第４６条第１項第１号並びに第５５条第１項第１号及び
第４項の退職事由の認定に関する事項

雇用環境・均等局
長

5 　従前の積立事業の適合の認定に関する事項 雇用環境・均等局
長

6 　特定業種退職金共済規程の変更の認可に関する事項 雇用環境・均等局
長

大臣官房会計課長

7 　勤労者財産形成促進法第９条第１項に掲げる業務の金融機関への委託
の認可に関する事項

雇用環境・均等局
長

大臣官房会計課長

8 　長期借入金及び債券の発行の認可に関する事項 雇用環境・均等局
長

大臣官房会計課長

9 　短期借入金の認可に関する事項 雇用環境・均等局
長

大臣官房会計課長

10 　長期借入金及び債券に係る事務の金融機関への委託の認可に関する事
項

雇用環境・均等局
長

大臣官房会計課長

11 　償還計画の認可に関する事項 雇用環境・均等局
長

大臣官房会計課長

12 　余裕金に係る有価証券の取得、金融機関及び不動産の取得の指定に関
する事項

雇用環境・均等局
長

大臣官房会計課長
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13 　勤労者財産形成促進法第９条第１項に掲げる業務の受託金融機関に対
する報告の徴収及び立入検査に関する事項

雇用環境・均等局
長

大臣官房会計課長

14 　独立行政法人通則法第８条第３項の重要な財産の指定に関する事項 雇用環境・均等局
長

大臣官房会計課長

15 　償却資産の指定に関する事項 雇用環境・均等局
長

大臣官房会計課長

16 　譲渡差額を損益計算上の損益に計上しない譲渡取引の指定に関する事
項

雇用環境・均等局
長

大臣官房会計課長

17 　対応する収益の獲得が予定されない資産除去債務に係る除去費用等の
指定に関する事項

雇用環境・均等局
長

大臣官房会計課長

18 　独立行政法人通則法第４８条の重要な財産の指定に関する事項 雇用環境・均等局
長

大臣官房会計課長

19 　責任準備金の額の算定に関する事項 雇用環境・均等局
長

大臣官房会計課長

20 　納付算定対象額の計算に当たって控除する額の決定に関する事項 雇用環境・均等局
長

大臣官房会計課長

1 　労働者協同組合連合会の一時役員の選任に関する事項 雇用環境・均等局
長

2 　労働者協同組合連合会の会員による臨時総会の招集の承認に関する事
項

雇用環境・均等局
長

3 　休眠労働者協同組合連合会に対する公告に関する事項 雇用環境・均等局
長

4 　労働者協同組合連合会に対する報告の徴収に関する事項 雇用環境・均等局
長

5 　労働者協同組合連合会に対する立入検査に関する事項 雇用環境・均等局
長

6 　労働者協同組合連合会に対する措置命令に関する事項で、重要なもの 事務次官

7 　労働者協同組合連合会に対する措置命令に関する事項（重要なものを
除く。）

雇用環境・均等局
長

8 　労働者協同組合連合会に対する業務停止命令、役員改選命令に関する
事項

事務次官

9 　労働者協同組合連合会に対する解散命令に関する事項 事務次官
10 　労働者協同組合連合会の役員等について行う警察庁長官への意見聴取

に関する事項
雇用環境・均等局
勤労者生活課長

11 　法第１３０条の指針の策定及び変更に関する事項（重要なもの及び軽
易なものを除く。）

事務次官

12 　法第１３０条の指針の策定及び変更に関する事項で、軽易なもの 雇用環境・均等局
長

大臣官房総務課長

1 　共済事業の認可に関する事項 雇用環境・均等局
長

2 　理事が他の共済団体又は会社の常務に従事する場合の承認に関する事
項

雇用環境・均等局
長

3 　他の事業を行う場合の承認に関する事項 雇用環境・均等局
長

4 　特定関係者との間の取引等の承認に関する事項 事務次官
5 　子会社保有の承認に関する事項 雇用環境・均等局

長

6 　業務報告書の提出期限の延期に関する事項 雇用環境・均等局
長

7 　業務及び財務の状況を記載した説明書類の縦覧開始期限の延長に係る
承認に関する事項

雇用環境・均等局
長

8 　区分経理等に係る禁止行為の解除の承認に関する事項 雇用環境・均等局
長

9 　価格変動準備金の不積立て・取崩しの認可に関する事項 雇用環境・均等局
長

10 　共済事業の種類等の変更に関する事項 雇用環境・均等局
長

11 　共済規程に定めた事項の変更に関する事項 雇用環境・均等局
長

12 　定款の変更についての社員総会又は評議員会の決議に対する認可に関
する事項

雇用環境・均等局
長

13 　共済団体等に対する報告又は資料の提出の求めに関する事項 雇用環境・均等局
長

14 　共済団体の事務所等への立入検査等に関する事項 雇用環境・均等局
長

15 　共済規程に定めた事項の変更命令に関する事項 雇用環境・均等局
長

16 　共済団体への措置命令（業務停止命令を除く。）に関する事項 雇用環境・均等局
長

17 　共済団体への業務停止命令に関する事項 事務次官
18 　共済事業の認可の取消し等に関する事項 事務次官
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19 　共済契約管理団体に対する報告又は資料の提出の求めに関する事項 雇用環境・均等局
長

20 　共済契約管理団体の事務所等への立入検査等に関する事項 雇用環境・均等局
長

21 　共済契約管理団体への措置命令（業務停止命令を除く。）に関する事
項

雇用環境・均等局
長

22 　共済契約管理団体への業務停止命令に関する事項 事務次官
23 　共済契約管理団体の廃止等に関する事項 事務次官
24 　共済契約管理団体の共済事業に係る事業の譲渡又は譲受けの認可に関

する事項
雇用環境・均等局
長

25 　共済契約管理団体の業務及び財産の管理の委託の認可に関する事項 雇用環境・均等局
長

26 　共済契約管理団体の管理委託契約の変更又は解除に関する事項 雇用環境・均等局
長

27 　共済契約管理団体の合併の認可に関する事項 雇用環境・均等局
長

28 　共済契約の移転の認可に関する事項 雇用環境・均等局
長

29 　共済団体の事業の譲渡又は譲受けの認可に関する事項 雇用環境・均等局
長

30 　業務及び財産の管理の委託の認可に関する事項 雇用環境・均等局
長

31 　管理委託契約の変更又は解除に関する事項 雇用環境・均等局
長

32 　共済団体の解散等の認可に関する事項 雇用環境・均等局
長

33 　共済団体の合併の認可に関する事項 雇用環境・均等局
長

34 　清算人の選任及び解任に関する事項 事務次官
35 　清算に係る債務の弁済の許可に関する事項 雇用環境・均等局

長

36 　清算共済団体への措置命令に関する事項 雇用環境・均等局
長

37 　共済代理店への立入検査等に関する事項 雇用環境・均等局
長

38 　共済代理店への業務改善命令に関する事項 事務次官
39 　共済代理店への共済募集の停止命令に関する事項 事務次官
40 　法において準用する保険業法の規定による認可等に条件を付し、又は

変更することに関する事項
雇用環境・均等局
長

41 　共済事業と実質的に同一のものである特定保険業を行う者に係る経過
措置に関する事項

雇用環境・均等局
長

1 　法第３１条の定款変更等の認可に関する事項 雇用環境・均等局
長

2 　兼職の認可に関する事項 雇用環境・均等局
長

3 　法第５８条の２第２項の業務の認可に関する事項 雇用環境・均等局
長

4 　認可対象会社を子会社とすることの認可に関する事項 雇用環境・均等局
長

5 　引き続き子会社とすることの認可に関する事項 雇用環境・均等局
長

6 　法第５８条の４第２項（法第５８条の６第３項において準用する場合
を含む。）の株式取得の承認に関する事項

雇用環境・均等局
長

7 　法第５８条の５第３項の子会社とすることの認可に関する事項 雇用環境・均等局
長

8 　合併等の認可に関する事項 事務次官
9 　法第８９条の３の労働金庫代理業の許可に関する事項 雇用環境・均等局

長

10 　法第９１条の３の承認に関する事項 雇用環境・均等局
長

11 　法第９４条において準用する銀行法第１３条第１項の同一人に対する
信用の供与の制限を受けない旨の承認に関する事項

事務次官

12 　法第９４条において準用する銀行法第１３条の２の特定関係者との間
の取引等の承認に関する事項

事務次官

13 　法第９４条において準用する銀行法第１４条の２の経営の健全性の基
準に関する事項

事務次官

14 　法第９４条において準用する銀行法第４４条の清算人の任免に関する
事項

事務次官

15 　法第９４条において準用する銀行法第４６条第２項の清算手続等にお
ける意見に関する事項

事務次官

16 　法第９４条において準用する銀行法第５２条の４２の業務の範囲の承
認に関する事項

雇用環境・均等局
長
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1 　法第２条第４項第２号の事由の認可に関する事項 雇用環境・均等局
長

1 　法第６条の２第１項の勤労者財産形成給付金契約の承認に関する事項 雇用環境・均等局
長

2 　法第６条の３第２項及び第３項の勤労者財産形成基金契約の承認に関
する事項

雇用環境・均等局
長

3 　法第７条の９の基金の設立の認可に関する事項 雇用環境・均等局
長

4 　法第７条の１１第３項の基金の規約の変更の認可に関する事項 雇用環境・均等局
長

5 　法第７条の２４第２項の基金の合併の認可に関する事項 雇用環境・均等局
長

6 　法第７条の２６第２項の基金の解散の認可に関する事項 雇用環境・均等局
長

7 　法第１４条第１項の事務代行団体の指定に関する事項 雇用環境・均等局
長

8 　施行規則第２４条の４（施行規則第２４条の５第２項において準用す
る場合を含む。）の登録福利厚生会社の登録に関する事項

雇用環境・均等局
長

9 　施行規則第２４条の９の登録福利厚生会社に対する適合命令に関する
事項

雇用環境・均等局
長

10 　施行規則第２４条の１０の登録福利厚生会社の登録の取消し又は業務
の停止の命令に関する事項

事務次官

11 　施行規則第２４条の１１の登録福利厚生会社に対する報告の徴収に関
する事項

事務次官

1 　大規模雇用開発計画の認定に関する事項 職業安定局長
2 　法第２５条第１項の厚生労働大臣が認める地域に関する事項 職業安定局長
3 　法第６０条の２第１項に規定する教育訓練給付金制度における講座の

指定に関する事項
人材開発統括官 職業安定局長

4 　法第６０条の２第１項に規定する教育訓練給付金制度における講座の
指定の取消しに関する事項

人材開発統括官 職業安定局長

1 　法第２９条の届出に係る情報の提供に関する事項 職業安定局長
2 　法第３０条第１項の法務大臣の連絡又は協力に関する事項 職業安定局長
3 　法第３３条第１項の助言、指導及び勧告に関する事項 雇用環境・均等局

長、職業安定局長
又は人材開発統括
官

4 　法第３３条第２項の勧告に従わない事業主の公表に関する事項 雇用環境・均等局
長

5 　法第３４条第１項の報告の徴収、立入り、質問及び帳簿書類の検査に
関する事項

職業安定局長

6 　法第３５条の事業主に対する資料の提出及び説明の請求に関する事項 雇用環境・均等局
長、職業安定局長
又は人材開発統括
官

大臣官房総務課長

7 　法第３６条第１項の報告の請求に関する事項 雇用環境・均等局
長

1 　有料職業紹介事業又は無料職業紹介事業の許可及びその更新に関する
事項

職業安定局長

2 　手数料表の変更命令に関する事項 職業安定局長
3 　有料職業紹介事業又は無料職業紹介事業の許可の取消し並びに事業の

停止及び廃止に関する事項
職業安定局長又は
人材開発統括官
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4 　有料職業紹介事業及び無料職業紹介事業において取り扱うべき職種の
範囲等の限定に関する事項

職業安定局長又は
人材開発統括官

5 　職業紹介事業者に対する職業紹介の範囲等に係る指導、助言及び勧告
に関する事項

職業安定局長又は
人材開発統括官

6 　委託募集の許可に関する事項 職業安定局長
7 　募集受託者に対する報酬の額の認可に関する事項 職業安定局長
8 　法第３７条第１項の労働者の募集の制限に関する事項 事務次官
9 　法第３７条第２項の労働者の募集の指示に関する事項 職業安定局長
10 　委託募集の許可の取消し並びに業務の停止及び廃止に関する事項 職業安定局長
11 　特定募集情報等提供事業の全部又は一部の停止に関する事項 職業安定局長
12 　労働者供給事業の許可及びその更新に関する事項 職業安定局長
13 　労働者供給事業の許可の取消し及び事業の停止に関する事項 職業安定局長
14 　職業紹介事業者、求人者、労働者の募集を行う者、募集受託者、募集

情報等提供事業を行う者、労働者供給事業者及び労働者供給を受けよう
とする者に対する指導及び助言に関する事項（軽易なものを除く。）

職業安定局長又は
人材開発統括官

15 　職業紹介事業者、求人者、労働者の募集を行う者、募集受託者、募集
情報等提供事業を行う者、労働者供給事業者及び労働者供給を受けよう
とする者に対する指導及び助言に関する事項で、軽易なもの

職業安定局需給調
整事業課長又は人
材開発統括官付参
事官（若年者・
キャリア形成支援
担当）

16 　職業紹介事業者、労働者の募集を行う者、募集受託者、募集情報等提
供事業を行う者及び労働者供給事業者に対する改善命令に関する事項

職業安定局長又は
人材開発統括官

17 　求人者及び労働者供給を受けようとする者に対する勧告に関する事項 職業安定局長

18 　改善命令又は勧告に従わない労働者の募集を行う者、求人者及び労働
者供給を受けようとする者の公表に関する事項

職業安定局長

19 　労働者を雇用する者に対する報告の徴収に関する事項 職業安定局長又は
人材開発統括官

20 　職業紹介事業を行う者（法第２９条第１項の規定により無料の職業紹
介事業を行う場合における特定地方公共団体を除く。）、求人者、労働
者の募集を行う者、募集受託者、募集情報等提供事業を行う者（募集情
報等提供事業を行う場合における地方公共団体を除く。）、労働者供給
事業を行う者又は労働者供給を受けようとする者に対する報告の徴収に
関する事項（軽易なものを除く。）

職業安定局長又は
人材開発統括官

21 　職業紹介事業を行う者（法第２９条第１項の規定により無料の職業紹
介事業を行う場合における特定地方公共団体を除く。）、求人者、労働
者の募集を行う者、募集受託者、募集情報等提供事業を行う者（募集情
報等提供事業を行う場合における地方公共団体を除く。）、労働者供給
事業を行う者又は労働者供給を受けようとする者に対する報告の徴収に
関する事項で、軽易なもの

職業安定局需給調
整事業課長又は人
材開発統括官付参
事官（若年者・
キャリア形成支援
担当）

22 　職業紹介事業を行う者（法第２９条第１項の規定により無料の職業紹
介事業を行う場合における特定地方公共団体を除く。）、求人者、労働
者の募集を行う者、募集受託者、募集情報等提供事業を行う者（募集情
報等提供事業を行う場合における地方公共団体を除く。）、労働者供給
事業を行う者又は労働者供給を受けようとする者に対する立入検査に関
する事項

職業安定局長又は
人材開発統括官

23 　雇入方法等の指導に関する事項 職業安定局長又は
人材開発統括官

1 　法第１７条の認定事業主の認定の取消しに関する事項 事務次官
2 　法第１８条第２項の承認中小事業主団体が、厚生労働省令で定める基

準に適合する旨の承認に関する事項
人材開発統括官

3 　法第１８条第３項の承認中小事業主団体の承認の取消しに関する事項 事務次官

4 　法第１８条第７項の承認中小事業主団体に対する報告の徴収に関する
事項

人材開発統括官

5 　法第２８条の事業主及び職業紹介事業者等に対する報告の徴収並びに
助言、指導及び勧告に関する事項

職業安定局長又は
人材開発統括官

6 　法第３０条第３項の法の施行に関する都道府県知事からの必要な調査
報告の徴収に関する事項

職業安定局長又は
人材開発統括官

1 　労働者派遣事業の許可及びその更新に関する事項 職業安定局長
2 　派遣元事業主に対する許可の取消しに関する事項 職業安定局長
3 　派遣元事業主に対する事業停止命令に関する事項 職業安定局長
4 　労働者派遣をする事業主及び派遣先に対する指導及び助言に関する事

項（軽易なものを除く。）
職業安定局長

5 　労働者派遣をする事業主及び派遣先に対する指導及び助言に関する事
項で、軽易なもの

職業安定局需給調
整事業課長

6 　派遣元事業主に対する勧告に関する事項 職業安定局長
7 　派遣元事業主に対する指示に関する事項 職業安定局長
8 　派遣元事業主に対する改善命令に関する事項 職業安定局長
9 　派遣元事業主に対する労働者派遣の停止命令に関する事項 職業安定局長
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10 　法第４０条の８第１項の助言に関する事項 職業安定局長
11 　法第４０条の８第２項の助言、指導又は勧告に関する事項 職業安定局長
12 　法第４０条の８第３項の公表に関する事項 職業安定局長
13 　法第４９条の２第１項の勧告に関する事項 職業安定局長
14 　法第４９条の２第２項の公表に関する事項 職業安定局長
15 　労働者派遣事業を行う事業主及び派遣先に対する報告の徴収に関する

事項（軽易なものを除く。）
職業安定局長

16 　労働者派遣事業を行う事業主及び派遣先に対する報告の徴収に関する
事項で、軽易なもの

職業安定局需給調
整事業課長

17 　労働者派遣事業を行う事業主及び派遣先に対する立入検査に関する事
項

職業安定局長

18 　労働者派遣事業適正運営協力員の委嘱に関する事項 職業安定局長
19 　労働者派遣事業の適切な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する

法律等の一部を改正する法律（平成２７年法律第７３号）附則第６条第
４項の旧特定派遣元事業主に対する事業廃止命令に関する事項

職業安定局長

20 　労働者派遣事業の適切な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する
法律等の一部を改正する法律附則第６条第５項の旧特定派遣元事業主に
対する事業停止命令に関する事項

職業安定局長

1 　介護労働安定センターの指定に関する事項 人材開発統括官 職業安定局長
2 　介護労働安定センターの業務規程の認可に関する事項 人材開発統括官 職業安定局長
3 　介護労働安定センターの業務規程の変更命令に関する事項 人材開発統括官 職業安定局長
4 　介護労働安定センターの事業計画書等の認可に関する事項 人材開発統括官 職業安定局長
5 　介護労働安定センターの事業報告書等の承認に関する事項 人材開発統括官 職業安定局長
6 　介護労働安定センターの役員の選任又は解任の認可に関する事項 人材開発統括官 職業安定局長
7 　介護労働安定センターの役員の解任命令に関する事項 事務次官
8 　介護労働安定センターに対する報告の徴収及び立入検査に関する事項 人材開発統括官 職業安定局長

9 　介護労働安定センターに対する監督命令に関する事項 人材開発統括官 職業安定局長
10 　介護労働安定センターの指定の取消し及び業務の停止に関する事項 事務次官

11 　介護労働安定センターの予算の流用又は予備費の使用の承認に関する
事項

人材開発統括官 職業安定局長

12 　介護労働安定センターの予算の繰越しの承認に関する事項 人材開発統括官 職業安定局長
13 　介護労働安定センターの会計規程の基本的事項の承認に関する事項 人材開発統括官 職業安定局長及び

大臣官房会計課長

1 　法第８条第２項の勧告に関する事項 職業安定局長
2 　法第９条の報告の徴収に関する事項 職業安定局長

1 　法第４条第４項（法第５条第３項において準用する場合を含む。）の
厚生労働大臣の同意に関する事項

職業安定局総務課
人材確保支援総合
企画室長

2 　法第１３条第２項の厚生労働大臣の承認に関する事項 職業安定局長
3 　法第１３条第３項の承認の取消しに関する事項 事務次官
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4 　法第１３条第７項の報告の徴収に関する事項 職業安定局長

1 　法第４条の勧告及び要請に関する事項 職業安定局長
2 　実施計画の認定及びその変更の認定に関する事項 職業安定局長
3 　実施計画の認定の取消しに関する事項 職業安定局長
4 　建設業務有料職業紹介事業の許可及びその更新に関する事項 職業安定局長
5 　手数料表の変更命令に関する事項 職業安定局長
6 　建設業務有料職業紹介事業の許可の取消し及び事業の停止に関する事

項
職業安定局長

7 　建設業務労働者就業機会確保事業の許可及びその更新に関する事項 職業安定局長

8 　建設業務労働者就業機会確保事業の許可の取消し及び事業の停止に関
する事項

職業安定局長

1 　港湾労働者派遣事業の許可及びその更新に関する事項 職業安定局長
2 　派遣事業対象業務の種類の変更の許可に関する事項 職業安定局長
3 　港湾労働者派遣事業の許可の取消し及び事業の停止に関する事項 職業安定局長
4 　港湾労働者雇用安定センターの指定に関する事項 職業安定局長
5 　港湾労働者雇用安定センターの業務規程の認可に関する事項 職業安定局長
6 　港湾労働者雇用安定センターの業務規程の変更命令に関する事項 職業安定局長
7 　港湾労働者雇用安定センターの事業計画書等の認可に関する事項 職業安定局長
8 　港湾労働者雇用安定センターの事業報告書等の承認に関する事項 職業安定局長
9 　港湾労働者雇用安定センターの役員の選任又は解任の認可に関する事

項
職業安定局長

10 　港湾労働者雇用安定センターの役員の解任命令に関する事項 事務次官
11 　港湾労働者雇用安定センターに対する報告の徴収及び立入検査に関す

る事項
職業安定局長

12 　港湾労働者雇用安定センターに対する監督命令に関する事項 職業安定局長
13 　港湾労働者雇用安定センターの指定の取消し及び業務の停止に関する

事項
事務次官

14 　港湾労働者雇用安定センターの予算の流用又は予備費の使用の承認に
関する事項

職業安定局長

15 　港湾労働者雇用安定センターの予算の繰越しの承認に関する事項 職業安定局長
16 　港湾労働者雇用安定センターの会計規程の基本的事項の承認に関する

事項
職業安定局長 大臣官房会計課長

1 　法第２５条第８項の認可に関する事項 職業安定局長
2 　株式会社地域経済活性化支援機構に対する監督命令に関する事項 職業安定局長
3 　株式会社地域経済活性化支援機構に対する報告の徴収及び立入検査に

関する事項
職業安定局長

1 　機構の資本金に対する出資の追加に関する事項 職業安定局長 大臣官房会計課長
2 　金融機関等に対する業務委託の認可に関する事項 職業安定局長 大臣官房会計課長
3 　積立金の処分の承認に関する事項 職業安定局長 大臣官房会計課長
4 　緊急の必要がある場合の要求に関する事項 職業安定局長
5 　受託法人等に対する報告の徴収及び立入検査に関する事項 職業安定局長
6 　独立行政法人通則法第８条第３項の重要な財産の指定に関する事項 職業安定局長 大臣官房会計課長

7 　共通経費の配賦基準の承認に関する事項 職業安定局長 大臣官房会計課長
8 　償却資産の指定に関する事項 職業安定局長 大臣官房会計課長
9 　譲渡差額を損益計算上の損益に計上しない譲渡取引の指定に関する事

項
職業安定局長 大臣官房会計課長
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10 　対応する収益の獲得が予定されない資産除去債務に係る除去費用等の
指定に関する事項

職業安定局長 大臣官房会計課長

11 　独立行政法人通則法第４８条の重要な財産の指定に関する事項 職業安定局長 大臣官房会計課長
12 　納付算定対象額の計算に当たって控除する額の決定に関する事項 職業安定局長 大臣官房会計課長
13 　払戻算定対象額の計算に当たって控除する額の決定に関する事項 職業安定局長 大臣官房会計課長

1 　事業主に対する高年齢者雇用確保措置の実施に関する事項 職業安定局長
2 　事業主に対する高年齢者就業確保措置の実施に関する事項 職業安定局長
3 　事業主に対する求職活動支援書の作成及び交付に関する勧告に関する

事項
職業安定局長

4 　事業主に対する募集及び採用についての理由の提示等に関する勧告に
関する事項

職業安定局長

5 　高年齢者職業経験活用センターに対する監督命令に関する事項 職業安定局長
6 　高年齢者職業経験活用センターの指定の取消しに関する事項 事務次官
7 　地域高年齢者就業機会確保計画の同意に関する事項 職業安定局長
8 　地域高年齢者就業機会確保計画の変更の同意に関する事項 職業安定局長
9 　シルバー人材センターの業務拡大に係る業種及び職種の指定の協議

（法第４５条において準用する場合を含む。）に関する事項
職業安定局長

10 　全国シルバー人材センター事業協会の指定に関する事項 職業安定局長
11 　全国シルバー人材センター事業協会に対する監督命令に関する事項 職業安定局長

12 　全国シルバー人材センター事業協会の指定の取消しに関する事項 事務次官

1 　国及び地方公共団体の任命権者に対する勧告に関する事項 職業安定局長
2 　一般事業主についての公表に関する事項 職業安定局長
3 　事業主等に対する報告の徴収及び立入検査に関する事項 職業安定局長
4 　法第３６条の６の事業主に対する助言、指導又は勧告に関する事項 職業安定局長

5 　法第４１条第１項の承認に関する事項 高齢・障害者雇用
開発審議官

6 　法第４１条第２項の承認の取消しに関する事項 事務次官
7 　法第５９条第３項の滞納処分の認可に関する事項 職業安定局雇用開

発企画課長

8 　法第７４条の３第１項の在宅就業支援団体の登録に関する事項 高齢・障害者雇用
開発審議官

9 　法第７４条の３第１６項の適合命令に関する事項 職業安定局長
10 　法第７４条の３第１７項の改善命令に関する事項 職業安定局長
11 　法第７４条の３第１８項の登録の取消し又は業務の停止に関する事項 事務次官

1 　事業主団体に対する職業訓練の実施等に関する勧告に関する事項 人材開発統括官
2 　公共職業能力開発施設の設置の同意に関する事項 人材開発統括官
3 　教材の認定に関する事項 人材開発統括官
4 　実施計画の認定に関する事項 人材開発統括官
5 　認定実施計画の変更の認定に関する事項 人材開発統括官
6 　認定実施計画の認定の取消しに関する事項 事務次官
7 　承認事業主団体の承認に関する事項 人材開発統括官
8 　承認事業主団体の承認の取消しに関する事項 事務次官
9 　訓練担当者の募集の指示に関する事項 人材開発統括官
10 　委託募集の業務の停止に関する事項 人材開発統括官
11 　訓練担当者の募集に従事する者に対する改善命令に関する事項 人材開発統括官
12 　訓練担当者の募集に従事する者に対する報告の徴収及び立入検査に関

する事項
人材開発統括官

13 　訓練担当者の募集に従事する者に対する報酬の額の認可に関する事項 人材開発統括官

14 　承認中小事業主団体に対する報告の徴収に関する事項 人材開発統括官
15 　中央協会の定款の変更の認可に関する事項で、重要なもの 事務次官
16 　中央協会の定款の変更の認可に関する事項（重要なものを除く。） 人材開発統括官

17 　中央協会の役員の選任の認可に関する事項 人材開発統括官
18 　中央協会が解散した場合の清算人の選任の認可に関する事項 事務次官
19 　中央協会が解散した場合の財産処分の方法の認可に関する事項 事務次官
20 　中央協会に対する報告の徴収及び立入検査に関する事項 事務次官
21 　中央協会に対する勧告に関する事項 事務次官
22 　職業訓練法人に対する処分等について都道府県知事に対して出す指示

に関する事項
人材開発統括官

23 　都道府県に対する助言及び勧告に関する事項 人材開発統括官
24 　認定職業訓練を実施する事業主等に対する報告の徴収に関する事項 人材開発統括官

25 　認定教材の改定の承認に関する事項 人材開発統括官
26 　教材認定の取消しに関する事項 人材開発統括官
27 　キャリアコンサルタント試験の実施に関する事項 人材開発統括官
28 　キャリアコンサルタント試験の受験資格に係る講習の認定に関する事

項
人材開発統括官

29 　登録試験機関の登録に関する事項 人材開発統括官
30 　試験業務規程の認可に関する事項（軽易なものを除く。） 人材開発統括官
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31 　試験業務規程の認可に関する事項で、軽易なもの 人材開発統括官付
参事官（若年者・
キャリア形成支援
担当）

32 　登録試験機関の休廃止の許可に関する事項 人材開発統括官
33 　登録試験機関の役員又は試験委員の解任命令に関する事項 事務次官
34 　登録試験機関に対する適合命令等に関する事項 人材開発統括官
35 　登録試験機関の登録の取消し等に関する事項 事務次官
36 　登録試験機関に対する報告の徴収及び立入検査に関する事項 人材開発統括官
37 　キャリアコンサルタントの登録（登録の更新を含む。）に関する事項 人材開発統括官

38 　キャリアコンサルタントの更新講習の指定に関する事項 人材開発統括官
39 　キャリアコンサルタントの登録の取消し及び名称の使用停止に関する

事項
事務次官

40 　指定登録機関の指定に関する事項 人材開発統括官
41 　登録事務規程の認可に関する事項（軽易なものを除く。） 人材開発統括官
42 　登録事務規程の認可に関する事項で、軽易なもの 人材開発統括官付

参事官（若年者・
キャリア形成支援
担当）

43 　指定登録機関の休廃止の許可に関する事項 人材開発統括官
44 　指定登録機関の役員の解任命令に関する事項 事務次官
45 　指定登録機関に対する適合命令等に関する事項 人材開発統括官
46 　指定登録機関の指定の取消し等に関する事項 事務次官
47 　指定登録機関に対する報告の徴収及び立入検査に関する事項 人材開発統括官
48 　指定試験機関の指定に関する事項 人材開発統括官
49 　指定試験機関が行う技能検定の合格者の決定に関する事項 人材開発統括官付

参事官（能力評価
担当）

50 　指定試験機関に対する報告の徴収及び立入検査に関する事項 人材開発統括官
51 　技能士の名称の使用停止に関する事項 人材開発統括官
52 　技能検定の試験問題の認定に関する事項 人材開発統括官付

参事官（能力評価
担当）

53 　技能に関する競技大会において使用される課題の承認に関する事項
（技能検定の試験の免除に係るものに限る。）

人材開発統括官付
参事官（能力評価
担当）

54 　指定試験機関が定めた技能検定に係る試験科目及びその範囲の認定に
関する事項（軽易なものを除く。）

人材開発統括官

55 　指定試験機関が定めた技能検定に係る試験科目及びその範囲の認定に
関する事項で、軽易なもの

人材開発統括官付
参事官（能力評価
担当）

56 　試験実施要領の認定に関する事項 人材開発統括官付
参事官（能力評価
担当）

57 　試験業務規程の承認に関する事項（軽易なものを除く。） 人材開発統括官
58 　試験業務規程の承認に関する事項で、軽易なもの 人材開発統括官付

参事官（能力評価
担当）

59 　指定試験機関の事業計画等の承認に関する事項 人材開発統括官付
参事官（能力評価
担当）

60 　指定試験機関の休廃止の許可に関する事項 人材開発統括官
61 　指定試験機関に対する是正勧告に関する事項 人材開発統括官
62 　指定試験機関に対する指定の取消し等に関する事項 事務次官
63 　指定試験機関が定めた技能検定に係る受検資格又は試験免除基準の承

認に関する事項（軽易なものを除く。）
人材開発統括官

64 　指定試験機関が定めた技能検定に係る受検資格又は試験免除基準の承
認に関する事項で、軽易なもの

人材開発統括官付
参事官（能力評価
担当）

65 　なお効力を有するものとされた認定技能審査に係る変更の承認に関す
る事項（軽易なものを除く。）

人材開発統括官

66 　なお効力を有するものとされた認定技能審査に係る変更の承認に関す
る事項で、軽易なもの

人材開発統括官付
参事官（能力評価
担当）

67 　認定技能審査実施団体に対する資料提出要求に関する事項 人材開発統括官付
参事官（能力評価
担当）

68 　認定技能審査の認定の取消しに関する事項 人材開発統括官
69 　職業能力検定の認定に関する事項 人材開発統括官
70 　認定職業能力検定に係る変更の承認に関する事項（軽易なものを除

く。）
人材開発統括官
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71 　認定職業能力検定に係る変更の承認に関する事項で、軽易なもの 人材開発統括官付
参事官（能力評価
担当）

72 　認定職業能力検定実施事業主等に対する資料提出要求に関する事項 人材開発統括官付
参事官（能力評価
担当）

73 　認定職業能力検定の認定の取消しに関する事項 人材開発統括官
74 　技能検定実施計画の策定に関する事項 人材開発統括官

1 　職業訓練実施計画（都道府県における計画を除く。）の策定又は変更
に関する事項で、重要なもの

事務次官

2 　職業訓練実施計画（都道府県における計画を除く。）の策定又は変更
に関する事項（重要なものを除く。）

人材開発統括官

3 　職業訓練実施計画（都道府県における計画に限る。）の策定又は変更
に関する事項

人材開発統括官

4 　施行規則第２条第１４号のキャリアコンサルティング担当者に関する
事項

人材開発統括官

5 　施行規則附則第４条の認定職業訓練を受けることにより習得される技
能及び知識と同等の技能及び知識が習得される職業に関する事項

人材開発統括官

1 　法第１３条第１項の規定による報告、帳簿書類の提出若しくは提示の
命令、出頭の命令、質問又は立入検査に関する事項

人材開発統括官

2 　法第１５条第１項の規定による改善命令に関する事項 人材開発統括官
3 　法第１６条第１項の規定による実習認定の取消しに関する事項 人材開発統括官
4 　監理団体の許可及びその更新に関する事項 人材開発統括官
5 　監理事業において取り扱うべき職種の範囲等の限定に関する事項 人材開発統括官
6 　監理団体に対する技能実習職業紹介の範囲等に係る指導、助言及び勧

告に関する事項
人材開発統括官

7 　法第３５条第１項の規定による報告、帳簿書類の提出若しくは提示の
命令、出頭の命令、質問又は立入検査に関する事項

人材開発統括官

8 　法第３５条第１項の規定による報告、帳簿書類の提出若しくは提示の
命令、出頭の命令、質問又は立入検査に関する事項（法第４０条第３項
から第５項までの規定を施行する場合に限る。）

労働基準局長

9 　法第３６条第１項の規定による改善命令に関する事項 人材開発統括官
10 　法第３７条第１項の規定による許可の取消しに関する事項 人材開発統括官
11 　法第３７条第２項の規定による許可の職権変更に関する事項 人材開発統括官
12 　法第３７条第３項の規定による業務停止命令に関する事項 人材開発統括官
13 　法第５０条第１項及び第２項の指導及び助言等に関する事項 人材開発統括官
14 　法第５１条第２項の指導及び助言に関する事項 人材開発統括官
15 　外国人技能実習機構の資本金の増加の認可に関する事項 人材開発統括官 大臣官房会計課長
16 　外国人技能実習機構の役員の任命又は解任の認可に関する事項 人材開発統括官
17 　外国人技能実習機構の役員の私企業への就職及び兼職に関する事項 人材開発統括官 大臣官房人事課長

18 　外国人技能実習機構の評議員の任命又は解任の認可に関する事項 人材開発統括官
19 　外国人技能実習機構の業務委託の認可に関する事項 人材開発統括官
20 　外国人技能実習機構の業務方法書の認可に関する事項 事務次官 大臣官房会計課長
21 　外国人技能実習機構の業務方法書の変更の認可に関する事項で、重要

なもの
事務次官 大臣官房会計課長

22 　外国人技能実習機構の業務方法書の変更の認可に関する事項（重要な
ものを除く。）

人材開発統括官

23 　外国人技能実習機構の予算及び事業計画の認可に関する事項 事務次官 大臣官房会計課長
24 　外国人技能実習機構の予算及び事業計画の変更の認可に関する事項

で、重要なもの
事務次官 大臣官房会計課長

25 　外国人技能実習機構の予算及び事業計画の変更の認可に関する事項
（重要なものを除く。）

人材開発統括官

26 　外国人技能実習機構の財務諸表の承認に関する事項 人材開発統括官 大臣官房会計課長
27 　外国人技能実習機構の短期借入金の認可に関する事項 人材開発統括官 大臣官房会計課長
28 　外国人技能実習機構の短期借入金の借換えの認可に関する事項 人材開発統括官 大臣官房会計課長
29 　外国人技能実習機構の余裕金に係る有価証券及び金融機関の指定に関

する事項
人材開発統括官 大臣官房会計課長

30 　外国人技能実習機構に対する監督命令に関する事項 人材開発統括官
31 　外国人技能実習機構に対する報告の徴収及び立入検査に関する事項 人材開発統括官

32 　外国人技能実習機構の定款の変更の認可に関する事項で、重要なもの 事務次官

33 　外国人技能実習機構の定款の変更の認可に関する事項（重要なものを
除く。）

人材開発統括官

34 　外国人技能実習機構の予算の流用及び予算費の使用の承認に関する事
項

人材開発統括官 大臣官房会計課長

35 　外国人技能実習機構の予算の繰越しの承認に関する事項 人材開発統括官 大臣官房会計課長
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36 　外国人技能実習機構の会計規程の基本的事項の承認に関する事項 人材開発統括官 大臣官房会計課長

1 　社会福祉事業従事者試験の指定に関する事項 地方厚生局長等
2 　社会福祉法人の設立認可（あらかじめ事務次官の承認を受けた基準に

より行う認可を除く。）に関する事項
事務次官

3 　社会福祉法人の設立認可（あらかじめ事務次官の承認を受けた基準に
より行う認可に限る。）に関する事項

主管部局長

4 　社会福祉法人の定款の補充に関する事項 事務次官
5 　社会福祉法人の定款の変更の認可に関する事項で、重要なもの 事務次官
6 　社会福祉法人の定款の変更の認可に関する事項（重要なもの及び軽易

なものを除く。）
主管部局長

7 　社会福祉法人の定款の変更の認可に関する事項で、軽易なもの 主管課長
8 　社会福祉法人の一般評議員の選任に関する事項 主管部局長
9 　社会福祉法人の一時役員の選任に関する事項 主管部局長
10 　社会福祉法人の一時理事長の選任に関する事項 主管部局長
11 　社会福祉法人の評議員による評議員会の招集の許可に関する事項 主管部局長
12 　清算法人の評議員による評議員会の招集の許可に関する事項 主管部局長
13 　社会福祉法人の解散の認可又は認定に関する事項 事務次官
14 　社会福祉法人の吸収合併の認可に関する事項 事務次官
15 　社会福祉法人の新設合併の認可に関する事項 事務次官
16 　社会福祉充実計画の承認に関する事項 主管部局長
17 　社会福祉充実計画に関する助言その他の支援に関する事項 主管課長
18 　関係地方公共団体の長に対する社会福祉充実計画の調査に係る資料の

提供その他必要な協力の求めに関する事項
主管部局長

19 　承認社会福祉充実計画の変更の承認に関する事項 主管部局長
20 　承認社会福祉充実計画の終了の承認に関する事項 主管部局長
21 　社会福祉法人に対する報告の徴収及び立入検査に関する事項 主管部局長
22 　社会福祉法人に対する勧告（役員の解職を除く。）に関する事項 主管部局長
23 　勧告（役員の解職を除く。）に従わない社会福祉法人の公表に関する

事項
主管部局長

24 　社会福祉法人に対する措置命令に関する事項で、重要なもの 事務次官
25 　社会福祉法人に対する措置命令に関する事項（重要なものを除く。） 主管部局長

26 　社会福祉法人に対する業務停止命令、役員の解職の勧告に関する事項 事務次官

27 　社会福祉法人に対する解散命令に関する事項 事務次官
28 　社会福祉法人に対する弁明の機会の付与に関する事項 主管部局長
29 　社会福祉法人に対する公益事業又は収益事業の停止命令に関する事項 事務次官

30 　関係都道府県知事等に対する社会福祉法人の監督に係る情報又は資料
の提供その他必要な協力の求めに関する事項

主管課長

31 　社会福祉法人に対する事業又は会計の状況についての報告の徴収に関
する事項

主管部局長

32 　社会福祉法人に対する予算変更及び役員の解職の勧告に関する事項 事務次官

33 　都道府県知事に対する社会福祉法人の活動の状況その他の情報の提供
の求めに関する事項

社会・援護局長

34 　中央福祉人材センター及び福利厚生センターの指定に関する事項 社会・援護局長
35 　中央福祉人材センター及び福利厚生センターに対する監督命令に関す

る事項
社会・援護局長

36 　中央福祉人材センター及び福利厚生センターの指定の取消しに関する
事項

事務次官

37 　福利厚生センターが福利厚生契約に基づき実施する事業に関する約款
の認可、変更及び変更命令に関する事項

社会・援護局長

38 　組合等登記令第１４条第４項の解散登記の嘱託に関する事項 主管部局長
39 　社会福祉法人の定款の規定に基づく大臣の承認等に関する事項 主管部局長
40 　社会福祉連携推進法人の認定（あらかじめ事務次官の承認を受けた基

準により行う認定を除く。）に関する事項
事務次官

41 　社会福祉連携推進法人の認定（あらかじめ事務次官の承認を受けた基
準により行う認定に限る。）に関する事項

社会・援護局長

42 　社会福祉連携推進法人の定款の変更の認可に関する事項で、重要なも
の

事務次官

43 　社会福祉連携推進法人の定款の変更の認可に関する事項（重要なもの
及び軽易なものを除く。）

社会・援護局長

44 　社会福祉連携推進法人の定款の変更の認可に関する事項で、軽易なも
の

社会・援護局福祉
基盤課長

45 　社会福祉連携推進方針の変更の認定に関する事項 社会・援護局長
46 　社会福祉連携推進法人の一時役員の選任又は代表理事の選定及び解職

の認可に関する事項
社会・援護局長

47 　社会福祉連携推進法人に対する報告の徴収及び立入検査に関する事項 社会・援護局長

48 　社会福祉連携推進法人に対する勧告（役員の解職を除く。）に関する
事項

社会・援護局長
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49 　勧告（役員の解職を除く。）に従わない社会福祉連携推進法人の公表
に関する事項

社会・援護局長

50 　社会福祉連携推進法人に対する措置命令に関する事項で、重要なもの 事務次官

51 　社会福祉連携推進法人に対する措置命令に関する事項（重要なものを
除く。）

社会・援護局長

52 　社会福祉連携推進法人に対する業務停止命令又は役員の解職の勧告に
関する事項

事務次官

53 　社会福祉連携推進法人に対する弁明の機会の付与に関する事項 社会・援護局長
54 　関係都道府県知事等に対する社会福祉連携推進法人の監督に係る情報

又は資料の提供その他必要な協力の求めに関する事項
社会・援護局福祉
基盤課長

55 　都道府県知事に対する社会福祉連携推進法人の活動の状況その他の情
報の提供の求めに関する事項

社会・援護局長

56 　社会福祉連携推進認定の取消しに関する事項 事務次官
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1 　民生委員の委嘱及び解嘱並びに表彰に関する事項 地方厚生局長等

1 　定款の変更に関する事項で、重要なもの 事務次官
2 　定款の変更に関する事項（重要なものを除く。） 社会・援護局長
3 　仮理事の選任に関する事項 事務次官
4 　法第３７条の監督処分に関する事項 事務次官
5 　社会福祉施設の設置の認可に関する事項 社会・援護局長

1 　法第２３条第１項の事務監査を行う職員の指定に関する事項 社会・援護局長
2 　保護施設の改善命令及び事業の停止命令に関する事項 事務次官
3 　法第５５条の９第３項の事務の委託に関する事項 社会・援護局長
4 　法第７２条第１項の施設の指定に関する事項 社会・援護局長
5 　法第７４条第２項第２号及び第３号の予算の変更及び職員の解職の指

示に関する事項
事務次官

6 　生活保護法による保護の基準（昭和３８年厚生省告示第１５８号）第
２項の特別基準の設定及び第３項の別の定めに関する事項

社会・援護局保護
課長

7 　生活保護法第五十二条第二項の規定による診療方針及び診療報酬（昭
和３４年厚生省告示第１２５号）第４項の別の定めに関する事項

社会・援護局長

8 　公費負担者番号の設定に関する事項 社会・援護局長
9 　法第８０条の２第５項の勧告に関する事項 社会・援護局長
10 　法第８０条の２第６項の命令に関する事項 社会・援護局長
11 　法第８０条の３第１項の報告の徴収等に関する事項 社会・援護局長
12 　保護の決定及び実施に関する処分に対する不服の申立ての裁決又は決

定に関する事項（重要なもの及び軽易なものを除く。）
事務次官

13 　保護の決定及び実施に関する処分に対する不服の申立ての裁決又は決
定に関する事項で、軽易なもの

社会・援護局長

14 　就労自立給付金及び進学・就職準備給付金の支給に関する処分に対す
る不服の申立ての裁決又は決定に関する事項（重要なもの及び軽易なも
のを除く。）

事務次官

15 　就労自立給付金及び進学・就職準備給付金の支給に関する処分に対す
る不服の申立ての裁決又は決定に関する事項で、軽易なもの

社会・援護局長

1 　法第１０条第３項の他の事業を行う場合の行政庁の承認に関する事項 社会・援護局長

2 　組合員以外の者の事業の利用の許可に関する事項 社会・援護局長
3 　法第１２条第６項の措置命令に関する事項 社会・援護局長
4 　模範定款例の制定に関する事項 社会・援護局長
5 　法第３０条の２第２項及び第３０条の９第５項の一時役員の職務を行

うべき者及び代表理事の選任に関する事項
社会・援護局長

6 　組合の定款変更の認可に関する事項で、重要なもの 社会・援護局長
7 　組合の定款変更の認可に関する事項（重要なものを除く。） 社会・援護局地域

福祉課消費生活協
同組合業務室長

8 　組合の共済事業規約の設定、変更及び廃止の認可に関する事項で、重
要なもの

社会・援護局長

9 　組合の共済事業規約の設定、変更及び廃止の認可に関する事項（重要
なものを除く。）

社会・援護局地域
福祉課消費生活協
同組合業務室長

10 　組合の貸付事業規約の設定、変更及び廃止の認定に関する事項で、重
要なもの

社会・援護局長

11 　組合の貸付事業規約の設定、変更及び廃止の認可に関する事項（重要
なものを除く。）

社会・援護局地域
福祉課消費生活協
同組合業務室長

12 　法第５０条の４（他の経理への資金運用及び資産の担保提供）及び第
５０条の１４（資産運用）の承認等に関する事項で、重要なもの

社会・援護局長
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13 　法第５０条の４（他の経理への資金運用及び資産の担保提供）及び第
５０条の１４（資産運用）の承認等に関する事項（重要なものを除
く。）

社会・援護局地域
福祉課消費生活協
同組合業務室長

14 　価格変動準備金の不積立ての認可に関する事項 社会・援護局長
15 　価格変動準備金の取崩しの認可に関する事項 社会・援護局長
16 　共済経理人からの説明及び意見の徴収に関する事項 社会・援護局地域

福祉課消費生活協
同組合業務室長

17 　組合に対する共済経理人の解任命令に関する事項 事務次官
18 　公衆縦覧の開始延期の承認に関する事項 社会・援護局長
19 　契約条件変更の申出の承認に関する事項 社会・援護局長
20 　共済契約の解約に係る業務の停止その他必要な措置の命令に関する事

項で、重要なもの
事務次官

21 　共済契約の解約に係る業務の停止その他必要な措置の命令に関する事
項（重要なものを除く。）

社会・援護局長

22 　共済調査人の選任及び調査命令に関する事項 社会・援護局長
23 　共済調査人の調査事項及び調査結果の報告の期限の制定に関する事項 社会・援護局長

24 　共済調査人の解任命令に関する事項 事務次官
25 　法第５３条の１０第４項において準用する民事再生法第６１条による

共済調査人の報酬の額の設定に関する事項
社会・援護局長

26 　契約条件の変更に係る承認に関する事項 社会・援護局長
27 　共済事業兼業組合又はその子会社が、特定会社である国内の会社の基

準議決権数を超えて取得し、又は保有することとなった場合において１
年を越えて保有することの許可に関する事項

社会・援護局長

28 　共済事業専業組合又はその子会社が、国内の会社の基準議決権数を超
えて取得し、又は保有することとなった場合において１年を越えて保有
することの許可に関する事項

社会・援護局長

29 　組合の設立の認可に関する事項 社会・援護局長
30 　組合の解散の認可に関する事項 社会・援護局長
31 　解散組合の継続の認可に関する事項 社会・援護局長
32 　組合の合併に関する事項 社会・援護局長
33 　法第９４条の２第１項から第３項までの措置命令に関する事項で、重

要なもの
事務次官

34 　法第９４条の２第１項から第３項までの措置命令に関する事項（重要
なものを除く。）

社会・援護局長

35 　法第９４条の２第４項の共済事業規約の認可取消しに関する事項 事務次官
36 　法第９４条の２第５項の共済事業規約又は貸付事業規約の認可取消し

に関する事項
事務次官

37 　法第９４条の２第５項の役員の解任命令及び業務停止命令に関する事
項

事務次官

38 　法第９５条第１項の措置命令に関する事項で、重要なもの 事務次官
39 　法第９５条第１項の措置命令に関する事項（重要なものを除く。） 社会・援護局長

40 　法第１２条の２第３項において準用する保険業法第３０６条の措置命
令に関する事項で、重要なもの

事務次官

41 　法第１２条の２第３項において準用する保険業法第３０６条の措置命
令に関する事項（重要なものを除く。）

社会・援護局長

42 　法第９５条第２項の役員の解任命令及び事業停止命令に関する事項 事務次官

43 　法第１２条の２第３項において準用する保険業法第３０７条の業務停
止命令に関する事項

事務次官

44 　法第９５条第３項の解散命令に関する事項 事務次官
45 　法第９６条の議決権等の取消しに関する事項 事務次官

1 　試験の無効等に関する事項 社会・援護局長
2 　指定試験機関及び指定登録機関の指定に関する事項 社会・援護局長
3 　指定試験機関及び指定登録機関の役員の選任及び解任の認可に関する

事項
社会・援護局長

4 　指定試験機関及び指定登録機関の役員の解任命令に関する事項 事務次官
5 　指定試験機関及び指定登録機関の事業計画等の認可に関する事項 社会・援護局長
6 　指定試験機関の試験事務規程の認可に関する事項 社会・援護局長
7 　指定登録機関の登録事務規程の認可に関する事項 社会・援護局長
8 　指定試験機関及び指定登録機関に対する監督上の命令に関する事項 社会・援護局長

9 　指定試験機関の試験事務の休廃止の許可に関する事項 社会・援護局長
10 　指定登録機関の登録事務の休廃止の許可に関する事項 社会・援護局長
11 　指定試験機関の指定の取消し及び試験事務の停止に関する事項 事務次官
12 　指定登録機関の指定の取消し及び登録事務の停止に関する事項 事務次官
13 　登録の取消し及び名称の使用停止に関する事項 社会・援護局長
14 　国の設置する学校の指定に関する事項 社会・援護局長
15 　施行規則第２条第１４号の認定に関する事項 社会・援護局長
16 　国の設置する学校の学則等の変更の承認に関する事項 社会・援護局長
17 　学校に対する報告の徴収及び指示に関する事項 社会・援護局長
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18 　基準に適合しなくなった場合等における学校の指定の取消しに関する
事項

事務次官

19 　設置者の申請による国の設置する学校の指定の取消しに関する事項 社会・援護局長

20 　試験に合格した者の氏名の通知等に関する事項 社会・援護局長
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1 　第２５条の紛争の解決についてのあっせんに関する事項 社会・援護局長

1 　役員の兼職禁止の特例の承認に関する事項 社会・援護局長 医政局長及び大臣
官房人事課長

2 　保険契約の認可に関する事項 障害保健福祉部長
3 　信託業務を営む銀行又は信託会社への金銭信託により扶養保険資金の

運用の認可に関する事項
障害保健福祉部長

4 　信託業務を営む銀行又は信託会社への金銭信託により扶養保険資金の
運用の変更の認可に関する事項

障害保健福祉部長

5 　業務委託の認可に関する事項 医政局長、労働基
準局長、社会・援
護局長、又は年金
局長

6 　積立金の処分の承認に関する事項 医政局長、労働基
準局長、社会・援
護局長又は年金局
長

大臣官房会計課長

7 　長期借入金の借入及び債券の発行の認可に関する事項 医政局長、社会・
援護局長又は年金
局長

大臣官房会計課長

8 　債券の発行に関する事務の委託の認可に関する事項 医政局長、社会・
援護局長又は年金
局長

大臣官房会計課長

9 　貸付債権の信託等の認可に関する事項 医政局長、社会・
援護局長又は年金
局長

大臣官房会計課長

10 　長期借入金及び債券の償還計画の認可に関する事項 医政局長、社会・
援護局長又は年金
局長

大臣官房会計課長

11 　受託金融機関に対する報告の徴収及び検査に関する事項 医政局長、労働基
準局長、社会・援
護局長又は年金局
長

大臣官房会計課長

12 　独立行政法人通則法第８条第３項の重要な財産の指定に関する事項 医政局長、労働基
準局長、社会・援
護局長又は年金局
長

大臣官房会計課長

13 　償却資産の指定に関する事項 医政局長、労働基
準局長、社会・援
護局長又は年金局
長

大臣官房会計課長

14 　譲渡差額を損益計算上の損益に計上しない譲渡取引の指定に関する事
項

医政局長、労働基
準局長、社会・援
護局長又は年金局
長

大臣官房会計課長

15 　対応する収益の獲得が予定されない資産除去債務に係る除去費用等の
指定に関する事項

医政局長、労働基
準局長、社会・援
護局長又は年金局
長

大臣官房会計課長

16 　独立行政法人通則法第４８条の重要な財産の指定に関する事項 医政局長、労働基
準局長、社会・援
護局長又は年金局
長

大臣官房会計課長

17 　納付算定対象額の計算に当たって控除する額の決定に関する事項 医政局長、労働基
準局長、社会・援
護局長又は年金局
長

大臣官房会計課長

1 　指定調査研究等法人の指定に関する事項 社会・援護局長
2 　指定調査研究等法人に対する報告の徴収等に関する事項 社会・援護局長
3 　指定調査研究等法人に対する改善命令に関する事項 社会・援護局長
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4 　指定調査研究等法人の指定の取消しに関する事項 事務次官

1 　法第２条の中国残留邦人等の認定に関する事項 社会・援護局長
2 　中国残留邦人等の一時帰国の目的の認定に関する事項 社会・援護局長
3 　中国残留邦人等の永住帰国旅費の支給の要否及び額の決定に関する事

項
社会・援護局長

4 　中国残留邦人等の永住帰国旅費の支給の要否及び額の決定の取消しに
関する事項

事務次官

5 　中国残留邦人等の親族等の認定に関する事項 社会・援護局長
6 　中国残留邦人等の自立支度金の支給の要否及び額の決定に関する事項 社会・援護局長

7 　法第１３条第１項の中国残留邦人等の認定に関する事項 社会・援護局長
8 　支援給付及び配偶者支援金の事務監査を行う職員の指定に関する事項 社会・援護局長

9 　支援給付及び配偶者支援金の支給決定及び実施に関する処分に対する
審査請求の裁決に関する事項（重要なもの及び軽易なものを除く。）

事務次官

10 　支援給付及び配偶者支援金の支給決定及び実施に関する処分に対する
審査請求の裁決に関する事項で、軽易なもの

社会・援護局長

11 　特定中国残留邦人等の一時金の支給の要否及び額の決定に関する事項 社会・援護局長

12 　特定中国残留邦人等の一時金の支給の要否及び額の決定に関する処分
に対する審査請求の裁決に関する事項（重要なもの及び軽易なものを除
く。）

事務次官

13 　特定中国残留邦人等の一時金の支給の要否及び額の決定に関する処分
に対する審査請求の裁決に関する事項で、軽易なもの

社会・援護局長

14 　中国残留邦人等の一時帰国旅費の支給の要件の認定に関する事項 社会・援護局長
15 　中国残留邦人等の一時帰国旅費の支給の要否及び額の決定に関する事

項
社会・援護局長

16 　中国残留邦人等の一時帰国旅費の支給の要否及び額の決定の取消しに
関する事項

事務次官

1 　法第１１条第１項第２号の認定に関する事項 社会・援護局長
2 　留守家族手当の返還免除に関する事項 社会・援護局長 大臣官房会計課長
3 　留守家族手当の返還命令に関する事項 社会・援護局長
4 　法第１７条第１項の未復員者と同様の実情にある者であったかどうか

の認定に関する事項
社会・援護局長

5 　障害一時金の支給の決定に関する事項 社会・援護局長
6 　法附則第２１項の俸給の返還免除に関する事項 社会・援護局長 大臣官房会計課長
7 　法附則第２７項の援護に関する事項 社会・援護局長
8 　施行規則第２０条の添附書類の省略に関する事項 社会・援護局援

護・業務課長

1 　法第２条第３項の戦時死亡宣告の取消しの請求に関する事項 社会・援護局長
2 　法第９条の弔慰料の返還の免除に関する事項 社会・援護局長 大臣官房会計課長

1 　法第２条第６項の戦争に関する勤務に関連する負傷又は疾病と同視す
ることを相当と認めることに関する事項

社会・援護局長

2 　公務上の傷病につき増加恩給等の裁定を受けた者以外の者に係る公務
上の傷病の認定に関する事項

社会・援護局長

3 　戦傷病者相談員に対する業務の委託に関する事項 社会・援護局長
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4 　法第２４条第２項の医師の診断の受診の命令に関する事項 社会・援護局長

1 　法第４条第３項及び第４項第４号の公務傷病の範囲の認定に関する事
項

社会・援護局長

2 　障害年金、障害一時金、遺族年金、遺族給与金、遺族一時金及び弔慰
金の裁定に関する事項（軽易なものを除く。）

社会・援護局長

3 　障害年金、障害一時金、遺族年金、遺族給付金、遺族一時金及び弔慰
金の裁定に関する事項で、軽易なもの

社会・援護局援
護・業務課長

4 　障害年金、遺族年金及び遺族給与金の額の改定に関する事項 社会・援護局長
5 　障害年金、障害一時金、遺族年金及び遺族給与金の額の控除に関する

事項
社会・援護局長

6 　法第１４条第１項第３号の認定に関する事項 社会・援護局長
7 　障害年金、遺族年金及び遺族給与金の支給の停止に関する事項 社会・援護局長
8 　遺族年金、遺族給与金、遺族一時金及び弔慰金の支給順位の変更に関

する事項
社会・援護局長

9 　遺族年金及び遺族給与金の返還の免除に関する事項 社会・援護局長 大臣官房会計課長
10 　法第７条第６項第２号、第２３条第１項第５号及び第３４条第２項第

２号の戦争に関する勤務に関連する負傷又は疾病と同視することを相当
と認めることに関する事項

社会・援護局長

11 　遺族国庫債券の元利金の返還の免除に関する事項 社会・援護局長 大臣官房会計課長
12 　法第４４条第２項の医師の診断の受診の命令に関する事項 社会・援護局長
13 　障害年金、遺族年金及び遺族給与金の支給の一時差止めに関する事項 社会・援護局長

14 　戦傷病者戦没者遺族等援護法の一部を改正する法律（昭和２８年法律
第１８１号）附則第２０項の公務上の負傷又は疾病と同視することを相
当と認めることに関する事項

社会・援護局長

15 　障害年金、遺族年金及び遺族給与金の受給者の現状に関する届出を提
出すべき期日の決定に関する事項

社会・援護局長

16 　施行規則第４３条第２項の障害年金証書、遺族年金証書及び遺族給与
金証書の返還命令に関する事項

社会・援護局長

17 　施行規則第４４条の添附書類の省略等に関する事項 社会・援護局援
護・業務課長

18 　遺族国庫債券の発行請求に関する事項 社会・援護局援
護・業務課長

1 　戦没者等の妻に対する特別給付金の裁定に関する事項 社会・援護局長
2 　戦没者等の妻に対する特別給付金の返還免除に関する事項 社会・援護局長
3 　特別給付金国庫債券の発行請求に関する事項 社会・援護局援

護・業務課長
大臣官房会計課長

4 　特別給付金の裁定に関する処分に対する審査請求の裁決に関する事項
で、軽易なもの

社会・援護局長

1 　戦没者等の遺族に対する特別弔慰金の裁定に関する事項 社会・援護局長
2 　戦没者等の遺族に対する特別弔慰金の返還免除に関する事項 社会・援護局長 大臣官房会計課長
3 　特別弔慰金国庫債券の発行請求に関する事項 社会・援護局援

護・業務課長

4 　特別弔慰金の裁定に関する処分に対する審査請求の裁決に関する事項
で、軽易なもの

社会・援護局長

5 　戦没者等の遺族に対する特別弔慰金の支給順位の変更に関する事項 社会・援護局長

1 　戦傷病者等の妻に対する特別給付金の裁定に関する事項 社会・援護局長
2 　特別給付金国庫債券の発行請求に関する事項 社会・援護局援

護・業務課長

3 　特別給付金の裁定に関する処分に対する審査請求の裁決に関する事項
で、軽易なもの

社会・援護局長

1 　戦没者の父母等に対する特別給付金の裁定に関する事項 社会・援護局長
2 　戦没者の父母等に対する特別給付金の返還免除に関する事項 社会・援護局長 大臣官房会計課長
3 　特別給付金国庫債券の発行請求に関する事項 社会・援護局援

護・業務課長

戦
傷
病
者
等
の
妻
に
対
す
る

特
別
給
付
金
支
給
法
関
係

戦
傷
病
者
特
別

援
護
法
関
係

戦
傷
病
者
戦
没
者
遺
族
等
援
護
法
関
係

戦
没
者
等
の
妻
に
対
す
る

特
別
給
付
金
支
給
法
関
係

戦
没
者
等
の
遺
族
に
対
す
る

特
別
弔
慰
金
支
給
法
関
係

戦
没
者
の
父
母
等
に
対
す
る

特
別
給
付
金
支
給
法
関
係



4 　特別給付金の裁定に関する処分に対する審査請求の裁決に関する事項
で、軽易なもの

社会・援護局長

1 　法第２条第１項第１号の外地に生活の本拠を有するに至ったものであ
ることの認定に関する事項

社会・援護局長

2 　引揚者国庫債券の発行請求に関する事項 社会・援護局援
護・業務課長

1 　指定法人の指定に関する事項 社会・援護局長
2 　指定法人に対する報告の徴収等に関する事項 社会・援護局長
3 　指定法人に対する改善命令に関する事項 社会・援護局長
4 　指定法人の指定の取消しに関する事項 事務次官

1 　特別児童扶養手当等の支給に関する処分に対する不服の申立ての裁決
に関する事項（重要なもの及び軽易なものを除く。）

事務次官

2 　特別児童扶養手当等の支給に関する処分に対する不服の申立ての裁決
に関する事項で、軽易なもの

障害保健福祉部長

1 　自立支援給付対象サービス等に係る調査等の実施に関する事項 障害保健福祉部長
2 　法第４７条の２第２項に規定する連絡調整又は援助に関する事項 障害保健福祉部長
3 　指定事業者等及び指定相談支援事業者に対する業務管理体制の整備に

関する報告の徴収等に関する事項
障害保健福祉部長

4 　指定事業者等及び指定相談支援事業者に対する業務管理体制の整備に
関する勧告、命令等に関する事項で、重要なもの

事務次官

5 　指定事業者等及び指定相談支援事業者に対する業務管理体制の整備に
関する勧告、命令等に関する事項（重要なものを除く。）

障害保健福祉部長

6 　補装具の種目、購入又は修理に関する基準に係る調査の実施に関する
事項

障害保健福祉部長

7 　都道府県障害福祉計画作成に係る助言の実施に関する事項 障害保健福祉部長

1 　アルコール健康障害対策推進基本計画の変更に関する事項で、重要な
もの

事務次官

2 　アルコール健康障害対策推進基本計画の変更に関する事項（重要なも
のを除く。）

障害保健福祉部長

1 　身体障害者補助犬の訓練又は研究を目的とする法人の指定に関する事
項

障害保健福祉部長

2 　指定法人に対する改善命令に関する事項 障害保健福祉部長
3 　指定法人に対する指定の取消しに関する事項 事務次官
4 　指定法人に対する報告の徴収等に関する事項 障害保健福祉部長

1 　法第１８条第２項の指定医療機関の指定に関する事項 障害保健福祉部長
2 　法第２５条第１項及び第３項の社会福祉法人の指定に関する事項 障害保健福祉部長
3 　身体障害者社会参加支援施設又は養成施設の事業の停止又は廃止の命

令に関する事項
事務次官

4 　身体障害者の障害の程度の認定に関する事項 障害保健福祉部企
画課長

5 　施行規則第１２条の社会福祉法人の指定の取消しに関する事項 事務次官

1 　積立金の処分の承認に関する事項 障害保健福祉部長 大臣官房会計課長
2 　独立行政法人通則法第８条第３項の重要な財産の指定に関する事項 障害保健福祉部長 大臣官房会計課長
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3 　特定償却資産の指定に関する事項 障害保健福祉部長 大臣官房会計課長
4 　譲渡差額を損益計算上の損益に計上しない譲渡取引の指定に関する事

項
障害保健福祉部長 大臣官房会計課長

5 　対応する収益の獲得が予定されない資産除去債務に係る除去費用等の
指定に関する事項

障害保健福祉部長 大臣官房会計課長

6 　独立行政法人通則法第４８条の重要な財産の指定に関する事項 障害保健福祉部長 大臣官房会計課長
7 　納付算定対象額の計算に当たって控除する額の決定に関する事項 障害保健福祉部長 大臣官房会計課長

1 　精神保健指定医の指定に関する事項 障害保健福祉部長
2 　精神保健指定医の指定の取消し又は職務の停止に関する事項（法第１

９条の２第１項に規定する場合を除く。）
事務次官

3 　法第１９条の２第１項の精神保健指定医の指定の取消しに関する事項 障害保健福祉部長

4 　登録研修機関の登録及び登録の更新に関する事項 障害保健福祉部長
5 　登録研修機関に対する適合命令及び改善命令に関する事項 障害保健福祉部長
6 　登録研修機関の登録の取消し又は業務の停止の命令に関する事項 事務次官
7 　登録研修機関に対する報告の徴収又は立入検査に関する事項 障害保健福祉部長
8 　指定病院の指定の取消しの指示に関する事項 障害保健福祉部長
9 　精神科病院の管理者に対する報告徴収に関する事項 障害保健福祉部長
10 　精神科病院の管理者に対する改善命令に関する事項 事務次官
11 　精神障害者社会復帰促進センターの指定に関する事項 障害保健福祉部長
12 　特定情報管理規程の認可に関する事項 障害保健福祉部長
13 　特定情報管理規程の変更命令に関する事項 障害保健福祉部長
14 　精神障害者社会復帰促進センターの役員又は職員の解任命令に関する

事項
事務次官

15 　精神障害者社会復帰促進センターに対する報告徴収に関する事項 障害保健福祉部長
16 　精神障害者社会復帰促進センターに対する監督命令に関する事項 障害保健福祉部長
17 　精神障害者社会復帰促進センターの指定の取消しに関する事項 事務次官
18 　精神障害者の、都道府県知事等による入院措置及びその実施に対する

不服申立ての裁決に関する事項（重要なもの及び軽易なものを除く。）
事務次官

19 　精神障害者の、都道府県知事等による入院措置及びその実施に対する
不服申立ての裁決に関する事項で、軽易なもの

障害保健福祉部長

1 　試験の無効等に関する事項 障害保健福祉部長
2 　指定試験機関及び指定登録機関の指定に関する事項 障害保健福祉部長
3 　指定試験機関及び指定登録機関の役員の選任及び解任の認可に関する

事項
障害保健福祉部長

4 　指定試験機関及び指定登録機関の役員の解任命令に関する事項 事務次官
5 　指定試験機関及び指定登録機関の事業計画等の認可に関する事項 障害保健福祉部長
6 　指定試験機関の試験事務規程の認可に関する事項 障害保健福祉部長
7 　指定登録機関の登録事務規程の認可に関する事項 障害保健福祉部長
8 　指定試験機関及び指定登録機関に対する報告徴収に関する事項 障害保健福祉部長
9 　指定試験機関及び指定登録機関に対する監督上の命令に関する事項 障害保健福祉部長

10 　指定試験機関の試験事務の休廃止の許可に関する事項 障害保健福祉部長
11 　指定登録機関の登録事務の休廃止の許可に関する事項 障害保健福祉部長
12 　指定試験機関の指定の取消し及び試験事務の停止に関する事項 事務次官
13 　指定登録機関の指定の取消し及び登録事務の停止に関する事項 事務次官
14 　登録の取消し及び名称の使用停止に関する事項 障害保健福祉部長
15 　国の設置する学校の指定に関する事項 障害保健福祉部長
16 　法第７条第４号の指定施設の認定に関する事項 障害保健福祉部長
17 　国の設置する学校の学則等の変更の承認に関する事項 障害保健福祉部長
18 　国の設置する学校に対する報告の徴収及び指示に関する事項 障害保健福祉部長
19 　基準に適合しなくなった場合等における学校の指定の取消しに関する

事項
事務次官

20 　試験に合格した者の氏名の通知等に関する事項 障害保健福祉部長

1 　試験の受験資格の認定に関する事項 障害保健福祉部長
2 　試験の無効等に関する事項 障害保健福祉部長
3 　指定試験機関及び指定登録機関の指定に関する事項 障害保健福祉部長
4 　指定試験機関及び指定登録機関の役員の選任及び解任の認可に関する

事項
障害保健福祉部長

5 　指定試験機関及び指定登録機関の役員の解任命令に関する事項 事務次官
6 　指定試験機関及び指定登録機関の事業計画等の認可に関する事項 障害保健福祉部長
7 　指定試験機関の試験事務規程の認可に関する事項 障害保健福祉部長
8 　指定登録機関の登録事務規程の認可に関する事項 障害保健福祉部長
9 　指定試験機関及び指定登録機関に対する監督上の命令に関する事項 障害保健福祉部長

10 　指定試験機関及び指定登録機関に対する報告徴収に関する事項 障害保健福祉部長
11 　指定試験機関の試験事務の休廃止の許可に関する事項 障害保健福祉部長
12 　指定登録機関の登録事務の休廃止の許可に関する事項 障害保健福祉部長
13 　指定試験機関の指定の取消し及び試験事務の停止に関する事項 事務次官
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14 　指定登録機関の指定の取消し及び登録事務の停止に関する事項 事務次官
15 　登録の取消し並びに公認心理師の名称及びその名称中の心理師という

文字の使用停止に関する事項
障害保健福祉部長

16 　法第７条第２号の施設の認定に関する事項 障害保健福祉部長
17 　講習会の指定に関する事項 障害保健福祉部長
18 　試験に合格した者の氏名の通知等に関する事項 障害保健福祉部長

1 　精神保健判定医の名簿の作成等に関する事項 障害保健福祉部長
2 　精神保健参与員の名簿の作成等に関する事項 障害保健福祉部長
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1 　法第２８条の公表に関する事項 雇用環境・均等局
長

1 　保険料の特別徴収に関する事項 年金局事業企画課
長

2 　納付金の納付の猶予の承認に関する事項 老健局長
3 　基金の業務の委託の認可に関する事項 老健局長
4 　基金の業務方法書の変更の認可に関する事項で、重要なもの 事務次官
5 　基金の業務方法書の変更の認可に関する事項（重要なものを除く。） 老健局長

6 　基金の予算、事業計画及び資金計画の認可に関する事項 老健局長 大臣官房会計課長
7 　基金の財務諸表の承認に関する事項 老健局長 大臣官房会計課長
8 　基金の借入金の認可に関する事項 老健局長
9 　基金の予備費の使用の承認に関する事項 老健局長 大臣官房会計課長
10 　基金の予算の流用の承認に関する事項 老健局長 大臣官房会計課長
11 　基金の予算の繰越しの承認に関する事項 老健局長 大臣官房会計課長
12 　基金の会計規程の基本的事項の承認に関する事項 老健局長
13 　介護保険の医療保険者の納付金の算定等に関する省令による承認に関

する事項
老健局長

14 　介護老人保健施設の開設者の認定に関する事項 老健局長
15 　介護支援専門員実務研修試験の試験問題作成事務に係る登録試験問題

作成機関の登録に関する事項
老健局長

16 　登録試験問題作成機関が作成する試験問題作成事務規程の認可等に関
する事項

老健局長

17 　介護サービス事業者に対する業務管理体制の整備に関する報告の徴収
等に関する事項

老健局長

18 　介護サービス事業者に対する業務管理体制の整備に関する勧告、命令
等に関する事項で、重要なもの

事務次官

19 　介護サービス事業者に対する業務管理体制の整備に関する勧告、命令
等に関する事項（重要なものを除く。）

老健局長

20 　介護保険等関連情報の提供に関する事項 老健局長
21 　匿名介護保険等関連情報の提供及び社会保障審議会への意見の聴取に

関する事項
老健局長

22 　匿名介護保険等関連情報利用者に対する報告の徴収等に関する事項 老健局長
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23 　匿名介護保険等関連情報利用者に対する是正命令に関する事項 老健局長
24 　市町村介護保険事業計画の作成等のための調査及び分析並びに匿名介

護保険等関連情報の利用又は提供に係る事務の委託に関する事項
老健局長

25 　匿名介護保険等関連情報利用者の提供手数料の減額又は免除に関する
事項

老健局老人保健課
長

26 　緊急時における介護老人保健施設の開設者等に対する報告の徴収等に
関する事項

老健局長

27 　介護医療院の開設者の認定に関する事項 老健局長
28 　緊急時における介護医療院の開設者等に対する報告の徴収等に関する

事項
老健局長

1 　緊急時における養護老人ホーム又は特別養護老人ホームの長に対する
報告の徴収等に関する事項（地方厚生局で行うものを除く。）

老健局長

2 　緊急時における養護老人ホーム又は特別養護老人ホームの長に対する
報告の徴収等に関する事項で、地方厚生局で行うもの

地方厚生局長

3 　緊急時における老人福祉施設の設備及び運営の改善命令に関する事項
（地方厚生局で行うものを除く。）

老健局長

4 　緊急時における老人福祉施設の設備及び運営の改善命令に関する事項
で、地方厚生局で行うもの

地方厚生局長

5   緊急時における老人福祉施設の事業の停止又は　廃止の命令に関する
事項（地方厚生局で行うものを除く。）

事務次官

6 　緊急時における老人福祉施設の事業の停止又は廃止の命令に関する事
項で、地方厚生局で行うもの

地方厚生局長

7 　緊急時における有料老人ホームの設置者等に対する報告の徴収等に関
する事項（地方厚生局で行うものを除く。）

老健局長

8 　緊急時における有料老人ホームの設置者等に対する報告の徴収等に関
する事項で、地方厚生局で行うもの

地方厚生局長

9 　緊急時における有料老人ホームの設置者に対する改善命令に関する事
項（地方厚生局で行うものを除く。）

老健局長

10 　緊急時における有料老人ホームの設置者に対する改善命令に関する事
項で、地方厚生局で行うもの

地方厚生局長

11 　緊急時における有料老人ホームの設置者に対する事業の制限又は停止
の命令に関する事項

事務次官

12 　有料老人ホーム協会に対する協力命令に関する事項 老健局長

1 　法第３条の２に規定する審査請求に係る標準審理期間の設定に関する
事項

保険局長

2 　法第３０条の利益代表者の指名に関する事項 保険局長

1 　医療保険等関連情報の提供に関する事項 保険局長
2 　匿名医療保険等関連情報の提供及び社会保障審議会への意見の聴取に

関する事項
保険局長

3 　匿名医療保険等関連情報利用者に対する報告の徴収等に関する事項 保険局長

4 　匿名医療保険等関連情報利用者に対する是正命令に関する事項 保険局長
5 　医療費適正化計画の作成のための調査及び分析並びに匿名医療保険等

関連情報の利用又は提供に係る事務の委託に関する事項
保険局長

6 　匿名医療保険等関連情報利用者の提供手数料の減額又は免除に関する
事項

保険局医療介護連
携政策課長

7 　拠出金の納付の猶予の承認に関する事項 保険局長
8 　前期高齢者納付金等の納付の猶予の承認に関する事項 保険局長
9 　保険料の特別徴収に関する事項 年金局事業企画課

長

10 　基金の業務の委託の認可に関する事項 保険局長
11 　基金の業務方法書の変更の認可に関する事項で、重要なもの 事務次官
12 　基金の業務方法書の変更の認可に関する事項（重要なものを除く｡） 保険局長

13 　基金の予算、事業計画及び資金計画の認可に関する事項 保険局長 大臣官房会計課長
14 　基金の財務諸表の承認に関する事項 保険局長 大臣官房会計課長
15 　基金の借入金の認可に関する事項 保険局長 大臣官房会計課長
16 　基金の予備費の使用の承認に関する事項 保険局長 大臣官房会計課長
17 　基金の予算の流用の承認に関する事項 保険局長 大臣官房会計課長
18 　基金の予算の繰越しの承認に関する事項 保険局長 大臣官房会計課長
19 　基金の会計規程の基本的事項の承認に関する事項 保険局長
20 　保険者番号の設定に関する事項 保険局長
21 　法第１６１条の２第５項の勧告に関する事項 保険局長
22 　法第１６１条の２第６項の命令に関する事項 保険局長
23 　法第１６１条の３第１項の報告の徴収等に関する事項 保険局長
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24 　老人保健法による保険者の拠出金の算定に関する省令による承認に関
する事項

保険局長 大臣官房会計課長

25 　高齢者の医療の確保に関する法律による保険者の前期高齢者交付金等
の額の算定等に関する省令による承認に関する事項

保険局長

1 　法第３条第２項ただし書の承認に関する事項 年金局事業管理課
長

2 　保険者番号の設定に関する事項 保険局長
3 　全国健康保険協会の定款の認可に関する事項 事務次官
4 　全国健康保険協会の定款の変更の認可に関する事項で、重要なもの 事務次官

5 　全国健康保険協会の定款の変更の認可に関する事項（重要なものを除
く。）

保険局長

6 　全国健康保険協会の理事長の任命に関する運営委員会に対する意見照
会に関する事項

保険局長 大臣官房人事課長

7 　全国健康保険協会の事業計画及び予算の認可に関する事項 事務次官 大臣官房会計課長
8 　全国健康保険協会の事業計画及び予算の変更の認可に関する事項で、

重要なもの
事務次官 大臣官房会計課長

9 　全国健康保険協会の事業計画及び予算の変更の認可に関する事項（重
要なものを除く。）

保険局長

10 　全国健康保険協会の財務諸表の承認に関する事項 保険局長 大臣官房会計課長
11 　全国健康保険協会の会計監査人の選任に関する事項 保険局長
12 　全国健康保険協会の短期借入金の認可に関する事項 保険局長 大臣官房会計課長
13 　全国健康保険協会の短期借入金の借換えの認可に関する事項 保険局長 大臣官房会計課長
14 　全国健康保険協会の短期借入金の償還額に関する事項 保険局長 大臣官房会計課長
15 　全国健康保険協会の重要な財産の処分の認可に関する事項 保険局長 大臣官房会計課長
16 　全国健康保険協会に対する報告の徴収等に関する事項 保険局長
17 　全国健康保険協会の予算の流用及び予備費の使用の承認に関する事項 保険局長 大臣官房会計課長

18 　全国健康保険協会の予算の繰越しの承認に関する事項 保険局長 大臣官房会計課長
19 　全国健康保険協会の資金の運用に係る有価証券の承認に関する事項 保険局長 大臣官房会計課長

20 　全国健康保険協会が譲渡し、又は担保に供するために認可が必要な重
要な財産の指定に関する事項

保険局長 大臣官房会計課長

21 　健康保険組合の設立の認可に関する事項 保険局長
22 　健康保険組合及び連合会の規約の変更の認可に関する事項で、重要な

もの
保険局長

23 　健康保険組合及び連合会の規約の変更の認可に関する事項（重要なも
のを除く。）

保険局保険課長

24 　健康保険組合の合併及び分割の認可に関する事項 保険局長
25 　分割後の健康保険組合が承継する権利義務の限度の認可に関する事項 保険局長

26 　健康保険組合の解散の認可に関する事項 保険局長
27 　健康保険組合が設立事業所の事業主に債務の完済を求める場合の債務

の減免の承認に関する事項
保険局長

28 　指定健康保険組合の指定に関する事項 保険局保険課長
29 　指定健康保険組合の健全化計画の承認に関する事項 保険局保険課長
30 　健康保険組合及び連合会の起債の認可に関する事項 保険局保険課長
31 　健康保険組合及び連合会の重要財産の処分の認可に関する事項 保険局保険課長
32 　任意適用事業所の認可に関する事項 保険局保険課長
33 　任意適用事業所の撤回の認可に関する事項 保険局保険課長
34 　同一事業主の複数の事業所を一の事業所とする認可に関する事項 保険局長
35 　全国健康保険協会への被保険者の資格に関する事項等の情報提供に関

する事項
年金局事業企画課
長

36 　診療報酬の算定方法第５号の療養担当手当の承認に関する事項 保険局長
37 　診療報酬の算定方法別表第１又は別表第２の往診料の特例に関する事

項
保険局長

38 　法第７６条第３項（法第８５条第９項、第８５条の２第５項、第８６
条第４項、第１１０条第７項及び第１４９条において準用する場合を含
む。）の契約の認可に関する事項

保険局長

39 　指定訪問看護事業者の認定に関する事項 保険局長
40 　法第１０８条第７項の同意に関する事項 年金局事業企画課

長

41 　匿名診療等関連情報の提供及び社会保障審議会への意見の聴取に関す
る事項

保険局長

42 　匿名診療等関連情報利用者に対する報告の徴収等に関する事項 保険局長
43 　匿名診療等関連情報利用者に対する是正命令に関する事項 保険局長
44 　療養に要する費用の額の定めを適正なものとするための調査及び匿名

診療等関連情報の利用又は提供に係る事務の委託に関する事項
保険局長

45 　匿名診療等関連情報利用者の提供手数料の減額又は免除に関する事項 保険局医療課長

46 　全国健康保険協会の都道府県単位保険料率の変更の認可に関する事項 保険局長

47 　健康保険組合の保険料率の変更の認可に関する事項 保険局保険課長
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48 　法第１９４条の２第５項の勧告に関する事項 保険局長
49 　法第１９４条の２第６項の命令に関する事項 保険局長
50 　法第１９４条の３第１項の報告の徴収等に関する事項 保険局長
51 　共済組合に対する指示に関する事項 事務次官
52 　施行令第６８条の交付金の交付に関する細目等及び修正率の承認に関

する事項
保険局保険課長

53 　特定健康保険組合の認可に関する事項 保険局長
54 　特定健康保険組合の認可の取消しに関する事項 保険局長
55 　権限委任した事務の全部又は一部を厚生労働大臣が自ら実施する事務

に関する事項
年金局事業管理課
長

56 　法第２０４条の２第１項の委任に関する事項 年金局事業管理課
長

57 　介護保険法等の規定による情報提供に関する事項 年金局事業企画課
長

1 　基金の定款の変更の認可に関する事項で、重要なもの 事務次官
2 　基金の定款の変更の認可に関する事項（重要なものを除く。） 保険局長
3 　基金の役員の選任及び解任に関する事項 事務次官 大臣官房人事課長
4 　基金の事業計画及び収支予算の認可に関する事項 保険局長 大臣官房会計課長
5 　法第１５条第１項第９号の業務の認可に関する事項 保険局長
6 　基金に対する業務に関する命令等に関する事項 保険局長

1 　保険者番号の設定に関する事項 保険局長
2 　全国健康保険協会への被保険者の資格に関する事項等の情報提供に関

する事項
年金局事業企画課
長

3 　法第７０条第６項の同意に関する事項 年金局事業企画課
長

4 　疾病保険料率の変更の認可に関する事項 保険局長
5 　災害保健福祉保険料率の変更の認可に関する事項 保険局長
6 　法第１４３条の２第５項の勧告に関する事項 保険局長
7 　法第１４３条の２第６項の命令に関する事項 保険局長
8 　法第１４３条の３第１項の報告の徴収等に関する事項 保険局長
9 　権限委任した事務の全部又は一部を厚生労働大臣が自ら実施する事務

に関する事項
年金局事業管理課
長

10 　法第１５３条の２第１項の委任に関する事項 年金局事業管理課
長

11 　介護保険法等の規定による情報提供に関する事項 年金局事業企画課
長

1 　権限委任した事務の全部又は一部を厚生労働大臣が自ら実施する事務
に関する事項

年金局事業管理課
長

2 　調整交付金の収納率に応じた減額において、厚生労働大臣が法第６８
条の２第２項第４号に掲げる事項として保険料の納付状況の改善に関し
て必要な措置を定めていると認める場合に関する事項

保険局長

3 　保険料の特別徴収に関する事項 年金局事業企画課
長

4 　国民健康保険団体連合会の設立の認可に関する事項 保険局長
5 　国民健康保険団体連合会の仮理事及び特別代理人の選任に関する事項 保険局長

6 　国民健康保険団体連合会の理事の専決処分についての指揮に関する事
項

保険局長

7 　国民健康保険団体連合会の総会及び代議員会の議決の認可に関する事
項

保険局長

8 　国民健康保険団体連合会の解散の認可に関する事項 保険局長
9 　国民健康保険団体連合会の残余財産の処分の認可に関する事項 保険局長
10 　法第１０８条第１項の国民健康保険組合等に対する措置命令に関する

事項
事務次官

11 　療養給付費等拠出金の納付の猶予の承認に関する事項 保険局長
12 　保険者番号の設定に関する事項 保険局長
13 　法第１１１条の２第５項の勧告に関する事項 保険局長
14 　法第１１１条の２第６項の命令に関する事項 保険局長
15 　法第１１１条の３第１項の報告の徴収等に関する事項 保険局長
16 　基金の業務の委託の認可に関する事項 保険局長
17 　基金の業務方法書の変更の認可に関する事項で、重要なもの 事務次官
18 　基金の業務方法書の変更の認可に関する事項（重要なものを除く。） 保険局長

19 　基金の予算、事業計画及び資金計画の認可に関する事項 保険局長 大臣官房会計課長
20 　基金の財務諸表の承認に関する事項 保険局長 大臣官房会計課長
21 　基金の借入金の認可に関する事項 保険局長 大臣官房会計課長
22 　基金の予備費の使用の承認に関する事項 保険局長 大臣官房会計課長
23 　基金の予算の流用の承認に関する事項 保険局長 大臣官房会計課長
24 　基金の予算の繰越しの承認に関する事項 保険局長 大臣官房会計課長
25 　基金の会計規程の基本的事項の承認に関する事項 保険局長

1 　基金の業務方法書の認可に関する事項 事務次官
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2 　基金の業務方法書の変更の認可に関する事項で、重要なもの 事務次官
3 　基金の業務方法書の変更の認可に関する事項（重要なものを除く。） 医薬局長、保険局

長又は大臣官房参
事官（情報化担
当）

4 　基金の予算、事業計画及び資金計画の認可に関する事項 医薬局長、保険局
長又は大臣官房参
事官（情報化担
当）

大臣官房会計課長

5 　基金の財務諸表の承認に関する事項 医薬局長、保険局
長又は大臣官房参
事官（情報化担
当）

大臣官房会計課長

6 　基金の業務の委託の認可に関する事項 医薬局長
7 　基金の予備費の使用の承認に関する事項 医薬局長、保険局

長又は大臣官房参
事官（情報化担
当）

大臣官房会計課長

8 　基金の予算の流用の承認に関する事項 医薬局長、保険局
長又は大臣官房参
事官（情報化担
当）

大臣官房会計課長

9 　基金の予算の繰越しの承認に関する事項 医薬局長、保険局
長又は大臣官房参
事官（情報化担
当）

大臣官房会計課長

10 　基金の会計規程の基本的事項の承認に関する事項 医薬局長、保険局
長又は大臣官房参
事官（情報化担
当）

大臣官房会計課長

11 　施行規則第９条、第１０条第２項、第１３条、第１５条第１項、第１
８条及び第１９条の情報の送付方法に関する事項

医薬局総務課長

地
方
税

法
関
係

1 　保険料の特別徴収に関する事項 年金局事業企画課
長
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1 　権限委任した事務の全部又は一部を厚生労働大臣が自ら実施する事務
に関する事項

年金局事業管理課
長

1 　厚生年金保険原簿の訂正の請求の決定に対する不服の申立ての裁決に
関する事項（重要なもの及び軽易なものを除く。）

事務次官

2 　厚生年金保険原簿の訂正の請求の決定に対する不服の申立ての裁決に
関する事項で、軽易なもの

年金管理審議官

3 　保険給付等の裁定、支給停止、額の改定等に関する事項 年金局事業管理課
長

4 　権限委任した事務の全部又は一部を厚生労働大臣が自ら実施する場合
に関する事項

年金局事業管理課
長

5 　法第１００条の５第１項の委任に関する事項 年金局事業管理課
長

6 　滞納処分の認可に関する事項 年金局事業管理課
長

7 　介護保険法等の規定による情報提供に関する事項 年金局事業企画課
長

8 　施行規則第８８条の６第５項の電子情報処理組織を利用して報告する
場合の方法に関する事項

年金局数理課長

9 　積立金の管理及び運用の方針に関する事項で、重要なもの 事務次官
10 　積立金の管理及び運用の方針に関する事項で、重要なもの以外のもの 年金局長

11 　法第７９条の８第２項の管理積立金の管理及び運用の状況に関する公
表及び評価に関する事項

年金局長

12 　法第７９条の９第１項の積立金の管理及び運用の状況に関する公表及
び評価に関する事項

事務次官

1 　法第６６条第８項の同意に関する事項 年金局事業企画課
長

2 　連合会への遺族共済年金の支給に関して必要な情報の提供に関する事
項

年金局事業企画課
長

3 　権限委任した事務の全部又は一部を厚生労働大臣が自ら実施する場合
に関する事項

年金局事業管理課
長

1 　国民年金原簿の訂正の請求の決定に対する不服の申立ての裁決に関す
る事項（重要なもの及び軽易なものを除く。）
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2 　国民年金原簿の訂正の請求の決定に対する不服の申立ての裁決に関す
る事項で、軽易なもの

年金管理審議官

3 　年金給付等の裁定、支給停止、額の改定等に関する事項 年金局事業管理課
長

4 　統計調査に関する事項 年金局長又は年金
管理審議官

5 　法第１０８条の４の勧告及び命令に関する事項 年金管理審議官
6 　権限委任した事務の全部又は一部を厚生労働大臣が自ら実施する場合

に関する事項
年金局事業管理課
長

7 　法第１０９条の５第１項の委任に関する事項 年金局事業管理課
長

8 　滞納処分の認可に関する事項 年金局事業管理課
長

9 　介護保険法等の規定による情報提供に関する事項 年金局事業企画課
長

10 　基金の設立の認可（あらかじめ年金局長の承認を受けた基準により行
う認可を除く。）に関する事項

事務次官

11 　基金の設立の認可（あらかじめ年金局長の承認を受けた基準により行
う認可に限る。）に関する事項

年金局長

12 　基金及び連合会の規約の変更の認可に関する事項で、重要なもの 年金局長
13 　基金及び連合会の規約の変更の認可に関する事項（重要なものを除

く。）
年金局企業年金・
個人年金課長

14 　基金の解散の認可に関する事項 事務次官
15 　基金が解散した場合の清算人の選任に関する事項 年金局長
16 　基金の合併及び分割の認可に関する事項 年金局長
17 　連合会が解散した場合の清算人の選任に関する事項 事務次官
18 　基金に対する連合会への加入命令に関する事項 事務次官
19 　法第１３７条の１５第２項ただし書の認可に関する事項 年金局長
20 　基金及び連合会等に対する改善命令に関する事項 事務次官
21 　基金及び連合会の規約の変更命令に関する事項 事務次官
22 　基金及び連合会の役員等の改任命令に関する事項 事務次官
23 　基金及び連合会の役員の改任等に関する事項 事務次官
24 　基金の業務の一部を委託することができる法人の指定に関する事項 年金局長

25 　連合会の予算の認可に関する事項 年金局長
26 　連合会の決算の承認に関する事項 年金局長
27 　基金及び連合会の借入金の承認に関する事項 年金局長
28 　基金及び連合会の解散に伴う財産目録等の承認に関する事項 年金局長
29 　基金及び連合会の解散に伴う決算報告書の承認に関する事項 年金局長
30 　基金及び連合会の債権の放棄等の承認に関する事項 年金局長
31 　基金及び連合会の資産の譲渡等の承認に関する事項 年金局長
32 　基金及び連合会の余裕金の運用方法の承認に関する事項 年金局長
33 　連合会の年金経理から事業経理又は業務経理への繰り入れの承認に関

する事項
年金局長

34 　基金及び連合会の業務経理の経費の相互流用又は予備費使用の承認に
関する事項

年金局企業年金・
個人年金課長

35 　施行規則第８２条の９第５項の電子情報処理組織を利用して報告する
場合の方法に関する事項

年金局数理課長

1 　組合等への資料の提供及び情報の提供に関する事項 年金局事業企画課
長

2 　権限委任した事務の全部又は一部を厚生労働大臣が自ら実施する場合
に関する事項

年金局事業管理課
長

1 　定款の変更の認可に関する事項で、重要なもの 年金局長
2 　定款の変更の認可に関する事項（重要なものを除く。） 年金局企業年金・

個人年金課長

3 　滞納処分の認可に関する事項 年金局企業年金・
個人年金課長

4 　予算の認可に関する事項 年金局長
5 　決算の承認に関する事項 年金局長
6 　借入金の承認に関する事項 年金局長
7 　定款の変更命令等に関する事項 事務次官
8 　役員の改任に関する事項 事務次官
9 　余裕金の運用方法に係る指定及び承認に関する事項 年金局長

1 　企業型年金規約の承認の取消しに関する事項 事務次官
2 　個人型年金規約の承認に関する事項 事務次官
3 　個人型年金規約の変更の承認に関する事項 年金局長
4 　個人型年金規約策定委員会の委員の任命又は解任の認可に関する事項 年金局長

5 　施行規則第３９条第２項第２号に掲げる事業主の証明等に関する事項 部局長
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6 　国民年金基金連合会に対する指導及び助言並びに施行規則第７１条第
１項ただし書の規定に基づき行う事業主への指導及び助言に関する事項
（重要なもの及び軽易なものを除く。）

年金局企業年金・
個人年金課長

7 　国民年金基金連合会に対する指導及び助言並びに施行規則第７１条第
１項ただし書の規定に基づき行う事業主への指導及び監督に関する事項
で、軽易なもの

年金局企業年金・
個人年金課長

8 　運営管理機関の登録に関する事項 年金局長
9 　運営管理機関の登録の拒否に関する事項 事務次官
10 　運営管理機関に対する監督命令に関する事項 年金局長
11 　運営管理機関の登録の取消し及び業務の停止に関する事項 事務次官

1 　規約型企業年金の規約の承認に関する事項 年金局長
2 　企業年金基金の設立の認可に関する事項 年金局長
3 　規約の変更の承認又は認可に関する事項で、重要なもの 年金局長
4 　規約の変更の承認又は認可に関する事項（重要なものを除く。） 年金局企業年金・

個人年金課長

5 　財政悪化リスク相当額の算定に係る特別算定承認及び特別算定方法の
変更の承認に関する事項

年金局企業年金・
個人年金課長

6 　規約型企業年金の統合及び分割の承認に関する事項 年金局長
7 　企業年金基金の合併及び分割の認可に関する事項 年金局長
8 　確定給付企業年金を実施している事業主が二以上である場合等の実施

事業所の減少の特例に係る承認又は認可に関する事項
年金局長

9 　確定給付企業年金間の給付の支給に関する権利義務の移転及び承継の
承認又は認可に関する事項で、重要なもの

年金局長

10 　確定給付企業年金間の給付の支給に関する権利義務の移転及び承継の
承認又は認可に関する事項（重要なものを除く。）

年金局企業年金・
個人年金課長

11 　規約型企業年金の終了の承認に関する事項 年金局長
12 　企業年金基金の解散の認可に関する事項 年金局長
13 　終了した規約型企業年金及び解散した企業年金基金の清算人等に対す

る改善命令に関する事項
事務次官

14 　終了した規約型企業年金及び解散した企業年金基金の清算人の解任に
関する事項

事務次官

15 　事業主等に対する改善命令に関する事項 事務次官
16 　規約型企業年金又は企業年金基金の規約の変更命令に関する事項 事務次官
17 　規約型企業年金の規約の承認の取消しに関する事項で、重要なもの 事務次官

18 　規約型企業年金の規約の承認の取消しに関する事項（重要なものを除
く。）

年金局長

19 　企業年金基金の役員の解任命令に関する事項 事務次官
20 　企業年金基金の役員の解任に関する事項 事務次官
21 　企業年金基金に対する解散命令に関する事項 事務次官
22 　確定給付企業年金と他の企業年金制度との間の給付の支給に関する権

利義務の移転及び承継の承認又は認可に関する事項
年金局長

23 　確定給付企業年金の業務の一部を委託することができる法人の指定に
関する事項

年金局長

24 　企業年金基金の余裕金の運用方法の承認に関する事項 年金局長
25 　年金数理人の資格の認定に関する事項 年金局長
26 　年金数理人名簿の作成に関する事項 年金局長

1 　存続厚生年金基金又は存続連合会への情報の提供に関する事項 年金局事業管理課
長

2 　存続厚生年金基金の免除保険料率の決定及び通知に関する事項 年金局長
3 　存続厚生年金基金及び存続連合会の規約の変更の認可に関する事項

で、重要なもの
年金局長

4 　存続厚生年金基金及び存続連合会の規約の変更の認可に関する事項
（重要なものを除く。）

年金局企業年金・
個人年金課長

5 　存続厚生年金基金の合併及び分割の認可に関する事項 年金局長
6 　分割後の存続厚生年金基金が承継する権利義務の限度の認可に関する

事項
年金局長

7 　存続厚生年金基金間の権利義務の移転の申出及び承継の認可に関する
事項

年金局長

8 　存続厚生年金基金の解散の認可及び承認に関する事項 年金局長
9 　存続厚生年金基金が解散した場合の清算人の選任に関する事項 年金局長
10 　存続連合会が解散した場合の清算人の選任に関する事項 事務次官
11 　解散した存続厚生年金基金及び存続連合会の清算人の改任命令及び解

任に関する事項
事務次官

12 　存続厚生年金基金に対する存続連合会への加入命令に関する事項 事務次官
13 　解散基金加入員に対する付加給付事業の認可に関する事項 年金局長
14 　存続厚生年金基金、存続連合会、解散した存続厚生年金基金及び解散

した存続連合会に対する改善命令に関する事項
年金局長

15 　存続厚生年金基金及び存続連合会等に対する解散命令に関する事項 事務次官

16 　存続厚生年金基金及び存続連合会の規約の変更命令に関する事項 事務次官
17 　存続厚生年金基金及び存続連合会の役員の改任命令に関する事項 事務次官
18 　存続厚生年金基金及び存続連合会の役員の改任に関する事項 事務次官
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19 　存続厚生年金基金の加入員の標準給与の基礎となる給与の範囲等の承
認に関する事項

年金局長

20 　存続厚生年金基金の業務の一部を委託することができる法人の指定に
関する事項

年金局長

21 　存続連合会の予算の認可に関する事項 年金局長
22 　存続連合会の決算の承認に関する事項 年金局長
23 　存続厚生年金基金及び存続連合会の借入金の承認に関する事項 年金局長
24 　存続厚生年金基金の解散及び消滅等に伴う財産の目録等の承認に関す

る事項
年金局企業年金・
個人年金課長

25 　存続連合会の解散に伴う財産の目録の承認に関する事項 年金局長
26 　存続厚生年金基金の解散及び消滅等に伴う決算報告書の承認に関する

事項
年金局企業年金・
個人年金課長

27 　存続連合会の解散に伴う決算報告書の承認に関する事項 年金局企業年金・
個人年金課長

28 　存続厚生年金基金及び存続連合会の余裕金の運用方法の承認に関する
事項

年金局長

29 　存続連合会の年金経理から福祉施設経理又は業務経理への繰入れの承
認に関する事項

年金局長

30 　責任準備金相当額の徴収に係る物納の許可に関する事項 年金局長
31 　解散しようとする存続厚生年金基金等に係る老齢年金給付の支給義務

の特例に係る認可に関する事項
年金局長

32 　存続厚生年金基金が企業年金になることについての認可に関する事項 年金局長

33 　自主解散型基金及び清算型基金の納付額特例の認定に関する事項 年金局長
34 　自主解散型基金及び清算型基金の納付計画の承認に関する事項 年金局長
35 　自主解散型基金及び清算型基金の設立事業所の事業主の納付計画の承

認に関する事項
年金局長

36 　自主解散型基金及び清算型基金の設立事業所の事業主の納付猶予に関
する事項

年金局事業管理課
長

37 　自主解散型基金及び清算型基金の設立事業所の事業主の納付計画の変
更の承認に関する事項で、重要なもの

年金局長

38 　自主解散型基金及び清算型基金の設立事業所の事業主の納付計画の変
更の承認に関する事項（重要なものを除く。）

年金局企業年金・
個人年金課長

39 　自主解散型基金及び清算型基金の設立事業所の事業主の納付猶予期間
の短縮その他の納付計画の変更の提出の求めに関する事項で、重要なも
の

年金局長

40 　自主解散型基金及び清算型基金の設立事業所の事業主の納付猶予期間
の短縮その他の納付計画の変更の提出の求めに関する事項（重要なもの
を除く。）

年金局企業年金・
個人年金課長

41 　法附則第１２条第８項及び第21条第７項の認定に関する事項 年金局長
42 　自主解散型基金及び清算型基金の設立事業所の事業主の納付計画の承

認の取消しに関する事項
年金局長

43 　自主解散型基金及び清算型基金の設立事業所の事業主の納付猶予の取
消しに関する事項

年金局事業管理課
長

44 　清算型基金の指定に関する事項 年金局長
45 　清算型基金の清算計画の承認に関する事項 年金局長
46 　清算未了特定基金の設立事業所の事業主の納付計画の承認に関する事

項
年金局長

47 　清算未了特定基金の設立事業所の事業主の納付猶予に関する事項 年金局事業管理課
長

48 　清算未了特定基金の設立事業所の事業主の納付計画の変更の承認に関
する事項で、重要なもの

年金局長

49 　清算未了特定基金の設立事業所の事業主の納付計画の変更の承認に関
する事項（重要なものを除く。）

年金局企業年金・
個人年金課長

50 　清算未了特定基金の設立事業所の事業主の納付計画の期間の短縮の求
めに関する事項で、重要なもの

年金局長

51 　清算未了特定基金の設立事業所の事業主の納付猶予期間の短縮その他
の納付計画の変更の提出の求めに関する事項（重要なものを除く。）

年金局企業年金・
個人年金課長

52 　清算未了特定基金の設立事業所の事業主の納付計画の承認の取消しに
関する事項

年金局長

53 　清算未了特定基金の設立事業所の事業主の納付猶予の取消しに関する
事項

年金局事業管理課
長

54 　法附則第４０条第４項の認可に関する事項 年金局長
55 　存続厚生年金基金及び解散した厚生年金基金に対する報告徴収及び立

入検査に関する事項
年金局長

1 　資金の運用に係る預金又は貯金の指定に関する事項 年金局長
2 　国庫納付に係る厚生労働大臣が定める額に関する事項 年金局長 大臣官房会計課長
3 　特に必要がある場合の要求に関する事項 年金局長
4 　独立行政法人通則法第８条第３項の重要な財産の指定に関する事項 年金局長 大臣官房会計課長

5 　償却資産の指定に関する事項 年金局長 大臣官房会計課長

公
的
年
金
制
度
の
健
全
性
及
び
信
頼
性
の
確
保
の
た
め
の
厚
生
年
金
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
関
係

年
金
積
立
金
管
理
運
用
独
立
行
政
法
人

法
関
係



6 　譲渡差額を損益計算上の損益に計上しない譲渡取引の指定に関する事
項

年金局長 大臣官房会計課長

7 　対応する収益の獲得が予定されない資産除去債務に係る除去費用等の
指定に関する事項

年金局長 大臣官房会計課長

8 　独立行政法人通則法第４８条の重要な財産の指定に関する事項 年金局長 大臣官房会計課長
9 　納付算定対象額の計算に当たって控除する額の決定に関する事項 年金局長 大臣官房会計課長
10 　財政融資資金の発行する公債を引き受けることを目的とした寄託に関

する事項
年金局長 大臣官房会計課長

1 　権限委任した事務の全部又は一部を厚生労働大臣が自ら実施する場合
に関する事項

年金局事業管理課
長

2 　法第１７条第１項の委任に関する事項 年金局事業管理課
長
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1 　権限委任した事務の全部又は一部を厚生労働大臣が自ら実施する場合
に関する事項

年金局事業管理課
長

1 　特別障害給付金の認定、支給の制限、額の改定等に関する事項 年金局事業管理課
長

2 　権限委任した事務の全部又は一部を厚生労働大臣が自ら実施する場合
に関する事項

年金局事業管理課
長

3 　滞納処分の認可に関する事項 年金局事業管理課
長

4 　介護保険法等の規定による情報提供に関する事項 年金局事業企画課
長

1 　年金生活者支援給付金の認定、支給の制限、額の改定等に関する事項 年金局事業管理課
長

2 　権限委任した事務の全部又は一部を厚生労働大臣が自ら実施する場合
に関する事項

年金局事業管理課
長

3 　滞納処分の認可に関する事項 年金局事業管理課
長

4 　介護保険法等の規定による情報提供に関する事項 年金局事業企画課
長
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1 　権限委任した事務の全部又は一部を厚生労働大臣が自ら実施する場合
に関する事項

年金局事業管理課
長

2 　介護保険法等の規定による情報提供に関する事項 年金局事業企画課
長

1 　事業者に対する指導又は助言に関する事項 主管課長
2 　公正取引委員会又は内閣総理大臣に対する措置の求めに関する事項 主管部局長

3 　事業者に対する報告徴収及び立入検査に関する事項 主管部局長
4 　内閣総理大臣、公正取引委員会、主務大臣又は中小企業庁長官に対す

る情報又は資料の提供に関する事項
主管課長

5 　関係行政機関の長に対する情報又は資料の提供その他必要な協力の求
めに関する事項

主管課長

6 　内閣総理大臣、公正取引委員会、主務大臣又は中小企業庁長官に対す
る事実の通知に関する事項

主管部局長

1 　厚生労働省における政策評価に関する基本計画の策定に関する事項 事務次官

2 　厚生労働省における政策評価に関する基本計画の変更に関する事項
で、重要なもの

事務次官

3 　厚生労働省における政策評価に関する基本計画の変更に関する事項
（重要なもの及び軽易なものを除く。）

政策統括官（政策
評価担当）

4 　厚生労働省における政策評価に関する基本計画の変更に関する事項
で、軽易なもの

政策統括官付参事
官（政策立案・評
価担当）

5 　厚生労働省における事後評価の実施に関する計画の策定及び変更に関
する事項（軽易なものを除く。）

政策統括官（政策
評価担当）

6 　厚生労働省における事後評価の実施に関する計画の策定及び変更に関
する事項で、軽易なもの

政策統括官付参事
官（政策立案・評
価担当）

7 　評価書の取りまとめに関する事項 政策統括官（政策
評価担当）

8 　厚生労働省における政策評価の結果の政策への反映状況の作成に関す
る事項

政策統括官（政策
評価担当）
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1 　積立金の処分の承認に関する事項 政策統括官（総合
政策担当）

労働基準局長、職
業安定局長及び大
臣官房会計課長。
ただし、労働基準
局長は労働保険特
別会計のうち労災
勘定に影響しない
ことが明らかであ
るものについて、
又は職業安定局長
は労働保険特別会
計のうち雇用勘定
に影響しないこと
が明らかであるも
のについて、合議
者としない。

2 　独立行政法人通則法第８条第３項の重要な財産の指定に関する事項 政策統括官（総合
政策担当）

労働基準局長、職
業安定局長及び大
臣官房会計課長。
ただし、労働基準
局長は労働保険特
別会計のうち労災
勘定に影響しない
ことが明らかであ
るものについて、
又は職業安定局長
は労働保険特別会
計のうち雇用勘定
に影響しないこと
が明らかであるも
のについて、合議
者としない。

3 　償却資産の指定に関する事項 政策統括官（総合
政策担当）

労働基準局長、職
業安定局長及び大
臣官房会計課長。
ただし、労働基準
局長は労働保険特
別会計のうち労災
勘定に影響しない
ことが明らかであ
るものについて、
又は職業安定局長
は労働保険特別会
計のうち雇用勘定
に影響しないこと
が明らかであるも
のについて、合議
者としない。

4 　譲渡差額を損益計算上の損益に計上しない譲渡取引の指定に関する事
項

政策統括官（総合
政策担当）

労働基準局長、職
業安定局長及び大
臣官房会計課長。
ただし、労働基準
局長は労働保険特
別会計のうち労災
勘定に影響しない
ことが明らかであ
るものについて、
又は職業安定局長
は労働保険特別会
計のうち雇用勘定
に影響しないこと
が明らかであるも
のについて、合議
者としない。
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5 　対応する収益の獲得が予定されない資産除去債務に係る除去費用等の
指定に関する事項

政策統括官（総合
政策担当）

労働基準局長、職
業安定局長及び大
臣官房会計課長。
ただし、労働基準
局長は労働保険特
別会計のうち労災
勘定に影響しない
ことが明らかであ
るものについて、
又は職業安定局長
は労働保険特別会
計のうち雇用勘定
に影響しないこと
が明らかであるも
のについて、合議
者としない。

6 　独立行政法人通則法第４８条の重要な財産の指定に関する事項 政策統括官（総合
政策担当）

労働基準局長、職
業安定局長及び大
臣官房会計課長。
ただし、労働基準
局長は労働保険特
別会計のうち労災
勘定に影響しない
ことが明らかであ
るものについて、
又は職業安定局長
は労働保険特別会
計のうち雇用勘定
に影響しないこと
が明らかであるも
のについて、合議
者としない。

7 　納付算定対象額の計算に当たって控除する額の決定に関する事項 政策統括官（総合
政策担当）

労働基準局長、職
業安定局長及び大
臣官房会計課長。
ただし、労働基準
局長は労働保険特
別会計のうち労災
勘定に影響しない
ことが明らかであ
るものについて、
又は職業安定局長
は労働保険特別会
計のうち雇用勘定
に影響しないこと
が明らかであるも
のについて、合議
者としない。

1 　権限委任した事務の全部又は一部を厚生労働大臣が自ら実施する場合
に関する事務に関する事項

年金局事業企画課
長

2 　個別労働関係紛争の民間紛争解決手続の業務を行う団体の指定に関す
る事項

労働基準局長 年金管理審議官

3 　報告の徴収等に関する事項 労働基準局長 年金管理審議官
4 　是正又は改善の勧告に関する事項 労働基準局長 年金管理審議官
5 　指定の取消しに関する事項 事務次官
6 　社会保険労務士試験の受験資格の認定に関する事項 労働基準局長 年金管理審議官
7 　社会保険労務士試験の合格の通知及び試験科目の一部免除に関する事

項
労働基準局長 年金管理審議官

8 　社会保険労務士試験の不正受験者に対する措置に関する事項 労働基準局長 年金管理審議官
9 　全国社会保険労務士会連合会の紛争解決手続代理業務を行うのに必要

な学識及び実務能力に関する研修に係る実施計画の承認に関する事項
労働基準局長 年金管理審議官

10 　紛争解決手続代理業務試験の合格の通知に関する事項 労働基準局長 年金管理審議官
11 　紛争解決手続代理業務試験の不正受験者に対する措置に関する事項 労働基準局長 年金管理審議官

12 　社会保険労務士の懲戒に関する事項（社会保険諸法令に関する業務に
係るものを除く。）

労働基準局長 年金管理審議官

13 　社会保険労務士の懲戒に関する事項（社会保険諸法令に関する業務に
係るものに限る。）

年金管理審議官 労働基準局長

14 　資格審査会の委員委嘱の承認に関する事項 労働基準局長 年金管理審議官
15 　全国社会保険労務士会連合会の会則の変更の認可に関する事項で、重

要なもの
事務次官
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16 　全国社会保険労務士会連合会の会則の変更の認可に関する事項（重要
なものを除く。）

労働基準局長 年金管理審議官

17 　全国社会保険労務士会連合会に対する社会保険労務士試験委員の解任
命令に関する事項

事務次官

18 　全国社会保険労務士会連合会の試験事務規程の認可に関する事項 労働基準局長 年金管理審議官
19 　全国社会保険労務士会連合会の試験事務に係る事業計画等の認可に関

する事項
労働基準局長 年金管理審議官

20 　全国社会保険労務士会連合会に対する紛争解決手続代理業務試験委員
の解任命令に関する事項

事務次官

21 　全国社会保険労務士会連合会の代理業務試験事務規程の認可に関する
事項

労働基準局長 年金管理審議官

22 　全国社会保険労務士会連合会の代理業務試験事務に係る事業計画等の
認可に関する事項

労働基準局長 年金管理審議官

23 　全国社会保険労務士会連合会に対する試験事務に係る監督命令に関す
る事項

労働基準局長 年金管理審議官

24 　全国社会保険労務士会連合会に対する代理業務試験事務に係る監督命
令に関する事項

労働基準局長 年金管理審議官

1 　法第５条第４項の重要な財産の指定に関する事項 年金管理審議官 大臣官房会計課長
2 　役員の私企業への就職及び兼職に関する事項 年金管理審議官 大臣官房人事課長
3 　制裁規程の認可に関する事項 事務次官
4 　制裁規程の変更の認可に関する事項で、重要なもの 事務次官
5 　制裁規程の変更の認可に関する事項で、重要なもの以外のもの 年金管理審議官
6 　年金委員の委嘱及び解嘱に関する事項 地方厚生局長等
7 　業務方法書の変更の認可に関する事項で、重要なもの 事務次官
8 　業務方法書の変更の認可に関する事項で、重要なもの以外のもの 年金管理審議官
9 　中期目標の策定に関する事項 事務次官 大臣官房会計課長
10 　中期目標の変更に関する事項で、重要なもの 事務次官 大臣官房会計課長
11 　中期目標の変更に関する事項で、重要なもの以外のもの 年金管理審議官
12 　中期計画の認可に関する事項 事務次官 大臣官房会計課長
13 　中期計画の変更の認可に関する事項で、重要なもの 事務次官 大臣官房会計課長
14 　中期計画の変更の認可に関する事項で、重要なもの以外のもの 年金管理審議官
15 　年度計画の認可に関する事項 事務次官 大臣官房会計課長
16 　年度計画の変更の認可に関する事項で、重要なもの 事務次官 大臣官房会計課長
17 　年度計画の変更の認可に関する事項で、重要なもの以外のもの 年金管理審議官
18 　財務諸表の承認に関する事項 年金局長 大臣官房会計課長
19 　会計監査人の選任に関する事項 年金管理審議官
20 　短期借入金の認可に関する事項 年金管理審議官 大臣官房会計課長
21 　短期借入金の借換えの認可に関する事項 年金管理審議官 大臣官房会計課長
22 　不要財産に係る国庫納付等に関する事項 年金管理審議官 大臣官房会計課長
23 　財産を処分又は担保する場合の認可に関する事項 年金管理審議官 大臣官房会計課長
24 　報告の徴収及び立入検査に関する事項 年金管理審議官
25 　法令違反等の是正に関する事項 事務次官
26 　政府から機構に対し出資されたものとする資産及び債務に関する事項 年金管理審議官 大臣官房会計課長

27 　国有財産の無償使用に関する事項 年金局長 大臣官房会計課長
28 　償却資産の指定に関する事項 年金管理審議官 大臣官房会計課長
29 　譲渡差額を損益計算上の損益に計上しない譲渡取引の指定に関する事

項
年金管理審議官 大臣官房会計課長

30 　対応する収益の獲得が予定されない資産除去債務に係る除去費用等の
指定に関する事項

年金管理審議官 大臣官房会計課長

31 　国庫納付に係る厚生労働大臣が承認する額に関する事項 年金局長 大臣官房会計課長
32 　納付算定対象額の計算に当たって控除する額の決定に関する事項 年金管理審議官 大臣官房会計課長

　備考

　　庶

　専決者欄及び合議者欄に掲げる者の定義については、決裁規程第２条に定めるところによるほか、次に定めるところに
よる。

務課長　大臣官房人事課長、大臣官房総務課長、大臣官房会計課長、大臣官房地方課長、大臣官房国際課長、大臣官房厚
生科学課長、各局の総務課長（医政局の医薬産業振興・医療情報企画課及び研究開発政策課にあっては同局医薬産業振
興・医療情報企画課長、労働基準局の労災管理課、労働保険徴収課、補償課及び労災保険業務課にあっては同局労災管理
課長、職業安定局の雇用開発企画課、高齢者雇用対策課及び障害者雇用対策課にあっては同局雇用開発企画課長、社会・
援護局にあっては同局総務課長及び援護企画課長）及び各部の企画課長（感染症対策部にあっては企画・検疫課長、安全
衛生部にあっては計画課長）
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